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変更後における発電用原子炉施設の安全設計に関する説明書

（3号炉）
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1.5.7.1安全設計の基本方針

1.5.7.2安全保護系設計の基本方針
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1.5.7.8耐震設計

1.5.7.9耐津波設計
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2.5建屋及び構築物
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原子炉施設の機能別分類と耐震重要度分類

直流電源設備の設備仕様

緊急時対策所換気空調設備の設備仕様

火災防護対応設備の設備仕様

緊急時対策所の設備仕様

原子炉緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための設備作動

信号一覧表

原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するための

設備仕様

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための

設備仕様

最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備仕様

原子炉格納容器内の冷却等のための設備仕様

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備仕様

原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備仕様

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備仕様

放射性物質の拡散を抑制するための設備仕様

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備仕様

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備仕様

使用済燃料ピットの冷却等のための設備仕様

重大事故等の収束に必要となる水の供給設備仕様

電源設備仕様

重大事故等対処設備としての主要な計装設備

監視測定設備仕様
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発電所全体配置図

主要建屋平面図（2階）

主要建屋平面図（4階）

直流単線結線図

緊急時対策所換気空調設備系統図

消火栓設備系統図

原子炉緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための設備作

動信号図
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最終ヒートシンクへ熱を輸送する手段

原子炉格納容器内の冷却等を行う手段

原子炉格納容器の過圧破損を防止する手段（原子炉補機冷却

設備機能時）

原子炉格納容器の過圧破損を防止する手段（原子炉補機冷却
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原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却する手段
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l.安全設計

1．5発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

1．5．7発電用原子炉設置変更許可申請（平成25年7月8日申請）に係る

安全設計の方針

安全設計の方針として，平成22年5月19日付け平成21.10.20原第30

号をもって設置変更許可を受けた伊方発電所原子炉設置変更許可申

請書の3号炉に係る「1.1安全設計の方針」の分類のうち，「核分裂

生成物放散の防止・抑制対策｣，「原子炉固有の安全性｣，「核設計及

び熱水力設計の基本方針｣，「工学的安全施設設計の基本方針」及び

「品質保証の基本方針」については，それぞれ「1.1.2核分裂生成

物放散の防止・抑制対策｣,｢1.1.3原子炉固有の安全性｣，「1.1.4

核設計及び熱水力設計の基本方針｣，「1.1.6工学的安全施設設計の

基本方針」及び「1.1.9品質保証の基本方針」の内容に同じ。

l.5.7.1安全設計の基本方針

原子炉施設は，以下の基本的方針のもとに安全設計を行い，

「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以

下「原子炉等規制法」という。）等の関係法令の要求を満足する

とともに，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規則」等に適合する構造とする。

（1）平常運転時，発電所周辺の一般公衆，従事者等に対し，「原

子炉等規制法」に基づき定められている線量限度を超える放

射線被ばくを与えないように設計する。

更に，設計に当たっては，発電所周辺の一般公衆に対し，

「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」

8(3)-1－5－1
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に定められている線量目標値を超える放射線被ばくを与えな

いように努める。．

(2)設計基準対象施設は，設計，製作，建設及び試験検査を通じ

て信頼性の高いものとし，運転員の誤操作等による運転時の

異常な過渡変化時に対しては，警報により運転員が措置し得

るようにするとともに，もしこれらの修正動作がとられない

場合にも，原子炉の固有の安全性並びに安全保護系の動作に

より，重大な事故に発展することがないように設計する。

(3)原子炉施設は，燃料から放出される放射性核分裂生成物が発

電所周辺に放散されるのを防ぐための防壁を多重に設け，万

一設計基準事故が起こった場合にも，発電所周辺の一般公衆

の安全を確保する。

(4)安全施設は，敷地で想定される洪水，風（台風)，竜巻，凍

結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，

森林火災等の自然現象，故意によるものを除く人為による事

象，火災，溢水及び蒸気タービン等の損壊に伴う飛散物によ

って，安全性が損なわれないよう設計するとともに，設計基

準事故に至るまでの間に想定されている環境条件においても

その安全機能を発揮できるよう設計する。

(5)重要安全施設は，原子炉施設間で原則共用又は相互に接続し

ないものとするが，安全性の向上に資する場合は，共用又は

相互に接続することを考慮する。また，安全施設において，

共用又は相互に接続する場合には，原子炉施設の安全性を損

なうことのないよう設計する。

(6)人の不法な侵入等を防止するための設備を設ける。

8(3)－1－5－2
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（7）安全施設は，その安全機能の重要度に応じて，十分高い信頼

性を確保し，かつ維持し得るよう設計する。このうち，重要

度の特に高い系統は，多重性又は多様性及び独立性を備える

ように設計するとともに，当該系統を構成する機器の単一故

障が生じた場合であって，外部電源が利用できない場合にお

いても，その安全機能が達成できるよう設計する。なお，故

障発生の可能性が極めて小さい場合等においては，単一故障

の想定を行わない。

また，安全施設は，その健全性及び能力を確認するために，

その安全機能の重要度に応じ，原子炉の運転中又は停止中に

試験・検査並びに保守点検ができるよう設計する。

（8）設計基準対象施設は，運転員が誤操作するおそれがないよう

に設計するとともに，安全施設は，その運転が必要となる環

境条件下で運転員が容易に操作できるよう設計する。

（9）原子炉施設には，標識を設置した安全避難通路，避難用及び

事故対策用照明，通信連絡設備等を設ける。

(10）原子炉施設は，重大事故の兆候がある場合において，炉心，

使用済燃料ピット内燃料体又は使用済燃料及び運転停止中に

おける原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要

な措置を講じた設計とする。また，重大事故が発生した場合

においても，原子炉格納容器の破損及び発電所外への放射性

物質の異常な水準の放出を防止するために必要な措置を講じ

る。

8(3)-1-5-3
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l.5.7.2安全保護系設計の基本方針

原子炉停止系及び工学的安全施設の作動を開始させるための

安全保護系は，原子炉保護設備及び工学的安全施設作動設備から

なり，必要な場合に確実に作動するように多重性及び独立性を備

え，単一故障によっても，その安全保護機能が妨げられないよう

な設計とする。また，安全保護系は系の遮断，駆動源の喪失等に

おいても最終的に安全な状態に落ち着く設計とする。

その他，不正アクセス行為又は電子計算機の使用目的と異な

る動作をさせる行為による被害を防止することができる設計とす

る。

1.5.7.3強度設計の基本方針

発電所の建物，構築物，機器，配管及びそれらの支持構造物

は，自重，内圧，外圧，熱荷重，地震荷重等の条件に対し，十分

な強度を有し，かつ，その機能を維持できるように設計する。

荷重の組合せと許容応力については，「建築基準法｣，「日本建

築学会各種構造設計及び計算規準｣，「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則｣，「実用

発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」等に従

うものとする。

また，諸外国の規格，基準等を参考にするなど，できるだけ

新しい知見を取り入れて強度上十分安全な設計とする。

l.5.7.4火災防護の基本方針

設計基準対象施設は，火災により原子炉施設の安全性が損な

8(3)－1－5－4
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われないようにするため，原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するための機能及び放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能

を有する構造物，系統及び機器に対して，火災の発生防止，火災

の感知及び消火，火災の影響軽減を考慮した設計とする。

l.5.7．5溢水に対する基本方針

安全施設は，原子炉施設内における溢水が発生した場合にお

いても安全機能を損なわれることがない設計とする。また，設計

基準対象施設は，原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包す

る容器又は配管の破損によって当該容器又は配管から放射性物質

を含む液体があふれ出た場合において，当該液体が管理区域外へ

漏えいすることのない設計とする。

l.5.7.6重大事故等に対する対策の基本方針

(1)重大事故等対処設備は，次の事項を踏まえた設備とする。

a.想定される重大事故等が発生した場合に使用する際の温

度，放射線，荷重その他の使用条件において，重大事故等

に対処するために必要な機能を有効に発揮できる設計とす

る。

b.想定される重大事故等が発生した場合において確実に操

作できる設計とする。

C.健全性及び能力を確認するため，原子炉の運転中又は停

止中に試験又は検査ができる設計とする。

d.本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するため

に使用する設備にあっては，通常時に使用する系統から速

8(3)-1-5-5
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やかに切り替えられる機能を備える設計とする。

e.発電所内の設計基準対象施設だけでなく，当該重大事故

等対処設備以外の重大事故等対処設備に対して悪影響を及

ぼさない設計とする。

f.想定される重大事故等が発生した場合において，重大事

故等対処設備の操作及び復旧作業を行うことができるよう，

重大事故等対処設備の設置場所は，放射線量が高くなるお

それが少ない場所を選定するとともに，設置場所への遮蔽

物の設置その他の適切な措置を講じた場所とする。

(2)常設重大事故等対処設備は，(1)項のほか次の事項を踏まえ

る。

a.想定される重大事故等の収束に必要な容量を有する設計

とする。

b.2以上の原子炉施設において共用しない設計とする。た

だし，2以上の原子炉施設と共用することによって当該2

以上の原子炉施設の安全性が向上する場合であって，他の

原子炉施設に対して悪影響を及ぼさない場合は，共用でき

ることとする。

C.常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事

故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそ

れがないよう，適切な措置を講じた設計とする。

(3)可搬型重大事故等対処設備は，(1)項のほか次の事項を踏ま

える。

a.想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分

に余裕のある容量を有する設計とする。
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b.原子炉施設と接続されている設備又は短時間に原子炉施

設と接続することができる常設の設備（以下「常設設備」

という。）と接続するものにあっては，当該常設設備と容易

かつ確実に接続することができ，かつ，2以上の系統又は

原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部の

規格の統一その他の適切な措置を講じた設計とする。

C.常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって

接続することができなくなることを防止するため，原子炉

建屋の外から水又は電力を供給する可搬型重大事故等対処

設備の接続口をそれぞれ互いに異なる複数の場所に設ける

設計とする。

d.想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型

重大事故等対処設備を据え付け，及び常設設備と接続する

ことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な

措置を講じた設計とする。

e.地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機

の衝突その他のテロリズムによる影響，設計基準事故対処

設備及び常設重大事故等対処設備の配置その他の条件を考

慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保

管する。

f.想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型

重大事故等対処設備を運搬し，又は他の設備の被害状況を

把握するため，発電所内の道路及び通路が確保できるよう，

適切な措置を講じた設計とする。

8(3)－1－5－7



角

角

g.重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によ

って，設計基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料ピッ

トの冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止設備

の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，

適切な措置を講じた設計とする。

(4)重大事故等対処施設は，次の事項の施設の区分に応じた地盤

に設ける。

a.重大事故防止設備のうち常設のもの（以下「常設重大事

故防止設備」という。）であって，耐震重要施設に属する設

計基準事故対処設備が有する機能を代替するもの（以下

「常設耐震重要重大事故防止設備」という。）が設置される

重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。）は，

基準地震動による地震力が作用した場合においても当該施

設を十分に支持することができる地盤に設置する。

b.常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止

設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対

処施設を除く。）は，耐震重要度分類に応じて算定する地震

力が作用した場合においても当該施設を十分に支持するこ

とができる地盤に設置する。

C.重大事故緩和設備のうち常設のもの（以下「常設重大事

故緩和設備」という。）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く。）は，基準地震動による

地震力が作用した場合においても当該施設を十分に支持す

ることができる地盤に設置する。
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(5)重大事故等対処施設（(4)項b.の重大事故等対処施設を除

く。）は，変形した場合においても重大事故等に対処するため

に必要な機能が損なわれるおそれがない地盤に設置する。ま

た，変位が生ずるおそれがない地盤に設置する。

(6)重大事故等対処施設は，地震による損傷の防止のため，次の

事項を踏まえる。

a、常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等

対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。）は，基準地震

動による地震力に対して重大事故に至るおそれがある事故

に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないよ

うに設計する。

b.常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止

設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対

処施設を除く。）は，耐震重要度分類に応じて算定する地震

力に十分に耐えることができるように設計する。

c・常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く。）は，基準地震動による

地震力に対して重大事故に対処するために必要な機能が損

なわれるおそれがないように設計する。

(7)重大事故等対処施設（(4)項b.の重大事故等対処施設を除

く。）は，基準地震動Ssによる地震力によって生ずるおそれ

がある斜面の崩壊に対して重大事故等に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないように設計する。

(8)重大事故等対処施設は，基準津波に対して重大事故等に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがないように設計
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する。

(9)重大事故等対処施設は，火災により重大事故等に対処するた

めに必要な機能を損なうおそれがないよう，火災の発生防止，

火災の感知及び消火を考慮した設計とする。

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備

の基準に関する規則」に対する適合

今回の原子炉設置変更許可申請に係る原子炉施設は，「実用発

電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則」に十分適合するように設計する。各条文に対する適

合のための設計方針は次のとおりである。

ただし，本項において用いる用語の意義は，同規則第二条

(定義）に従いそれぞれ当該各号の定めるところによる。

8(3)-1-5-10



八

八

第3条設計基準対象施設の地盤

1．設計基準対象施設は、次条第二項の規定により算定する地震力（設

計基準対象施設のうち、地震の発生によって生ずるおそれがあるその

安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大

きいもの（以下「耐震重要施設」という。）にあっては、同条第三項に

規定する基準地震動による地震力を含む｡）が作用した場合においても

当該設計基準対象施設を十分に支持することができる地盤に設けなけ

ればならない。

2．耐震重要施設は、変形した場合においてもその安全機能が損なわれ

るおそれがない地盤に設けなければならない。

3．耐震重要施設は、変位が生ずるおそれがない地盤に設けなければな

らない。

適合のための設計方針

1．について

設計基準対象施設は，耐震重要度分類の各クラスに応じて算定する

地震力(耐震重要施設にあっては,基準地震動Ssによる地震力を含む）

が作用した場合においても当該施設を十分に支持することができる地

盤に設置する。

2．について

耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤

の傾斜及び僥み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液

状化，揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状が起こった場合においても
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安全機能が損なわれるおそれがない地盤に設置する。

なお，伊方発電所の敷地内破砕帯については，耐震設計上考慮する

必要のある活断層ではない。

3．について

耐震重要施設は，将来活動する可能性のある断層等の露頭がないこ

とを確認した地盤に設置する。

8(3)-1-5-12



角

内

第4条地震による損傷の防止

l.設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるものでな

ければならない。

2．前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある設計基準

対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程

度に応じて算定しなければならない。

3．耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及

ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震力（以下｢基

準地震動による地震力」という。）に対して安全機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。

4．耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるおそれがある斜

面の崩壊に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければ

ならない。

適合のための設計方針

l.及び2.について

(1)設計基準対象施設は，以下に示すS,B及びCの3クラスに分類

し，それぞれに応じた耐震設計を行う。

Sクラス：地震により発生するおそれがある事象に対して，原子

炉を停止し，炉心を冷却するために必要な機能を持つ

施設，自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設

に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質を

外部に拡散する可能性のある施設，これらの施設の機

能喪失により事故に至った場合の影響を緩和し，放射
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線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を

持つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援するため

に必要となる施設，並びに地震に伴って発生するおそ

れがある津波による安全機能の喪失を防止するために

必要となる施設であって，その影響が大きいもの

Bクラス：安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影

響がSクラス施設と比べ小さい施設

Cクラス:Sクラスに属する施設及びBクラスに属する施設以外

の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求さ

れる施設

この原則に従って分類した各施設のうち，上位のクラスに属する

ものが，下位のクラスに属するものの波及的影響によって，その安

全機能を損なわないように設計する。

(2)S,B及びCクラスの設計基準対象施設は，以下に示す地震力に

対しておおむね弾性範囲に留まる設計とする。

Sクラス：弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力の

いずれか大きい方の地震力

Bクラス：静的地震力

共振のおそれのある施設については，弾性設計用地震

動Sdに1/2を乗じた地震力

cクラス：静的地震力

a、弾性設計用地震動Sdによる地震力

弾性設計用地震動Sdは，基準地震動Ssとの応答スペクトルの

比率の値が，目安として0．5を下回らないような値で，工学的判

断に某づいて設定する。
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b.静的地震力

(a)建物・構築物

水平地震力は，地震層せん断力係数Ciに次に示す施設の耐

震重要度分類に応じた係数を乗じ，さらに当該層以上の重量を

乗じて算定するものとする。

Sクラス3．0

Bクラスl.5

Cクラス1．O

ここで，地震層せん断力係数Ciは，標準せん断力係数Coを

0．2以上とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮

して求められる値とする。

また，必要保有水平耐力の算定において，地震層せん断力係

数Ciに乗じる施設の耐震重要度分類に応じた係数は，耐震重

要度分類の各クラスともに1．0とし，その際に用いる標準せん

断力係数Coは1．0以上とする。

sクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時

に不利な方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力は，

震度0．3以上を基準とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種

類等を考慮して求めた鉛直震度より算定する。ただし，鉛直震

度は高さ方向に一定とする。

(b)機器・配管系

各クラスの地震力は，上記(a)に示す地震層せん断力係数Ciに

施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗じたものを水平震度と

し，当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度をそれぞれ20%増し

とした震度より求めるものとする。
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水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作用

させるものとする。ただし,鉛直震度は高さ方向に一定とする。

3．について

(1)基準地震動Ssは，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，敷地及び

敷地周辺の地質・地質構造，地盤構造並びに地震活動性等の地震学

及び地震工学的見地から想定することが適切なものを策定する。

(2)耐震重要施設は,基準地震動Ssによる地震力に対して安全機能を

損なわないように設計する。

4．について

耐震重要施設の周辺斜面については,基準地震動Ssによる地震力を

作用させた安定解析を行い，崩壊のおそれがないことを確認するとと

もに，崩壊のおそれがある場合には，当該部分の除去，敷地内土木工

作物による斜面の保持等の措置を講じることにより，耐震重要施設に

影響を及ぼすことがないものとする。
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第5条津波による損傷の防止

設計基準対象施設は、その供用中に当該設計基準対象施設に大きな影

響を及ぼすおそれがある津波（以下「基準津波」という。）に対して安全

機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

適合のための設計方針

(1)基準津波の策定

基準津波は，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，波源海域から敷

地周辺までの海底地形，地質構造，地震活動性等の地震学的見地から

想定することが適切なものを策定する。

また，津波の発生要因として，地震のほか，地すべり，斜面崩壊そ

の他の地震以外の要因,及びこれらの組合せによるものを複数選定し，

不確かさを考慮して策定する。

(2)基準津波に対する設計基準対象施設の設計

重要な安全機能を有する施設は，基準津波による遡上波が地上部か

ら到達又は流入しない敷地に設置する。また，取水路，排水路等の経

路から流入させない設計とする。

取水・放水施設，地下部等において，漏水する可能性を考慮の上，

漏水による浸水範囲を限定して，重要な安全機能への影響を防止でき

る設計とする。

重要な安全機能を有する施設については，浸水防護をすることによ

り津波による影響等から隔離可能な設計とする。

水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防止で

きる設計とする。
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第6条外部からの衝撃による損傷の防止

1．安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項にお

いて同じ｡）が発生した場合においても安全機能を損なわないもので

なければならない。

2．重要安全施設は､当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれが

あると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃

及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければ

ならない。

3．安全施設は､工場等内又はその周辺において想定される発電用原子

炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって

人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損な

わないものでなければならない。

適合のための設計方針

1.及び2．について

安全施設は，設計基準において想定される自然現象（地震及び津波

を除く。）が発生した場合においても安全機能を損なわないよう設計す

る。また，重要安全施設は，大きな影響を及ぼすおそれがあると想定

される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準

事故が発生した場合に生ずる応力を適切に考慮して設計する。

想定される自然現象としては，地震，津波の他，敷地の自然環境に

基づき，洪水，風（台風)，竜巻，凍結，降水，積雪，高潮，落雷，地

すべり，火山の影響，生物学的事象及び森林火災を想定する。

(1)洪水，凍結，積雪，高潮，落雷及び地すべり
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平成22年5月19日付け平成21･10･20原第30号をもって,設置変更許

可を受けた設計方針に同じ。

(2)風（台風）

平成22年5月19日付け平成21.10.20原第30号をもって,設置変更許

可を受けた設計方針に同じ。

なお，建築基準法に基づく上記設計方針に示す最大瞬間風速に相

当する風荷重に対しても，安全施設は安全機能を損なうおそれがな

い設計とする。

(3)竜巻

気象庁「竜巻等の突風データベース」（1961～2012年）に基づき，

竜巻検討地域における過去に発生した竜巻による最大風速及び竜巻

最大風速のハザード曲線による最大風速によって定めた基準竜巻の

最大風速は69m/sである｡伊方発電所の立地する地域特性から地形効

果による割り増しは必要ないため,設計竜巻の最大風速は69m/sであ

る。

竜巻防護施設は，耐震設計上の重要度分類における耐震sクラス

の設計を要求される設備（系統・機器)，建屋及び構築物等とし，設

計竜巻の最大風速等から設定した設計竜巻荷重に対して，構造健全

性等が維持され安全機能を損なうおそれがない設計とする。また，

発電所内の屋外に仮置きされている鉄骨材，鉄パイプ等を固縛する

等の飛散物防護対策により，竜巻防護施設は安全機能を損なうおそ

れがない設計とする。

竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設については，設計竜

巻の最大風速等から設定した設計竜巻荷重に対して，竜巻防護施設

の安全機能の維持に影響を与えない設計とする。
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(4)降水

松山地方気象台及び宇和島特別地域気象観測所(2005年9月まで宇

和島測候所）の観測記録(1951～2012年）によれば，日最大1時間

降水量は76.5mm(2011年6月20日）である。

発電所構内の降雨水は,構内排水路で集水し,海域へ排出するが，

構内排水設備の設計降雨強度を139.6mm/hとし,安全施設は安全機能

を損なうおそれがない設計とする。

(5)火山の影響

発電所の安全性に影響を与える可能性のある火山事象は降下火砕

物であり，敷地周辺における降下火砕物の調査結果により厚さは5

cmである。火山灰密度を乾燥状態で0.5g/cm3,湿潤状態で1.5g/cm3

とすると降下火砕物堆積荷重は245～735N/m2となる。

降下火砕物に対して，その直接的影響及び間接的影響により安全

施設の安全機能を損なうおそれのないよう，以下の設計とする。

直接的影響については，

a.降下火砕物堆積荷重に対して，安全機能を有する構築物，系

統及び機器の健全性を維持できる設計とする。

b.降下火砕物により，取水設備，原子炉補機冷却水海水系統等

の安全上重要な設備が閉塞等によりその機能を喪失しない設計

とする。

c・外気取入口から火山灰の侵入により，換気空調系統のフィル

タの目詰まり，非常用ディーゼル発電機の損傷等による系統．

機器の機能喪失がなく，加えて中央制御室における居住環境を

維持できる設計とする。

d.必要に応じて，発電所内の構築物，系統及び機器における降
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下火砕物の除去等の対応を取る。

また，間接的影響については，発電所外での影響（長時間の外部

電源喪失及び交通の途絶）を考慮し，燃料油等の備蓄又は外部から

の支援等により，原子炉及び使用済燃料ピットの安全性を損なわな

いように対応を取ることにより，安全施設は安全機能を損なうおそ

れがない設計とする。

(6)生物学的事象

考慮すべき生物学的事象としては，海生生物の襲来を想定する。

原子炉補機冷却海水系統等に影響を与える海生生物等を除去でき

る除塵装置の設置等により，安全施設は安全機能を損なうおそれが

ない設計とする。

(7)森林火災

森林火災は，地形，植生等の敷地周辺の状況及び起こり得る最悪

の気象条件を考慮したうえで森林火災を想定し，発電所敷地内にお

ける火災規模，延焼状況を確認する。

森林と安全施設が接近している場所において，森林火災が安全施

設に延焼しない距離（防火帯幅）を確保するととともに，森林火災

に伴う周辺に与える熱影響を安全側に考慮しても，安全施設の安全

機能に影響が及ばないよう設計する。

また，消火設備の設置等により，安全施設の安全機能を損なうお

それがない設計とする。

3．について

安全施設は，発電所内又はその周辺において想定される，原子炉施

設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある故意によるものを除
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く人為による事象に対して，安全機能を損なわないよう設計する。

原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある故意によ

るものを除く人為による事象としては，敷地及び敷地周辺の状況に基

づき，航空機落下，ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，

船舶の衝突又は電磁的障害を想定する。

(1)航空機落下

平成22年5月19日付け平成21.10.20原第30号をもって,設置変更許

可を受けた設計方針に同じ。

なお，原子炉施設への航空機の落下確率は，「実用発電用原子炉施

設への航空機落下確率の評価基準について」（平成21.06.25原院第1

号）等に基づき評価した結果，約5.9×10-8回/炉.年であり,10-7回／

炉･年を十分下回っていることから,航空機の落下を考慮する必要は

ない。

(2)ダムの崩壊

原子炉施設の近くには，ダムの崩壊により影響を及ぼすような河

川はないことから，ダムの崩壊を考慮する必要はない。

(3)爆発

平成22年5月19日付け平成21.10.20原第30号をもって,設置変更許

可を受けた設計方針に同じ。

(4)近隣工場等の火災

原子炉施設周辺には，石油コンビナート等の石油工業関連施設は

ないことから，近隣工場等の火災を考慮する必要はない。また，航

空機落下に伴う火災については，安全施設を内包する原子炉施設を

中心として落下確率が10~7回/炉･年以上になる地点までの距離は約

150mと十分に離れており，安全施設に影響を与えることはなく考慮
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する必要はない。

(5)有毒ガス

原子炉施設周辺には，石油コンビナート等の大規模な有毒物質を

貯蔵する固定施設はなく，陸上輸送等の可動施設についても主要な

幹線道路や航路から発電所は十分離れていることから，有毒ガスを

考慮する必要はない。

なお，中央制御室及び緊急時対策所については，閉回路循環方式

に切り替えることができる設計とする。

(6)船舶の衝突

原子炉施設は，主要な航路から十分離れていることから，船舶の

衝突を考慮する必要はない。

(7)電磁的障害

原子炉保護設備及び工学的安全施設作動設備は，日本工業規格

(JIS)や電気規格調査会標準規格(JEC)等に基づき，原子炉施設

で発生する電磁干渉や無線電波干渉等により機能が喪失しないよう，

ラインフイルタ，絶縁回路の設置によるサージ・ノイズの侵入防止及

び鋼製筐体の適用により，電磁波の侵入等を防止する設計とする。
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第7条発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止

工場等には、発電用原子炉施設への人の不法な侵入、発電用原子炉施

設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え、又は

他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込まれること及び不正アク

セス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成十一年法律第

百二十八号）第二条第四項に規定する不正アクセス行為をいう。第二十

四条第六号において同じ｡）を防止するための設備を設けなければならな

い。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じであり，原子炉施設に不正に爆発性又は易

燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそ

れがある物件の持ち込み(郵便物等による発電所外からの爆破物又は有

害物質の持ち込みを含む)については,持込み検査を行うことができる設

計とする。

また，サイバーテロを含む不正アクセス行為を未然に防止するため，

原子炉施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操

作に係る情報システムについては，電気通信回線を通じて妨害行為又は

破壊行為を受けることがないように，電気通信回線を通じた当該情報シ

ステムに対する外部からのアクセスを遮断することができる設計とする。
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第8条火災による損傷の防止

1．設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損な

われないよう、火災の発生を防止することができ、かつ、早期に火災

発生を感知する設備（以下「火災感知設備」という。）及び消火を行う

設備（以下「消火設備」といい、安全施設に属するものに限る。）並び

に火災の影響を軽減する機能を有するものでなければならない。

2．消火設備（安全施設に属するものに限る。）は、破損、誤作動又は誤

操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停止させるための

機能を損なわないものでなければならない。

適合のための設計方針

1．について

設計基準対象施設は，火災により原子炉施設の安全性が損なわれな

いようにするため，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持す

るための機能及び放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構造

物，系統及び機器に対して，火災の発生防止，火災の感知及び消火，

火災の影響軽減を考慮した火災防護対策として，以下の設計を行う。

(1)火災の発生防止

a.潤滑油や水素等の発火性又は引火性物質を内包する系統又は機

器は，漏えいを防止する構造としている。また，潤滑油が漏えい

した場合に漏えいの拡大を防止する堰等を設置するとともに，水

素が漏えいした場合に水素の蓄積を防止するための換気設備を設

置する。

b・安全機能を有する構築物，系統及び機器は，不燃性材料又は難
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燃性材料を使用する。ただし，当該構築物，系統及び機器の材料

については，不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有す

る場合，若しくは，同等以上の性能を有する材料が技術上使用困

難であって，他の安全機能を有する構築物，系統及び機器に延焼

しない措置を講じた場合は，その材料を使用する。

C.落雷，地震等の自然事象による火災の発生を防止するため，避

雷設備を設置するとともに，安全機能を有する構築物，系統及び

機器は，安全上の重要度に応じた耐震設計とする。

(2)火災の感知及び消火

a.安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する火災の影響を

限定するため，早期に火災発生を感知する設備及び消火を行う設

備を設置する。

b、火災の感知設備及び消火設備は，火災と同時に発生すると想定

される自然現象により，その機能が損なわれることのない設計と

する。

(3)火災の影響軽減

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し維持する機能並びに放射

性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器を設

置する区域には，耐火能力を有する壁の設置その他の延焼を防止す

るための措置を講じる。

2．について

平成22年5月19日付け平成21.10.20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じ。
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第9条溢水による損傷の防止等

1．安全施設は、発電用原子炉施設内における溢水が発生した場合にお

いても安全機能を損なわないものでなければならない。

2．設計基準対象施設は、発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液体

を内包する容器又は配管の破損によって当該容器又は配管から放射性

物質を含む液体があふれ出た場合において、当該液体が管理区域外へ

漏えいしないものでなければならない。

適合のための設計方針

l.について

安全施設は，原子炉施設内における溢水が発生した場合において，

以下のとおり，当該原子炉施設の安全機能を損なうことのない設計と

する。

(1)配管の想定破損により生じる溢水については，配管に高い応力が

発生しないようにすることで破損による溢水を防止し，安全施設

が溢水影響を受けて機能を損なうことのない設計とする。

（2）消火水の放水による溢水については，想定される消火水の放水に

よる溢水に対し，安全施設が溢水影響を受けて機能を損なうこと

のない設計とする。

(3)地震に起因する機器の破損等により生じる溢水（使用済燃料ピッ

トのスロッシングにより発生する溢水を含む）については，安全

施設が溢水影響を受けて機能を損なうことがないよう，機器の耐

震設計を行う。

また，溢水により，使用済燃料ピットの冷却及びピットへの給
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水機能を損なうことのない設計とする。

2．について

l.の(1)～(3)の事象における溢水においても，放射性物質を含む液

体が管理区域から漏えいしない設計とする。
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第10条誤操作の防止

1．設計基準対象施設は、誤操作を防止するための措置を講じたもので

なければならない。

2．安全施設は､容易に操作することができるものでなければならない。

適合のための設計方針

1．について

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じ。

2．について

安全施設は，当該操作が必要となる理由となった事象が有意な可能

性をもって同時にもたらされる環境条件及び施設で有意な可能性をも

って同時にもたらされる環境条件を想定しても，運転員が容易に設備

を運転できる設計とする。

なお，中央制御室は，耐震Sクラスの原子炉補助建屋内にあり，津

波に対して十分な高さに配置し，遮蔽等の放射線防護措置，消火設備

の設置等の火災防護措置を講じることで，有意な可能性をもって同時

にもたらされる環境条件を想定しても容易に操作可能な設計とする。
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第ll条安全避難通路等

発電用原子炉施設には、次に掲げる設備を設けなければならない。

一その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別でき

る安全避難通路

二照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない避難用

の照明

三設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の避難用の照明

を除く。）及びその専用の電源

適合のための設計方針

一及び二について

平成22年5月19日付け平成21･10･20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じ。

三について

原子炉施設は，避難用の照明とは別に，設計基準事故対策のための

現場作業が生じた場合に作業が可能となるよう，懐中電灯及び専用の

発電機から給電する投光機を配備する。
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第12条安全施設

1．安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保され

たものでなければならない。

2．安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機

能を有するものは、当該系統を構成する機械又は器具の単一故障（単

一の原因によって一つの機械又は器具が所定の安全機能を失うこと

（従属要因による多重故障を含む｡）をいう。以下同じ｡）が発生した

場合であって、外部電源が利用できない場合においても機能できるよ

う、当該系統を構成する機械又は器具の機能、構造及び動作原理を考

慮して、多重性又は多様性を確保し、及び独立性を確保するものでな

ければならない。

3．安全施設は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの問に想

定される全ての環境条件において、その機能を発揮することができる

ものでなければならない。

4．安全施設は、その健全性及び能力を確認するため、その安全機能の

重要度に応じ、発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査がで

きるものでなければならない。

5．安全施設は、蒸気タービン、ポンプその他の機器又は配管の損壊に

伴う飛散物により、安全性を損なわないものでなければならない。

6．重要安全施設は、二以上の発電用原子炉施設において共用し、又は

相互に接続するものであってはならない。ただし、二以上の発電用原

子炉施設と共用し、又は相互に接続することによって当該二以上の発

電用原子炉施設の安全性が向上する場合は、この限りでない。
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7．安全施設（重要安全施設を除く。）は、二以上の発電用原子炉施設と

共用し、又は相互に接続する場合には、発電用原子炉施設の安全性を

損なわないものでなければならない。

適合のための設計方針

1.3．4.5.及び7.について

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じ。

2．について

平成22年5月19日付け平成21･10･20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じである。

なお，以下の静的機器については，その故障の発生確率が十分低い

こと等から，単一故障の想定をしない設計とする。

・アニュラス排気ダクトの一部

・中央制御室非常用給気フィルタユニット

・中央制御室非常用給気系統のダクトの一部

・スプレイリング

6．について

重要安全施設について，3号炉にあっては，他の号炉間で共用又は

相互接続するものはない。
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第13条運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止

設計基準対象施設は、次に掲げる要件を満たすものでなければならな

い。

－運転時の異常な過渡変化時において次に掲げる要件を満たすもの

であること。

イ最小限界熱流束比（燃料被覆材から冷却材への熱伝達が低下

し、燃料被覆材の温度が急上昇し始める時の熱流束（単位時間及

び単位面積当たりの熱量をいう。以下同じ｡）と運転時の熱流束

との比の最小値をいう。）又は最小限界出力比（燃料体に沸騰遷

移が発生した時の燃料体の出力と運転時の燃料体の出力との比

の最小値をいう。）が許容限界値以上であること。

ロ燃料被覆材が破損しないものであること。

ハ燃料材のエンタルピーが燃料要素の許容損傷限界を超えない

こと。

二原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の

一・一倍以下となること。

二設計基準事故時において次に掲げる要件を満たすものであるこ

と。

イ炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、

炉心を十分に冷却できるものであること。

ロ燃料材のエンタルピーが炉心及び原子炉冷却材圧力バウンダ

リの健全性を維持するための制限値を超えないこと。

ハ原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の
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一・二倍以下となること。

二原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び原子炉格納容器

バウンダリにおける温度が最高使用圧力及び最高使用温度以下

となること。

ホ設計基準対象施設が工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼさ

ないものであること。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じであり，設計基準対象施設については，運

転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対する解析及び評価を行い，

必要な要件を満足する。
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第14条全交流動力電源喪失対策設備

発電用原子炉施設には、全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処

するために必要な電力の供給が交流動力電源設備から開始されるまでの

間、発電用原子炉を安全に停止し、かつ、発電用原子炉の停止後に炉心

を冷却するための設備が動作するとともに、原子炉格納容器の健全性を

確保するための設備が動作することができるよう、これらの設備の動作

に必要な容量を有する蓄電池その他の設計基準事故に対処するための電

源設備（安全施設に属するものに限る｡）を設けなければならない。

適合のための設計方針

原子炉施設は，全交流動力電源喪失時に重大事故等に対処するために

必要な電力の供給が交流動力電源設備から開始されるまでの一定期間，

原子炉を安全に停止し，かつ，停止後の冷却，原子炉格納容器の健全性

を確保できる設計とする。

具体的には，全交流動力電源が喪失した場合でも，安全保護系及び制

御棒クラスタによる原子炉停止系の動作により原子炉は安全に停止でき，

停止後の原子炉の崩壊熱及びその他の残留熱も，1次冷却系においては

1次冷却材の自然循環，2次冷却系においてはタービン動補助給水ポン

プ並びに主蒸気逃がし弁及び主蒸気安全弁により原子炉の冷却が可能で

あり，原子炉格納容器の健全性を確保できる。

また，上記の冷却操作等に必要な容量の直流電源設備を設置する。
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第15条炉心等

1．設計基準対象施設は､原子炉固有の出力抑制特性を有するとともに、

発電用原子炉の反応度を制御することにより核分裂の連鎖反応を制御

できる能力を有するものでなければならない。

2．炉心は、通常運転時又は運転時の異常な過渡変化時に発電用原子炉

の運転に支障が生ずる場合において、原子炉冷却系統、原子炉停止系

統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と併せて

機能することにより燃料要素の許容損傷限界を超えないものでなけれ

ばならない。

3．燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、通常運転時、

運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、発電用原子

炉を安全に停止し、かつ、停止後に炉心の冷却機能を維持できるもの

でなければならない。

4．燃料体及び反射材並びに炉心支持構造物、熱遮蔽材並びに一次冷却

系統に係る容器、管、ポンプ及び弁は、一次冷却材又は二次冷却材の

循環、沸騰その他の一次冷却材又は二次冷却材の挙動により生ずる流

体振動又は温度差のある流体の混合その他の一次冷却材又は二次冷却

材の挙動により生ずる温度変動により損傷を受けないものでなければ

ならない。

5．燃料体は、通常運転時における圧力、温度及び放射線に起因する最

も厳しい条件において、必要な物理的及び化学的性質を保持するもの

でなければならない。

6．燃料体は、次に掲げるものでなければならない。
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適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21.10.20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じ。
角

内
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第16条燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設

1．発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、通常運転時に使

用する燃料体又は使用済燃料（以下この条において「燃料体等」とい

う。）の取扱施設（安全施設に係るものに限る｡）を設けなければなら

ない。

一燃料体等を取り扱う能力を有するものとすること。

二燃料体等が臨界に達するおそれがないものとすること。

三崩壊熱により燃料体等が溶融しないものとすること。

四使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するものと

すること。

五燃料体等の取扱中における燃料体等の落下を防止できるものとす

ること。

2．発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、燃料体等の貯蔵

施設（安全施設に属するものに限る。以下この項において同じ｡）を設

けなければならない。

一燃料体等の貯蔵施設は、次に掲げるものであること。

イ燃料体等の落下により燃料体等が破損して放射性物質の放出

により公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場合において、放

射性物質の放出による公衆への影響を低減するため、燃料貯蔵設

備を格納するもの及び放射性物質の放出を低減するものとする

こと。

ロ燃料体等を必要に応じて貯蔵することができる容量を有する

ものとすること。
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ハ燃料体等が臨界に達するおそれがないものとすること。

二使用済燃料の貯蔵施設（使用済燃料を工場等内に貯蔵する乾式キ

ャスク（以下「キャスク」という。）を除く。）にあっては、前号に

掲げるもののほか、次に掲げるものであること。

イ使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するも

のとすること。

ロ貯蔵された使用済燃料が崩壊熱により溶融しないものであっ

て、最終ヒートシンクへ熱を輸送できる設備及びその浄化系を有

するものとすること。

ハ使用済燃料貯蔵槽（安全施設に属するものに限る。以下この項

ボ及び次項において同じ｡）から放射性物質を含む水があふれ、又

は漏れないものであって、使用済燃料貯蔵槽から水が漏えいした

場合において水の漏えいを検知することができるものとするこ

と。

二燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落下時及び重量物

の落下時においてもその機能が損なわれないものとすること。

3．発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、使用済燃料貯蔵

槽の水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射線量を測定できる設備を

設けなければならない。

一使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射線

量の異常を検知し、それを原子炉制御室に伝え、又は異常が生じた

水位及び水温を自動的に制御し、並びに放射線量を自動的に抑制す

ることができるものとすること。

二外部電源が利用できない場合においても温度、水位その他の発電
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声、

用原子炉施設の状態を示す事項（以下「パラメータ」という。）を

監視することができるものとすること。

4．キャスクを設ける場合には、そのキャスクは、第二項第一号に定め

るもののほか、次に掲げるものでなければならない。

一使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するものと

すること。

二使用済燃料の崩壊熱を適切に除去することができるものとするこ

と。

三使用済燃料が内包する放射性物質を閉じ込めることができ、かつ、

その機能を適切に監視することができるものとすること。

適合のための設計方針

1．について

平成22年5月19日付け平成21･10･20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じ。

2．．について

一について

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置

変更許可を受けた設計方針に同じ。

二について

イ，ロ及びハについて

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設

置変更許可を受けた設計方針に同じ。

二について
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平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設

置変更許可を受けた設計方針に同じであり，燃料取扱施設のうち，

使用済燃料輸送容器等の重量物を取り扱う燃料取扱棟クレーン

は，重量物の落下により使用済燃料ピットに影響を及ぼすことが

ないように移動範囲を設計するとともに，使用済燃料の貯蔵施設

の上部に施設する使用済燃料ピットクレーンは，基準地震動Ss

に基づく地震力に対する転倒を防止し，使用済燃料の貯蔵施設に

重量物が落下しない設計とする。

3．について

一について

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置

変更許可を受けた設計方針に同じ。

二について

4．

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置

変更許可を受けた設計方針に同じであり，使用済燃料ピットの水位

及び水温並びに燃料取扱棟の空間線量率を測定する計測設備は安

全系の母線より受電していることから，外部電源が使用できない場

合においても，複数のパラメータ（水位，水温，空間線量率）を監

視することができる。

について

当該設備は設置していない。
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第17条原子炉冷却材圧力バウンダリ

発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉冷却材圧力

バウンダリを構成する機器（安全施設に属するものに限る。以下この条

において同じ｡）を設けなければならない。

一通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生

ずる衝撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加その他の原子炉冷

却材圧力バウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えるものとす

ること。

二原子炉冷却材の流出を制限するため隔離装置を有するものとする

こと。

三通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬

間的破壊が生じないよう、十分な破壊じん性を有するものとするこ

と。

四原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷却材の漏えいを検出

する装置を有するものとすること。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じである。

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリは，通常時又は事故時に開となる

おそれがある通常時閉及び事故時閉となる弁を有するものは，原子炉側

からみて，第2隔離弁を含むまでの範囲とする。
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第18条蒸気タービン

l.蒸気タービン（安全施設に属するものに限る。以下この条において

同じ｡）は、当該蒸気タービンが損壊し、又は故障した場合においても、

発電用原子炉施設の安全性を損なわないものでなければならない。

2．蒸気タービンには、当該蒸気タービンが損壊し、又は故障した場合

においても発電用原子炉施設の安全性を損なわないよう、その運転状

態を監視できる設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

l.について

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じであり，蒸気タービンについては，想

定される環境条件を考慮した適切な材料を用いる他，振動対策及び過

速度対策を施し，十分な構造強度を有する設計とする。

2．について

平成22年5月19日付け平成21･10･20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じであり，蒸気タービンについては，設

備の損傷を防止するために必要なパラメータを監視することが可能

な計測装置を設ける。
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第19条非常用炉心冷却設備

発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、非常用炉心冷却設

備（安全施設に属するものに限る。）を設けなければならない。

一一次冷却材を喪失した場合においても、燃料被覆材の温度が燃料

材の溶融又は燃料体の著しい損傷を生ずる温度を超えて上昇する

ことを防止できるものとすること。

二一次冷却材を喪失した場合においても、燃料被覆材と冷却材との

反応により著しく多量の水素を生じないものとすること。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じ。
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第20条一次冷却材の減少分を補給する設備

発電用原子炉施設には、通常運転時又は一次冷却材の小規模漏えい時

に発生した一次冷却材の減少分を補給する設備（安全施設に属するもの

に限る。）を設けなければならない。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって,設置変更

許可を受けた設計方針に同じ。
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第21条残留熱を除去することができる設備

発電用原子炉施設には、発電用原子炉を停止した場合において、燃

料要素の許容損傷限界及び原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性を維

持するために必要なパラメータが設計値を超えないようにするため、

原子炉圧力容器内において発生した残留熱を除去することができる設

備（安全施設に属するものに限る。）を設けなければならない。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21･10･20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じ。
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第22条最終ヒートシンクへ熱を輸送することができる設備

発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、最終ヒートシンク

へ熱を輸送することができる設備（安全施設に属するものに限る｡）を

設けなければならない。

一原子炉圧力容器内において発生した残留熱及び重要安全施設に

おいて発生した熱を除去することができるものとすること。

二津波､溢水又は工場等内若しくはその周辺における発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって

人為によるものに対して安全性を損なわないものとすること。

適合のための設計方針

一について

平成22年5月19日付け平成21.10.20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じ。

二について

原子炉圧力容器内において発生した残留熱及び重要安全施設にお

いて発生した熱を最終ヒートシンクに輸送できる設備は，原子炉補機

冷却水設備及び原子炉補機冷却海水設備であり，当該設備は，津波，

溢水又は発電所内若しくはその周辺における原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるものに

対して安全性を損なわないように設計する。

（1）津波

第5条「津波による損傷の防止」の適合のための設計方針で述べ

たとおり，原子炉補機冷却水設備及び原子炉補機冷却海水設備は，
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基準津波による遡上波が到達しない場所に設置し，基準津波により

機能を喪失せず，安全性を損なわない設計とする。

(2)溢水

第9条「溢水による損傷の防止等」の適合のための設計方針で述

べたとおり，原子炉補機冷却水設備及び原子炉補機冷却海水設備は，

想定される溢水により機能を喪失せず，安全性を損なわない設計と

する。

(3)発電所内若しくはその周辺における人為的な事象

第6条「外部からの衝撃による損傷の防止」の適合のための設計

方針で述べたとおり，原子炉補機冷却水設備及び原子炉補機冷却海

水設備は，想定される原子炉施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除

く。）に対して，原子炉施設の安全性を損なわないようにする。

また，第7条「発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止」

の適合のための設計方針で述べたとおり，原子炉施設への人の不法

な侵入等に対し，これを防止するため，適切な措置を講じる。
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第23条計測制御系統施設

発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、計測制御系統施設

を設けなければならない。

一炉心､原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウンダ

リ並びにこれらに関連する系統の健全性を確保するために監視す

ることが必要なパラメータは､通常運転時及び運転時の異常な過渡

変化時においても想定される範囲内に制御できるものとすること。

二前号のパラメータは､通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時

においても想定される範囲内で監視できるものとすること。

三設計基準事故が発生した場合の状況を把握し､及び対策を講じる

ために必要なパラメータは､設計基準事故時に想定される環境下に

おいて､十分な測定範囲及び期間にわたり監視できるものとするこ

と。

四前号のパラメータのうち､発電用原子炉の停止及び炉心の冷却に

係るものについては、設計基準事故時においても二種類以上監視

し、又は推定することができるものとすること。

五発電用原子炉の停止及び炉心の冷却並びに放射性物質の閉じ込

めの機能の状況を監視するために必要なパラメータは､設計基準事

故時においても確実に記録され､及び当該記録が保存されるものと

すること。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じ。
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第24条安全保護回路

発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、安全保護回路（安

全施設に属するものに限る。以下この条において同じ｡）を設けなけれ

ばならない。

一運転時の異常な過渡変化が発生する場合において､その異常な状

態を検知し､及び原子炉停止系統その他系統と併せて機能すること

により、燃料要素の許容損傷限界を超えないようにできるものとす

ること。

二設計基準事故が発生する場合において、その異常な状態を検知

し､原子炉停止系統及び工学的安全施設を自動的に作動させるもの

とすること。

三安全保護回路を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは､単

一故障が起きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った

場合において、安全保護機能を失わないよう、多重性を確保するも

のとすること。

四安全保護回路を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離し、

それぞれのチャンネル間において安全保護機能を失わないように

独立性を確保するものとすること。

五駆動源の喪失､系統の遮断その他の不利な状況が発生した場合に

おいても、発電用原子炉施設をより安全な状態に移行するか、又は

当該状態を維持することにより、発電用原子炉施設の安全上支障が

ない状態を維持できるものとすること。

六不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動
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作をさせず､又は使用目的に反する動作をさせる行為による被害を

防止することができるものとすること。

七計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する場合には､そ

の安全保護機能を失わないよう、計測制御系統施設から機能的に分

離されたものとすること。

適合のための設計方針

’二，三，四，五及び七について

平成22年5月19日付け平成21･10･20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じ。

六について

安全保護回路は，不正アクセス行為又は電子計算機の使用目的と異

なる動作をさせる行為による被害を防止する設計とし，電気通信回線

を通じて妨害行為又は破壊行為を受けることがないように，電気通信

回線を通じた当該情報システムに対する外部からの不正なアクセス

を遮断する設計とする。
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第25条反応度制御系統及び原子炉停止系統

1．発電用原子炉施設には、反応度制御系統（原子炉停止系統を含み、

安全施設に係るものに限る。次項において同じ｡）を設けなければな

らない。

2．反応度制御系統は､計画的な出力変化に伴う反応度変化を燃料要素

の許容損傷限界を超えることなく制御できる能力を有し、かつ、次に

掲げるものでなければならない。

一制御棒､液体制御材その他反応度を制御するものによる二以上の

独立した系統を有するものとすること。

二通常運転時の高温状態において､二以上の独立した系統がそれぞ

れ発電用原子炉を未臨界に移行し､及び未臨界を維持できるもので

あり、かつ、運転時の異常な過渡変化時の高温状態においても反応

度制御系統のうち少なくとも一つは､燃料要素の許容損傷限界を超

えることなく発電用原子炉を未臨界に移行し､及び未臨界を維持で

きること。この場合において、非常用炉心冷却設備その他の発電用

原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合に作動する設備の

作動に伴って注入される液体制御材による反応度価値を加えるこ

とができる。

三通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における低温状態に

おいて、反応度制御系統のうち少なくとも一つは、発電用原子炉を

未臨界に移行し、及び未臨界を維持できること。

四一次冷却材喪失その他の設計基準事故時において､反応度制御系

統のうち少なくとも一つは､発電用原子炉を未臨界へ移行すること

8(3)-1-5-52



内

角

ができ、かつ、少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界に維持で

きること。この場合において、非常用炉心冷却設備その他の発電用

原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合に作動する設備の

作動に伴って注入される液体制御材による反応度価値を加えるこ

とができる。

五制御棒を用いる場合にあっては､反応度価値の最も大きな制御棒

一本が固着した場合においても第二号から第四号までの規定に適

合すること。

3．制御棒の最大反応度価値及び反応度添加率は、想定される反応度

投入事象.（発電用原子炉に反応度が異常に投入される事象をいう。）

に対して原子炉冷却材圧力バウンダリを破損せず、かつ、炉心の冷

却機能を損なうような炉心、炉心支持構造物及び原子炉圧力容器内

部構造物の損壊を起こさないものでなければならない。

4．制御棒、液体制御材その他の反応度を制御する設備は、通常運転

時における圧力、温度及び放射線に起因する最も厳しい条件におい

て、必要な物理的及び化学的性質を保持するものでなければならな

い。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じ。
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第26条原子炉制御室等

1．発電用原子炉施設には､次に掲げるところにより、原子炉制御室(安

全施設に属するものに限る。以下この条において同じ｡）を設けなけ

ればならない。

一設計基準対象施設の健全性を確保するために必要なパラメータ

を監視できるものとすること。

二発電用原子炉施設の外の状況を把握する設備を有するものとす

ること。

三発電用原子炉施設の安全性を確保するために必要な操作を手動

により行うことができるものとすること。

2．発電用原子炉施設には､火災その他の異常な事態により原子炉制御

室が使用できない場合において､原子炉制御室以外の場所から発電用

原子炉を高温停止の状態に直ちに移行させ､及び必要なパラメータを

想定される範囲内に制御し、その後、発電用原子炉を安全な低温停止

の状態に移行させ､及び低温停止の状態を維持させるために必要な機

能を有する装置を設けなければならない。

3．原子炉制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事

者が原子炉制御室に出入りするための区域は､一次冷却系統に係る発

電用原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生した場合に発電

用原子炉の運転の停止その他の発電用原子炉施設の安全性を確保す

るための措置をとるため、従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又

は一定期間とどまり、かつ、当該措置をとるための操作を行うことが

できるよう、遮蔽その他の適切な放射線防護措置、気体状の放射性物
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質及び原子炉制御室外の火災により発生する燃焼ガスに対する換気

設備の隔離その他の適切に防護するための設備を設けなければなら

ない。

適合のための設計方針

1.について

一及び三について

平成22年5月19日付け平成21･10･20原第30号をもって，設置

変更許可を受けた設計方針に同じ。

二について

中央制御室は，原子炉施設の外の状況が把握可能な設計とする。

具体的には，地震や津波等の自然現象全般に対して，原子炉建屋

に設置した地震計，気象庁の警報情報（津波警報等）及び屋外に設

置したカメラ映像等により原子炉施設に影響を及ぼす可能性のあ

る自然現象等を把握できる設計とする。

2°及び3．について

平成22年5月19日付け平成21．10･20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じ。
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第27条放射性廃棄物の処理施設

工場等には、次に掲げるところにより、通常運転時において放射性廃

棄物（実用炉規則第二条第二項第二号に規定する放射性廃棄物をいう。

以下同じ｡）を処理する施設（安全施設に係るものに限る。以下この条

において同じ｡）を設けなければならない。

一周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水

中の放射性物質の濃度を十分に低減できるよう、発電用原子炉施設

において発生する放射性廃棄物を処理する能力を有するものとす
内

ること。

液体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては､放射性物質

を処理する施設から液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防

止し､及び工場等外へ液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防

止できるものとすること。

固体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては､放射性廃棄

物を処理する過程において放射性物質が散逸し難いものとするこ

と。

一
一

一
一
一

内

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じ。

8(3)－1－5－56



角

内

第28条放射性廃棄物の貯蔵施設

工場等には、次に掲げるところにより、発電用原子炉施設において発

生する放射性廃棄物を貯蔵する施設（安全施設に係るものに限る｡）を

設けなければならない。

一放射性廃棄物が漏えいし難いものとすること。

二固体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備を設けるものにあっては、

放射性廃棄物による汚染が広がらないものとすること。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じ。
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第29条工場等周辺における直接ガンマ線等からの防護

設計基準対象施設は､通常運転時において発電用原子炉施設からの直

接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による工場等周辺の空間線量

率が十分に低減できるものでなければならない。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変更

許可を受けた設計方針に同じ。
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第30条放射線からの放射線業務従事者の防護

1．設計基準対象施設は､外部放射線による放射線障害を防止する必要

がある場合には、次に掲げるものでなければならない。

－放射線業務従事者(実用炉規則第二条第二項第七号に規定する放

射線業務従事者をいう。以下同じ｡）が業務に従事する場所におけ

る放射線量を低減できるものとすること。

二放射線業務従事者が運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事

故時において､迅速な対応をするために必要な操作ができるものと

すること。

2．工場等には、放射線から放射線業務従事者を防護するため、放射線

管理施設を設けなければならない。

3．放射線管理施設には､放射線管理に必要な情報を原子炉制御室その

他当該情報を伝達する必要がある場所に表示できる設備(安全施設に

属するものに限る｡）を設けなければならない。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21．10･20原第30号をもって,設置変更許可を

受けた設計方針に同じ。
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第31条監視設備

発電用原子炉施設には、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び

設計基準事故時において、当該発電用原子炉施設及びその境界付近にお

ける放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びに設計

基準事故時における迅速な対応のために必要な情報を原子炉制御室そ

の他当該情報を伝達する必要がある場所に表示できる設備(安全施設に

属するものに限る｡）を設けなければならない。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21.10.20原第30号をもって,設置変更許可を

受けた設計方針に同じである。

なお，固定モニタリング設備であるモニタリングステーション及びモ

ニタリングポストは，通常供給している電源が喪失した場合に，専用の

無停電電源装置からの給電を可能とする設計とする。また，上記設備の

伝送系は，有線及び無線による伝送とし，多様性を有する設計とする。
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第32条原子炉格納施設

1．原子炉格納容器は、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設が損壊

し､又は故障した場合において漏えいする放射性物質が公衆に放射線

障害を及ぼさないようにするため、想定される最大の圧力、最高の温

度及び適切な地震力に十分に耐えることができ、かつ、適切に作動す

る隔離機能と併せて所定の漏えい率を超えることがないものでなけ

ればならない。

2．原子炉格納容器バウンダリを構成する設備は、通常運転時、運転時

の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じないよ

う、十分な破壊じん性を有するものでなければならない。

3．原子炉格納容器を貫通する配管には、隔離弁（安全施設に属するも

のに限る。次項及び第五項において同じ｡）を設けなければならない。

ただし、計測装置又は制御棒駆動装置に関連する配管であって、当該

配管を通じての漏えい量が十分許容される程度に抑制されているも

のについては、この限りでない。

4．主要な配管（事故の収束に必要な系統の配管を除く。）に設ける隔

離弁は、設計基準事故時に隔離機能の確保が必要となる場合におい

て、自動的、かつ、確実に閉止される機能を有するものでなければな

らない。

5．発電用原子炉施設には､次に掲げるところにより隔離弁を設けなけ

ればならない。

一原子炉格納容器に近接した箇所に設置するものとすること。

二原子炉格納容器内に開口部がある配管又は原子炉冷却材圧カバ
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ウンダリに接続している配管のうち､原子炉格納容器の外側で閉じ

ていないものにあっては､原子炉格納容器の内側及び外側にそれぞ

れ一個の隔離弁を設けるものとすること。ただし、その一方の側の

設置箇所における配管の隔離弁の機能が､湿気その他隔離弁の機能

に影響を与える環境条件によって著しく低下するおそれがあると

認められるときは､貫通箇所の外側であって近接した箇所に二個の

隔離弁を設けることをもって、これに代えることができる。

三原子炉格納容器を貫通し､貫通箇所の内側又は外側において閉じ

ている配管にあっては､原子炉格納容器の外側に一個の隔離弁を設

けるものとすること。ただし、当該格納容器の外側に隔離弁を設け

ることが困難である場合においては､原子炉格納容器の内側に一個

の隔離弁を適切に設けることをもって、これに代えることができ

る。

四前二号の規定にかかわらず､配管に圧力開放板を適切に設けると

きは､原子炉格納容器の内側又は外側に通常時において閉止された

一個の隔離弁を設けることをもって､前二号の規定による隔離弁の

設置に代えることができる。

五閉止後において駆動動力源が喪失した場合においても隔離機能

が失われないものとすること。

6．発電用原子炉施設には､一次冷却系統に係る発電用原子炉施設が損

壊し､又は故障した際に生ずる原子炉格納容器内の圧力及び温度の上

昇により原子炉格納容器の健全性に支障が生ずることを防止するた

め、原子炉格納容器内において発生した熱を除去する設備（安全施設

に属するものに限る。）を設けなければならない。
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7．発電用原子炉施設には､一次冷却系統に係る発電用原子炉施設が損

壊し､又は故障した際に原子炉格納容器から気体状の放射性物質が漏

えいすることにより公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場合は、

放射性物質の濃度を低減させるため､原子炉格納施設内の雰囲気の浄

化系（安全施設に係るものに限る｡）を設けなければならない。

8．発電用原子炉施設には､一次冷却系統に係る発電用原子炉施設が損

壊し､又は故障した際に生ずる水素及び酸素により原子炉格納容器の

健全性を損なうおそれがある場合は､水素及び酸素の濃度を抑制する

ため、可燃性ガス濃度制御系（安全施設に係るものに限る｡）を設け

なければならない。

適合のための設計方針

1．2．3．4．6．7．及び8．について

平成22年5月19日付け平成21.10.20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じ。

5．について

，二，三及び五について

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置

変更許可を受けた設計方針に同じ。

四について

原子炉格納容器を貫通する配管に,圧力開放板は設置していない。
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第33条保安電源設備

1．発電用原子炉施設は､重要安全施設がその機能を維持するために必

要となる電力を当該重要安全施設に供給するため､電力系統に連系し

たものでなければならない。

2．発電用原子炉施設には、非常用電源設備（安全施設に属するものに

限る。以下この条において同じ｡）を設けなければならない。

3．保安電源設備（安全施設へ電力を供給するための設備をいう。）は、

電線路､発電用原子炉施設において常時使用される発電機及び非常用

電源設備から安全施設への電力の供給が停止することがないよう、機

器の損壊、故障その他の異常を検知するとともに、その拡大を防止す

るものでなければならない。

4．設計基準対象施設に接続する電線路のうち少なくとも二回線は､そ

れぞれ互いに独立したものであって、当該設計基準対象施設において

受電可能なものであり、かつ、それにより当該設計基準対象施設を電

力系統に連系するものでなければならない。

5．前項の電線路のうち少なくとも一回線は､設計基準対象施設におい

て他の回線と物理的に分離して受電できるものでなければならない。

6．設計基準対象施設に接続する電線路は、同一の工場等の二以上の発

電用原子炉施設を電力系統に連系する場合には､いずれの二回線が喪

失した場合においても電力系統からこれらの発電用原子炉施設への

電力の供給が同時に停止しないものでなければならない。

7．非常用電源設備及びその附属設備は、多重性又は多様性を確保し、

及び独立性を確保し､その系統を構成する機械又は器具の単一故障が
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発生した場合であっても、運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事

故時において工学的安全施設及び設計基準事故に対処するための設

備がその機能を確保するために十分な容量を有するものでなければ

ならない。

8．設計基準対象施設は､他の発電用原子炉施設に属する非常用電源設

備及びその附属設備から受電する場合には、当該非常用電源設備から

供給される電力に過度に依存しないものでなければならない。

適合のための設計方針

1.2．及び4.について

平成22年5月19日付け平成21･10．20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じ。

3．について

平成22年5月19日付け平成21･10．20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じであり，保安電源設備については，電

力の供給が停止することがないように，機器の損壊又は故障を検知す

るとともに，それらの拡大を防止する設計とする。

5．について

外部電源系の500kV2回線と187kV4回線は,別の送電鉄塔を経由し

たルートとし，物理的に分離して3号炉に受電できるよう設計する。

6．について

外部電源系の500kV2回線及び187kV4回線は，いずれの2回線が
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喪失した場合においても3号炉への電力供給が継続できるよう設計

する。

なお,開閉所及び当該開閉所から主発電機側の送受電設備は，不等

沈下や傾斜が起きないような十分な支持性能をもつ地盤に設置する

とともに，碍子，遮断器等は耐震性の高いものを使用し，さらに塩害

を考慮した設計とする。

7．について

平成22年5月19日付け平成21．10．20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じである。

なお，7日間の外部電源喪失を仮定しても，非常用ディーゼル発電

機の連続運転により必要とする電力を供給できるよう，十分な容量の

燃料を敷地内に貯蔵する設計とする。

8．について

非常用ディーゼル発電機は，隣接する原子炉施設と共用はしない設

計とする。
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第34条緊急時対策所

工場等には､一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異

常が発生した場合に適切な措置をとるため､緊急時対策所を原子炉制御

室以外の場所に設けなければならない。

適合のための設計方針

平成22年5月19日付け平成21.10･20原第30号をもって,設置変更許可を

受けた設計方針に同じであり，緊急時対策所については，1次冷却系統

に係る原子炉施設の損壊その他の異常が発生した場合に適切な措置をと

るため，中央制御室とは別の基準津波の影響を受けない場所に設置され

た免震構造の総合事務所内に設置することで，基準地震動Ssにおいても

機能を喪失しない設計とする。
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第35条通信連絡設備

1．工場等には､設計基準事故が発生した場合において工場等内の人に

対し必要な指示ができるよう、警報装置（安全施設に属するものに限

る｡）及び多様性を確保した通信連絡設備（安全施設に属するものに

限る｡）を設けなければならない。

2．工場等には､設計基準事故が発生した場合において発電用原子炉施

設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡ができるよう、多様

性を確保した専用通信回線を設けなければならない。

適合のための設計方針

1．について

平成22年5月19日付け平成21･10･20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じである。

なお，安全施設に属する警報装置及び通信連絡設備は，設計基準事

故が発生した場合において中央制御室等から人が立ち入る可能性のあ

る原子炉建屋，タービン建屋等の建屋内外各所の者への操作，作業又

は退避の指示等の連絡を音声等により行うことができる，運転指令設

備，電力保安通信用電話設備，衛星電話設備等を整備し，多様性を備

えた設計とする。

これらの通信連絡設備は，非常用所内電源系又は無停電電源に接続

することで,外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。

2．について

設計基準事故が発生した場合において，発電所外の必要箇所への事
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故の発生等に係る連絡を音声により行うため，以下の専用の通信連絡

設備を整備することにより，多様性を備えた設計とする。

・当社が構築する電力保安通信用回線（有線系回線及び多重無線系

回線）を経由した電話設備及びテレビ会議システム

・通信事業者が提供する統合原子力防災ネットワーク専用回線（有

線系回線及び衛星系回線）を経由した電話設備及びテレビ会議シ

ステム

・通信事業者が提供する回線及びそれに接続する災害優先加入電話，

衛星電話（固定式及び携帯型）及び直通電話設備

また，緊急時対策支援システム等へ必要なデータを伝送するため，

以下の専用の通信回線を整備することにより，多様性を備えた設計と

する。

・国，関係自治体等社外関係箇所へのデータ通信用

通信事業者が提供する統合原子力防災ネットワーク専用回線

（有線系回線及び衛星系回線）に接続する専用通信回線

・社内関係箇所へのデータ通信用

当社が構築する電力保安通信用回線（有線系回線及び多重無線

系回線）からなる専用通信回線

これらの通信連絡設備及び通信回線は，常時使用可能であり，非常

用所内電源系又は無停電電源に接続することで，外部電源が期待でき

ない場合でも動作可能な設計とする。

8(3)-1-5-69



角

角

第36条補助ボイラー

1．発電用原子炉施設には､設計基準事故に至るまでの間に想定される

使用条件に応じて必要な蒸気を供給する能力がある補助ボイラー(安

全施設に属するものに限る。次項において同じ｡）を設けなければな

らない。

2．補助ボイラーは､発電用原子炉施設の安全性を損なわないものでな

ければならない。

適合のための設計方針

l.について

平成22年5月19日付け平成21･10･20原第30号をもって，設置変

更許可を受けた設計方針に同じであり，補助蒸気供給設備は，原子炉

施設運転中は，主蒸気及びタービン抽気を活用したスチームコンバー

タ発生蒸気を使用し，安全機能を有する構築物，系統及び機器に必要

な補助蒸気を供給する。

これらの装置が使用できない場合に，必要な蒸気供給能力を有する

補助ボイラーを運転して蒸気を供給する設計とする。

2．について

補助ボイラーは，損傷したとしても原子炉施設の安全性を損なうこ

とがないよう，補助ボイラー建屋内に設置するとともに，同建屋は原

子炉施設の安全性を確保するために必要な機器を収納した，原子炉建

屋，原子炉補助建屋から離隔した場所に設置する。

また，補助ボイラー建屋内には火災検知器及び消火設備を設置する
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自動停止するインタ ー ロックを備える設計とする。
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第37条重大事故等の拡大の防止等

1．発電用原子炉施設は､重大事故に至るおそれがある事故が発生した

場合において､炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置を講じ

たものでなければならない。

2．発電用原子炉施設は、重大事故が発生した場合において、原子炉格

納容器の破損及び工場等外への放射性物質の異常な水準の放出を防

止するために必要な措置を講じたものでなければならない。

3．発電用原子炉施設は､重大事故に至るおそれがある事故が発生した

場合において､使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又は使用済燃料(以下｢貯

蔵槽内燃料体等」という。）の著しい損傷を防止するために必要な措

置を講じたものでなければならない。

4．発電用原子炉施設は､重大事故に至るおそれがある事故が発生した

場合において､運転停止中における発電用原子炉内の燃料体(以下｢運

転停止中原子炉内燃料体」という。）の著しい損傷を防止するために

必要な措置を講じたものでなければならない。

適合のための設計方針

1．について

重大事故に至るおそれがある事故の発生を想定し，各事故シーケン

スグループについて，炉心の著しい損傷を防止するための必要な措置

を講じ,対策の有効性を評価し,要件を満足していることを確認する。

2．について

重大事故が発生した場合において格納容器破損モードを想定し，各
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破損モードについて，原子炉格納容器の破損及び発電所外への放射性

物質の異常な水準の放出を防止するための必要な措置を講じ，対策の

有効性を評価し，要件を満足していることを確認する。

3．について

重大事故に至るおそれがある事故の発生を想定し，使用済燃料ピッ

トにおける燃料の著しい損傷を防止するための必要な措置を講じ，対

策の有効性を評価し，要件を満足していることを確認する。

4．について

重大事故に至るおそれがある事故の発生を想定し，運転停止中の原

子炉における燃料の著しい損傷を防止するための必要な措置を講じ，

対策の有効性を評価し，要件を満足していることを確認する。
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第38条重大事故等対処施設の地盤

1．重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ次

に定める地盤に設けなければならない。

一重大事故防止設備のうち常設のもの（以下「常設重大事故防止設

備」という。）であって、耐震重要施設に属する設計基準事故対処

設備が有する機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事故防

止設備」という。）が設置される重大事故等対処施設（特定重大事

故等対処施設を除く。）基準地震動による地震力が作用した場合

においても当該重大事故等対処施設を十分に支持することができ

る地盤

二常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が

設置される重大事故等対処施設(特定重大事故等対処施設を除く。）

第四条第二項の規定により算定する地震力が作用した場合におい

ても当該重大事故等対処施設を十分に支持することができる地盤

三重大事故緩和設備のうち常設のもの（以下「常設重大事故緩和設

備」という。）が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等

対処施設を除く。）基準地震動による地震力が作用した場合にお

いても当該重大事故等対処施設を十分に支持することができる地

盤

四特定重大事故等対処施設第四条第二項の規定により算定する

地震力が作用した場合及び基準地震動による地震力が作用した場

合においても当該特定重大事故等対処施設を十分に支持すること

ができる地盤
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偽

2．重大事故等対処施設（前項第二号の重大事故等対処施設を除く。次

項及び次条第二項において同じ｡）は、変形した場合においても重大

事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない地盤

に設けなければならない。

3．重大事故等対処施設は､変位が生ずるおそれがない地盤に設けなけ

ればならない。

適合のための設計方針

1．について

一について

常設重大事故防止設備であって，常設耐震重要重大事故防止設備

が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。）は，基準地震動Ssによる地震力が作用した場合においても当

該施設を十分に支持することができる地盤に設置する。

二について

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設

置される重大事故等対処施設(特定重大事故等対処施設を除く。）は，

耐震重要度分類に応じて算定する地震力が作用した場合においても

当該施設を十分に支持することができる地盤に設置する。

三について

常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定重

大事故等対処施設を除く。）は，基準地震動Ssによる地震力が作用

した場合においても当該施設を十分に支持することができる地盤に

設置する。

四について
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内

平成25年7月8日申請分について,特定重大事故等対処施設は含

まない。

2．について

前項第二号の重大事故等対処施設を除く重大事故等対処施設は，地

震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び僥み並び

に地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化，揺すり込み沈

下等の周辺地盤の変状が起こった場合においても重大事故等に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがない地盤に設置する。

なお，伊方発電所の敷地内破砕帯については，耐震設計上考慮する

必要のある活断層ではない。

3.について

第1項第二号の重大事故等対処施設を除く重大事故等対処施設は，

将来活動する可能性のある断層等の露頭がないことを確認した地盤

に設置する。
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第39条地震による損傷の防止

1．重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ次

に定める要件を満たすものでなければならない。

一常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施

設（特定重大事故等対処施設を除く。）基準地震動による地震力

に対して重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないものであること。

二常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が

設置される重大事故等対処施設(特定重大事故等対処施設を除く。）

第四条第二項の規定により算定する地震力に十分に耐えることが

できるものであること。

三常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設(特定重

大事故等対処施設を除く。）基準地震動による地震力に対して重

大事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないも

のであること。

四特定重大事故等対処施設第四条第二項の規定により算定する

地震力に十分に耐えることができ、かつ、基準地震動による地震力

に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるお

それがないものであること。

2．重大事故等対処施設は､第四条第三項の地震の発生によって生ずる

おそれがある斜面の崩壊に対して重大事故等に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

適合のための設計方針
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八

l.について

一について

常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く。）は，基準地震動Ssによる地震

力に対して重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないように設計する。

二について

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設

置される重大事故等対処施設(特定重大事故等対処施設を除く。）は，

耐震重要度分類に応じて算定する地震力に十分に耐えることができ

るように設計する。

三について

常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定重

大事故等対処施設を除く。）は，基準地震動Ssによる地震力に対し

て重大事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない

ように設計する。

四について

平成25年7月8日申請分について,特定重大事故等対処施設は含

まない。

2．について

重大事故等対処施設（前項第二号の重大事故等対処施設を除く。）の

周辺斜面については,基準地震動Ssによる地震力を作用させた安定解

析を行い，崩壊のおそれがないことを確認するとともに，崩壊のおそ

れがある場合には，当該部分の除去，敷地内土木工作物による斜面の
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保持等の措置を講じることにより，当該施設に影響を及ぼすことがな

いものとする。

(侭､

f~1
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内

第40条津波による損傷の防止

重大事故等対処施設は､基準津波に対して重大事故等に対処するため

に必要な機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

適合のための設計方針

｢第5条津波による損傷の防止」に準じ，基準津波に対して重大事

故等に対処するために必要な機能が損なわれない設計とする。
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角

第41条火災による損傷の防止

重大事故等対処施設は､火災により重大事故等に対処するために必要

な機能を損なうおそれがないよう、火災の発生を防止することができ、

かつ、火災感知設備及び消火設備を有するものでなければならない。

適合のための設計方針

重大事故等対処施設は，火災により重大事故等に対処するために必要

な機能を損なうおそれがないようにするため，火災の発生防止，火災の

感知及び消火を考慮した設計とする。
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第42条特定重大事故等対処施設

工場等には、次に掲げるところにより、特定重大事故等対処施設を設

けなければならない。

一原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

に対してその重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれる

おそれがないものであること。

二原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備を有するもの

であること。

三原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

の発生後、発電用原子炉施設の外からの支援が受けられるまでの間、

使用できるものであること。

適合のための設計方針

平成25年7月8日申請分について,特定重大事故等対処施設は含まない。
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第43条重大事故等対処設備

1．重大事故等対処設備は、次に掲げるものでなければならない。

一想定される重大事故等が発生した場合における温度、放射線、荷

重その他の使用条件において､重大事故等に対処するために必要な

機能を有効に発揮するものであること。

二想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作でき

るものであること。

三健全性及び能力を確認するため､発電用原子炉の運転中又は停止

中に試験又は検査ができるものであること。

四本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用

する設備にあっては､通常時に使用する系統から速やかに切り替え

られる機能を備えるものであること。

五工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであるこ

と。

六想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処

設備の操作及び復旧作業を行うことができるよう、放射線量が高く

なるおそれが少ない設置場所の選定､設置場所への遮蔽物の設置そ

の他の適切な措置を講じたものであること。

2．重大事故等対処設備のうち常設のもの(重大事故等対処設備のうち

可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処設備」という。）と接続

するものにあっては、当該可搬型重大事故等対処設備と接続するため

に必要な発電用原子炉施設内の常設の配管、弁、ケーブルその他の機

器を含む。以下「常設重大事故等対処設備」という。）は、前項に定
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めるもののほか、次に掲げるものでなければならない。

一想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものである

こと。

二二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。た

だし､二以上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以

上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合であって、同一の工

場等内の他の発電用原子炉施設に対して悪影響を及ぼさない場合

は、 この限りでない。

/ー、

三常設重大事故防止設備は､共通要因によって設計基準事故対処設

備の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう、適

切な措置を講じたものであること。

3．可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定めるもののほ

か、次に掲げるものでなければならない。

一想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え､十分に余裕の

ある容量を有するものであること。

二常設設備(発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に

発電用原子炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下

同じ｡）と接続するものにあっては、当該常設設備と容易かつ確実

に接続することができ、かつ、二以上の系統又は発電用原子炉施設

/へ

が相互に使用することができるよう、接続部の規格の統一その他の

適切な措置を講じたものであること。

常設設備と接続するものにあっては､共通要因によって接続する

ことができなくなることを防止するため、可搬型重大事故等対処設

一
一
一

備（原子炉建屋の外から水又は電力を供給するものに限る。）の接
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続口をそれぞれ互いに異なる複数の場所に設けるものであること。

四想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故

等対処設備を設置場所に据え付け､及び常設設備と接続することが

できるよう、放射線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定、

設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたものであ

ること。

五地震､津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムによる影響､設計基準事故対処設備及び重大事故

等対処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事故等対

処設備と異なる保管場所に保管すること。

六想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故

等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状況を把握するため、工

場等内の道路及び通路が確保できるよう、適切な措置を講じたもの

であること。

七重大事故防止設備のうち可搬型のものは、共通要因によって、設

計基準事故対処設備の安全機能､使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若し

くは注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事故に至るおそれ

がある事故に対処するために必要な機能と同時にその機能が損な

われるおそれがないよう、適切な措置を講じたものであること。

適合のための設計方針

1．について

重大事故等対処設備は，以下の設計とする。

一について

想定される重大事故等が発生した場合に使用する際の温度，放射

8(3)-1-5-85



/~、

/一、

線，荷重その他の使用条件において，重大事故等に対処するために

必要な機能を有効に発揮できる設計とする。

二について

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できる

設計とする。

三について

健全性及び能力を確認するため，原子炉の運転中又は停止中に試

験又は検査ができる設計とする。

四について

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用す

る設備にあっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えら

れる機能を備える設計とする。

五について

発電所内の設計基準対象施設だけでなく，当該重大事故等対処設

備以外の重大事故等対処設備に対して悪影響を及ぼさない設計とす

る。

六について

想定される重大事故等が発生した場合において，重大事故等対処

設備の操作及び復旧作業を行うことができるよう，重大事故等対処

設備の設置場所は，放射線量が高くなるおそれが少ない場所を選定

するとともに，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講

じた場所とする。

2．について

常設重大事故等対処設備は，前項に定めるもののほか，以下の設計
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とする。

一について

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有する設計とする。

二について

2以上の原子炉施設において共用しない設計とする。ただし，2

以上の原子炉施設と共用することによって当該2以上の原子炉施設

の安全性が向上する場合であって，他の原子炉施設に対して悪影響

を及ぼさない場合は，共用できることとする。

三について

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設

備の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，可

能な限り多様化を考慮した設計とする。

3．について

可搬型重大事故等対処設備は，第1項に定めるもののほか，以下の

設計とする。

一について

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕の

ある容量を有する設計とする。

（1）原子炉建屋の外から水又は電力を供給する可搬型代替電源設備

及び可搬型注水設備は，当該原子炉において想定する重大事故等

において，炉心損傷防止及び格納容器破損防止等のために必要な

機能を有効に果たすことができる容量を賄うことができる可搬型

重大事故対処設備を1基あたり2式配備する。

（2）上記に加え，故障時等のバックアップを発電所全体で確保する。
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二について

常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，2以上の

系統又は原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部の

規格の統一その他の適切な措置を講じた設計とする。

一
一
一 について

常設設備と接続し，原子炉建屋の外から水又は電力を供給する可

搬型重大事故等対処設備は，共通要因によって接続することができ

なくなることを防止するため，接続口をそれぞれ互いに異なる複数

の場所に設ける設計とする。

四について

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故

等対処設備の据え付け,及び常設設備と接続することができるよう，

可搬型重大事故等対処設備の設置場所は，放射線量が高くなるおそ

れが少ない設置場所を選定するとともに，設置場所への遮蔽物の設

置その他の適切な措置を講じた場所とする。

/ー､

五について

/ー、
地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故

等対処設備の配置その他の条件を考慮した上で，位置的分散その他

の条件を考慮し，常設重大事故対処設備と異なる保管場所に保管す

る。

六について

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故

等対処設備を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，発

電所内の道路及び通路が確保できるよう，適切な措置を講じる。
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七について

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設

計基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料ピットの冷却機能若し

くは注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事故に至るおそれが

ある事故に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれ

るおそれがないよう，可能な限り多様化を考慮した措置を講じる。
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第44条緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備

発電用原子炉施設には､運転時の異常な過渡変化時において発電用原

子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれが

ある場合又は当該事象が発生した場合においても炉心の著しい損傷を

防止するため､原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の健全

性を維持するとともに､発電用原子炉を未臨界に移行するために必要な

設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

運転時の異常な過渡変化時において，原子炉の運転を緊急に停止する

ことができない事象が発生するおそれがある場合又は当該事象が発生し

た場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉を未臨界に

するために必要な設備を設置し，原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子

炉格納容器の健全性を維持できる設計とする。

具体的には，多様化自動作動盤を設置し，多様化自動作動盤により原

子炉緊急停止失敗状態を検知し，自動で主蒸気隔離弁の閉止及びタービ

ントリップを行い，原子炉冷却材温度を上昇させ，減速材温度係数の負

の反応度帰還効果により原子炉出力を抑制するとともに，補助給水ポン

プを自動起動し，蒸気発生器水位の低下を抑制することで，炉心損傷を

防止する。

さらに，原子炉を未臨界に移行するため，化学体積制御設備又は非常

用炉心冷却設備による十分な量のほう酸注入を行う。
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第45条原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備

発電用原子炉施設には､原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態で

あって､設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため､発電用原子炉を

冷却するために必要な設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設計基準事故対

処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失した場合においても，炉心の著

しい損傷を防止するため，必要な設備を配備し，原子炉を冷却できる設

計とする。

具体的には，全交流動力電源喪失・常設直流電源系統喪失を想定し，

「第47条原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備」の適合のための設計方針で述べる設備の準備が整うまで

の期間，タービン動補助給水ポンプ，主蒸気逃がし弁等を用いた2次系

強制冷却を行うが，現地での措置を確実に行うため，タービン動補助給

水ポンプ補助油ポンプ用可搬型蓄電池を配備して，補助油ポンプを起動

し，タービン動補助給水ポンプが起動できるようにする。
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第46条原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備

発電用原子炉施設には､原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態で

あって､設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防

止するため､原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な設備

を設けなければならない。

適合のための設計方針

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設計基準事故対

処設備が有する原子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著し

い損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，必要な設備を配備し

て加圧器逃がし弁の動作機能を復旧し，原子炉冷却材圧力バウンダリを

減圧することができる設計とする。

具体的には，以下の設備とする。

常設直流電源系統喪失時においても，加圧器逃がし弁を作動させ，原

子炉冷却材圧力バウンダリが減圧可能となるよう加圧器逃がし弁用可搬

型蓄電池を配備する。

さらに，駆動源の制御用空気喪失時においても，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリが減圧可能となるよう加圧器逃がし弁の駆動源を確保するため，

加圧器逃がし弁用窒素供給装置を配備する。

なお，主蒸気逃がし弁については，手動開閉機能を有しており，設置

場所での操作が可能であることから，原子炉冷却材圧力バウンダリの減

圧機能が失われることはない。
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第47条原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備

発電用原子炉施設には､原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態で

あって､設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防

止するため､発電用原子炉を冷却するために必要な設備を設けなければ

ならない。

適合のための設計方針

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準事故対

処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著し

い損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，設計基準事故対処設

備に対して，多様性及び独立性を有し，位置的分散を図った設備を設置

及び配備し，原子炉を冷却できる設計とする。

具体的には，1次冷却材喪失時に非常用炉心冷却設備の機能が喪失し

た場合等で原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であれば，補助給

水ポンプ,主蒸気逃がし弁等を用いた2次系強制冷却により原子炉冷却

材圧力バウンダリを低圧の状態とした後，充てんポンプ（自己冷却式）

等にて原子炉に注水し，冷却する。

なお，運転停止中の原子炉において全交流動力電源喪失が発生し，原

子炉補機冷却機能が喪失した場合においても，充てんポンプ（自己冷却

式）にて原子炉に注水し，冷却する。

また，1次冷却材喪失時等で高圧及び低圧再循環機能が喪失した場合

に，格納容器スプレイポンプにより，原子炉格納容器スプレイ設備と低

8(3)－1－5－93



r~、

/－1

圧注入設備を連絡する配管等を経由して，原子炉内に注水する。

また，中型ポンプ車及び加圧ポンプ車等の可搬型設備により，上記と

同様の連絡配管等を経由して，原子炉内に注水する。
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第48条最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備

発電用原子炉施設には､設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシ

ンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及

び原子炉格納容器の破損(炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるもの

に限る｡）を防止するため、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必

要な設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能

が喪失した場合において，炉心の著しい損傷及び炉心の著しい損傷が発

生する前に生ずる原子炉格納容器の破損を防止するため，設計基準事故

対処設備に対して，多様性及び独立性を有し，位置的分散を図った設備

を配備し，最終ヒートシンクへ熱を輸送できる設計とする。

具体的には,全交流動力電源喪失等による原子炉補機冷却機能喪失時

の炉心の著しい損傷を防止するため，「第45条原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備｣の適合のための設

計方針で述べたとおり，タービン動補助給水ポンプ，主蒸気逃がし弁等

を用いた冷却により，大気へ残留熱を輸送する。

さらに,破断口の大きい1次冷却材喪失事故が重畳する等した場合に

は，原子炉格納容器の破損防止のため，格納容器再循環ユニット等必要

な補機類の冷却用に海水が供給できるように中型ポンプ車等を配備す

る。
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第49条原子炉格納容器内の冷却等のための設備

1．発電用原子炉施設には､設計基準事故対処設備が有する原子炉格納

容器内の冷却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止

するため､原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要

な設備を設けなければならない。

2．発電用原子炉施設には､炉心の著しい損傷が発生した場合において

原子炉格納容器の破損を防止するため､原子炉格納容器内の圧力及び

温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために必要な設備を設け

なければならない。

適合のための設計方針

1．について

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失

した場合において，炉心の著しい損傷を防止するために必要な設備を

設置し，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下できる設計とする。

具体的には,高圧注入ポンプによる高圧再循環運転をしている場合

に,原子炉格納容器先行破損に伴う炉心の著しい損傷を防止するため，

「第50条原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備」の適合

のための設計方針で述べるとおり，格納容器再循環ユニットによる格

納容器内自然対流冷却により，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低

下させる。

また,代替格納容器スプレイポンプによる原子炉格納容器内の圧力

及び温度の低下を図るとともに，液相部への崩壊熱の蓄熱を図る。
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2．について

炉心の著しい損傷が発生した場合において,原子炉格納容器の破損

を防止するため，設計基準事故対処設備に対して，多様性及び独立性

を有し，位置的分散を図った設備を設置し，原子炉格納容器内の圧力

及び温度並びに放射性物質の濃度を低下できる設計とする。

具体的には，代替格納容器スプレイポンプを設置し，当該設備によ

り原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下

させるとともに，液相部への崩壊熱の蓄熱を図る。
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第50条原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備

発電用原子炉施設には､炉心の著しい損傷が発生した場合において原

子炉格納容器の破損を防止するため､原子炉格納容器内の圧力及び温度

を低下させるために必要な設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防

止するため，必要な設備を設置及び配備し，原子炉格納容器内の圧力及

び温度を低下できる設計とする。

具体的には，原子炉格納容器スプレイ設備の機能喪失等により，原子

炉格納容器内の長期的な熱除去が不可能になった場合に,格納容器再循

環ユニットへの通水を行い，格納容器内自然対流冷却により，原子炉格

納容器内の圧力及び温度を低下させる。なお，格納容器再循環ユニット

には,格納容器内自然対流冷却を促すため，ダクト開放機構を設置する。

また，格納容器再循環ユニットへの通水に際しては，原子炉補機冷却

水設備が機能している場合には，沸騰防止の観点から系統水を加圧し，

原子炉補機冷却水設備を使用する。全交流動力電源喪失等により原子炉

補機冷却水設備が機能喪失している場合には，「第48条最終ヒートシ

ンクへ熱を輸送するための設備｣の適合のための設計方針で述べたとお

り，中型ポンプ車等を配備し，海水通水も可能とする。
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第51条原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備

発電用原子炉施設には､炉心の著しい損傷が発生した場合において原

子炉格納容器の破損を防止するため、溶融し、原子炉格納容器の下部に

落下した炉心を冷却するために必要な設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防

止するため,設計基準事故対処設備に対して,多様性及び独立性を有し，

位置的分散を図った設備を設置し，原子炉格納容器の下部に落下した溶

融炉心を冷却できる設計とする。

具体的には，溶融炉心とコンクリートとの相互作用を抑制し，原子炉

格納容器下部に注水できるよう，代替電源設備から給電可能な代替格納

容器スプレイポンプを設置する。また，原子炉格納容器下部への注水性

を高めるため，原子炉格納容器内に浸水経路を設置する。
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第52条水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備

発電用原子炉施設には､炉心の著しい損傷が発生した場合において原

子炉格納容器内における水素による爆発（以下「水素爆発」という。）

による破損を防止する必要がある場合には､水素爆発による原子炉格納

容器の破損を防止するために必要な設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防

止するため，必要な設備を設置し，原子炉格納容器内における水素によ

る爆発による破損を防止できる設計とする。

具体的には，原子炉格納容器内に動力源を要しない静的触媒式水素再

結合装置を設置し，炉心を構成する材料であるジルコニウムと水の反応

により発生する水素に加え，水の放射線分解等により長期的に発生する

水素を低減し，原子炉格納容器の自由体積の大きさとあいまって原子炉

格納容器内の水素濃度を爆轟限界以下とする。

また，重大事故等発生時の原子炉格納容器内の水素濃度を測定するた

め，代替電源設備から給電可能な水素濃度測定装置を設置する。
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第53条水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備

発電用原子炉施設には､炉心の著しい損傷が発生した場合において原

子炉建屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放射性物質

を格納するための施設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発に

よる損傷を防止する必要がある場合には､水素爆発による当該原子炉建

屋等の損傷を防止するために必要な設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

「第52条水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設

備」の適合のための設計方針で述べたとおり，原子炉格納容器内に静的

触媒式水素再結合装置を設置することから，炉心の著しい損傷が発生し

た場合においても，原子炉建屋等へ漏えいする水素は，原子炉建屋等の

健全性に影響を及ぼすような水素爆発を起こす濃度に至ることはないが，

以下の設備を設置し，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止できる

設計とする。

具体的には，原子炉格納容器外周部のアニュラス部へ漏えいした水素

は，アニュラス空気再循環設備により排出される。この際，アニュラス

排気を確実に行うため，全交流動力電源喪失時にも使用可能なアニュラ

ス排気弁遠隔操作装置を設置し，アニュラス空気再循環設備も代替電源

設備から給電可能とする。

また，想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で測

定できる，代替電源設備から給電可能なアニュラス水素濃度計を設置す

る。
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第54条使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備

1．発電用原子炉施設には､使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能

が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因に

より当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内

燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するために必

要な設備を設けなければならない。

2．発電用原子炉施設には､使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏えい

その他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が異常に低下した

場合において貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び

臨界を防止するために必要な設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

1．について

使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃

料ピットからの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料ピット

の水位が低下した場合において，必要な設備を配備し，使用済燃料ピ

ット内の燃料を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止できる設計

とする。

具体的には，設計基準対象施設の冷却設備及び注水設備が機能喪失

し，又は小規模な漏えいがあった場合でも，使用済燃料ピット水位を

維持できる容量の中型ポンプ車を配備する。

また，使用済燃料ピットの水位，温度及び燃料取扱棟内の空間線量

率の監視について，重大事故時に変動する可能性のある範囲にわたり

測定可能な計測設備を設置する。
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また，使用済燃料ピットの状態を監視できるカメラを設置する。

これらの監視設備は，代替電源設備から給電できる設計とする。

2.について

使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいその他の要因により当該

使用済燃料ピットの水位が異常に低下した場合において，必要な設備

を配備し，使用済燃料ピット内燃料の著しい損傷の進行を緩和できる

設計とする。

具体的には，使用済燃料ピットの水位が維持できないほど水位が異

常に低下した場合において，燃料の著しい損傷の進行を緩和できるよ

う，前項と同様の中型ポンプ車に加え，できる限り環境への放射性物

質の放出を低減できるよう使用済燃料ピットにスプレイするための小

型放水砲を配備する。

また，前項の計測設備等により，使用済燃料ピットの状態を監視す

る。
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第55条工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

発電用原子炉施設には､炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損

又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において工場等外へ

の放射性物質の拡散を抑制するために必要な設備を設けなければなら

ない。

適合のための設計方針

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は使用済燃料ピット内

燃料の著しい損傷に至った場合において，必要な設備を配備し，発電所

外への放射性物質の拡散を抑制できる設計とする。

具体的には，発電所外への放射性物質の拡散を抑制するため，原子炉

建屋に放水できるよう，大型ポンプ車及び大型放水砲を配備する。

航空機燃料火災を含む建屋外の大規模火災発生時の消火活動に対応す

るため，泡消火剤を配備する。

放射性物質を含む液体が建屋外に漏えいした場合に，海洋への放射性

物質の拡散を抑制するための資機材を整備する。
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第56条重大事故等の収束に必要となる水の供給設備

設計基準事故の収束に必要な水源とは別に､重大事故等の収束に必要

となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて､発電用原子

炉施設には､設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重

大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給するために必要な設

備を設けなければならない。

適合のための設計方針

設計基準事故の収束に必要な水源とは別に，重大事故等の収束に必要

となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて，設計基準事

故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要と

なる十分な量の水を供給するために必要な設備を配備し，重大事故等の

収束に必要となる十分な量の水を確保する設計とする。

具体的には，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給でき

るよう，複数の淡水源として，設計基準事故の収束に必要な水源である

補助給水タンクのほかに，2次系純水タンク，ろ過水貯蔵タンク及び脱

塩水タンクを設置するとともに，海も水源として利用する。

また,各水源の移送ルートを確保し,水源として海水を利用するため，

移送ホース及び中型ポンプ車を配備する。
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第57条電源設備

1．発電用原子炉施設には､設計基準事故対処設備の電源が喪失したこ

とにより重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷､原子

炉格納容器の破損､貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原

子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保する

ために必要な設備を設けなければならない。

2．発電用原子炉施設には､第三十三条第二項の規定により設置される

非常用電源設備及び前項の規定により設置される電源設備のほか､設

計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生

した場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽

内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損

傷を防止するための常設の直流電源設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

1．について

設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発

生した場合において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，使

用済燃料ピット内燃料の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料の著

しい損傷を防止するため，設計基準事故対処設備に対して，独立性を

有し，位置的分散を図った代替電源設備を設置及び配備し，必要とな

る電力を確保できる設計とする。

常設の交流代替電源設備として，空冷式非常用発電装置を設置し，

重大事故等に対処するために必要な電力を供給できる設計とする。

可搬型の交流代替電源設備として，電源車を配備し，空冷式非常用
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発電装置が機能しない場合にも原子炉の安全停止に必要な電力を供給

できる設計とする。

常設の直流代替電源設備として，蓄電池を設置し，全交流動力電源

喪失において，安全系の蓄電池とあわせて，不要な負荷の切り離しを

行わずに8時間（中央制御室又は隣接する電気室等での簡易な操作で

切り離し可能な負荷を除く），不要な負荷の切り離し後さらに16時間

の合計24時間にわたり，直流電源を供給する設計とする。

可搬型の直流代替電源設備として，電源車及び可搬型整流器を組み

合わせて構成する可搬型直流電源装置を配備し，24時間にわたって事

故対応に必要な直流電源を供給可能な設計とする。

また，予め電気ケーブルを敷設する等により，他号炉の非常用高圧

母線から受電（号炉間融通）も可能な設計とする。

について

平成25年7月8日申請分について，常設の直流電源設備は含まない。
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第58条計装設備

発電用原子炉施設には、重大事故等が発生し、計測機器（非常用のも

のを含む｡）の故障により当該重大事故等に対処するために監視するこ

とが必要なパラメータを計測することが困難となった場合において当

該パラメータを推定するために有効な情報を把握できる設備を設けな

ければならない。

適合のための設計方針

重大事故等が発生し，非常用のものを含む計測機器の故障により当該

重大事故等に対処するために必要な情報を計測することが困難になった

場合であっても，当該情報を推定するために必要な設備を設置し，有効

な情報を把握できる設計とする。

具体的には，設計基準対象施設の計測制御系統施設において，事故時

監視が必要なプロセス計装を設置しており，事故対応上必要なパラメー

タを計測又は監視及び記録できる。これらは重大事故等発生時において

も，基本的に使用が可能であるが，当該施設が故障した場合にも事故対

応上必要なパラメータを推定可能とするため,以下の計測機器を設置す

る。

重大事故等発生時にも原子炉格納容器内の圧力を測定可能なように

広域圧力計を設置し,原子炉格納容器内圧力が最高使用圧力を上回った

場合にも，限界圧力まで測定可能とする。

重大事故等発生時にも原子炉格納容器内の水素濃度を測定可能とな

るよう原子炉格納容器内のガスを採取し，測定可能とする。

代替格納容器スプレイポンプ等から原子炉格納容器への注水ライン

8(3)－1－5－108



に積算流量計を設置し，同ラインを使用した注水時に原子炉格納容器内

の水量を推定可能とする。
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第59条原子炉制御室

第二十六条第一項の規定により設置される原子炉制御室には､重大事

故が発生した場合においても運転員がとどまるために必要な設備を設

けなければならない。

適合のための設計方針

中央制御室は，重大事故が発生した場合においても，必要な設備を配

備し，運転員がとどまることができる設計とする。

具体的には，以下の設備とする。

中央制御室の空調設備及び照明設備の一部は，代替電源設備から給電

を可能とする。

重大事故発生時に,遮蔽その他の適切な放射線防護措置とあいまって，

運転員の実効線量が7日間で100mSvを超えないように資機材を配備する。

中央制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下において，

中央制御室への汚染の持込を防止するため，モニタリング，作業服の着

替え等を行うための区画を設置できるようにする。
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第60条監視測定設備

1．発電用原子炉施設には､重大事故等が発生した場合に工場等及びそ

の周辺（工場等の周辺海域を含む｡）において発電用原子炉施設から

放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並

びにその結果を記録することができる設備を設けなければならない。

2．発電用原子炉施設には､重大事故等が発生した場合に工場等におい

て風向、風速その他の気象条件を測定し、及びその結果を記録するこ

とができる設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

1．について

重大事故等が発生した場合に発電所及びその周辺において，原子炉

施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視し，及び測

定し，並びにその結果を記録できる設計とする。

具体的には,原子炉施設に起因する周辺監視区域境界付近の放射線

を監視するために設置する固定モニタリング設備のモニタリングス

テーション及びモニタリングポストは,重大事故等が発生した場合に

想定される範囲で測定できることに加え，代替電源設備からの給電が

可能な設計とする。

また，固定モニタリング設備に加え，可搬型モニタリング設備を配

備する。

2．について

重大事故等が発生した場合において,必要な気象観測設備を設置し，
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風向，風速その他気象条件を測定及び記録できる設計とする。

具体的には，発電所内の気象観測設備に加え，可搬型気象観測設備

を配備する。
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第61条緊急時対策所

1．第三十四条の規定により設置される緊急時対策所は､重大事故等が

発生した場合においても当該重大事故等に対処するための適切な措

置が講じられるよう、次に掲げるものでなければならない。

一重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどまる

ことができるよう、適切な措置を講じたものであること。

二重大事故等に対処するために必要な指示ができるよう、重大事

故等に対処するために必要な情報を把握できる設備を設けたもの

であること。

三発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通

信連絡を行うために必要な設備を設けたものであること。

2．緊急時対策所は､重大事故等に対処するために必要な数の要員を収

容することができるものでなければならない。

適合のための設計方針

l.について

一について

緊急時対策所は，免震構造とした総合事務所に設置し，基準地震

動Ssにおいても機能を喪失しないよう設計するとともに，基準津波

の影響を受けない場所に設置する。

緊急時対策所は，原子炉建屋等から独立した建物の総合事務所内

に設置し，共通要因により中央制御室と同時に機能喪失しない設備

とする。

緊急時対策所は，重大事故等が発生した場合においても使用可能
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なように，通常使用する電源とは別に，代替電源として総合事務所

に設置している非常用発電機からの給電等，多様な電源設備を有す

る設備とする。

緊急時対策所は，重大事故等が発生した場合において，対策要員

の実効線量が7日間で100mSvを超えないよう，適切な遮蔽設計及び

換気設計を有する設備とし,仮設設備等の必要な資機材を配備する。

緊急時対策所の外側が放射性物質により汚染したような状況下に

おいて，緊急時対策所への汚染の持ち込みを防止するため，モニタ

リング,作業服の着替えを行うための区画を設置できるようにする。

二について

緊急時対策所には，発電所の状況に係る情報を表示し，対策指令

に必要な原子炉施設の情報の把握ができる設備を配備する。

三について

発電所内外（現場，中央制御室，本店，原子力本部，国，緊急事

態応急対策等拠点施設等）の必要箇所と連絡をとるための通信連絡

設備を配備する。

具体的には，「第62条通信連絡を行うために必要な設備」の適

合のための設計方針で述べた設備と同じ。

2．について

重大事故等に対処するために必要な数の要員を収容することができ

る設備とする。

具体的には，緊急時対策所の面積は，必要な数の要員を収容する

ことができ，また，一定期間必要とされる食料や飲料水等を配備す

る。

8(3)－1－5－114



八

/へ

第62条通信連絡を行うために必要な設備

発電用原子炉施設には､重大事故等が発生した場合において当該発電

用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行

うために必要な設備を設けなければならない。

適合のための設計方針

重大事故等が発生した場合において，必要な設備を配備し，発電所内

外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うことができる設計

とする。

具体的には，「第35条通信連絡設備」の適合のための設計方針で述

べた設備と同じであり，代替電源設備から給電可能である。
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1.5.7.8耐震設計

（1）耐震設計の基本方針

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設（以下「原子炉施

設」という。）の耐震設計は，「実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」に適合するように，

次の項目に従って行い，想定されるいかなる地震力に対してもこ

れが大きな事故の誘因とならないよう原子炉施設に十分な耐震性

を持たせる。

a.重要な安全機能を有する施設は，将来活動する可能性のあ

る断層等の露頭がないことを確認した地盤に設置する。

b.設計基準対象施設は，地震により発生するおそれがある安

全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれのある津波及び

周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む｡）及びそれに

続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，耐震設

計上の重要度を,Sクラス,Bクラス及びCクラスに分類し，

それぞれに応じた地震力に対して十分な支持性能をもつ地盤

に設置する。

また,．重大事故等対処施設は，施設の区分に応じた地震力

に対して十分な支持性能をもつ地盤に設置する。

c.Sクラスの設計基準対象施設は，基準地震動Ssによる地震

力に対してその安全機能が保持できるように設計する。また，

sクラスの設計基準対象施設のうち，浸水防止設備及び津波

監視設備並びに浸水防止設備が設置された建物・構築物以外

のものは，弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力

のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に留
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まる範囲で耐えるように設計する。

d.Bクラス及びCクラスの設計基準対象施設は，静的地震力

に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えるように設計

する。また,Bクラスの設計基準対象施設のうち，共振のお

それのある施設については，その影響についての検討を行う。

e.上位のクラスに属する施設が，下位のクラスに属する施設

の波及的影響によって，その安全機能を損なわないように設

計する。

f.重大事故等対処施設は，以下のとおり施設の区分に応じた

耐震設計を行う。

常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対

処施設については，基準地震動Ssによる地震力に対して，重

大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能

が損なわれないようにする。

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設

備が設置される重大事故等対処施設については，代替する機

能を持つ設計基準事故対処設備に適用される地震力に十分耐

えるようにする。

常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設に

ついては，基準地震動Ssによる地震力に対して重大事故等に

対処するために必要な機能が損なわれないようにする。

g.耐震重要施設の周辺斜面について，基準地震動による地震

力を作用させた安全解析を行い，崩壊のおそれがないことを

確認する。

h.原子炉施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影
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(2)耐震設計上の重要度分類

設計基準対象施設の耐震設計上の施設別重要度を次のように

分類する。

a.Sクラスの施設

地震により発生するおそれがある事象に対して，原子炉を

停止し，炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設，自ら

放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係してお

りその機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能性の

ある施設，これらの施設の機能喪失により事故に至った場合

の影響を緩和し，放射線による公衆への影響を軽減するため

に必要な機能を持つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援

するために必要となる施設，並びに地震に伴って発生するお

それがある津波による安全機能の喪失を防止するために必要

となる施設であって，その影響が大きいもの。

b・Bクラスの施設

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響が

sクラス施設と比べ小さい施設。

c.Cクラスの施設

Sクラスに属する施設及びBクラスに属する施設以外の一

般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される施設。

上記に基づくクラス別施設を第l.5.1表に示す。

同表には当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維

持されることを確認する地震動及び波及的影響を考慮すべき

角
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設備に適用する地震動についても併記する。

(3)地震力の算定法

設計基準対象施設に適用する設計用地震力は，以下の方法で

算定される静的地震力及び動的地震力のうちいずれか大きい方と

する。重大事故等対処施設については，施設の区分に応じてこれ

に準ずる。

a.静的地震力

静的地震力は,Sクラス,Bクラス及びCクラスの施設に

適用することとし，それぞれのクラスに応じて以下の地震層

せん断力係数及び震度に基づき算定する。

(a)建物・構築物

水平地震力は，地震層せん断力係数Ciに次に示す設計

基準対象施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗じ，さら

に当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。

Sクラス3．0

Bクラス1．5

Cクラス1．O

ここで，地震層せん断力係数Ciは，標準せん断力係数

Coを0.2以上とし，建物・構築物の振動特性及び地盤の

種類等を考慮して求められる値とする。

また，必要保有水平耐力の算定において，地震層せん断力

係数Ciに乗じる施設の耐震重要度分類に応じた係数は，耐

震重要度分類の各クラスともに1．0とし，その際に用いる標

準せん断力係数Coは1.0以上とする。
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Sクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同

時に不利な方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力

は，震度0．3以上を基準とし，建物・構築物の振動特性及び

地盤の種類等を考慮して求めた鉛直震度より算定する。ただ

し，鉛直震度は高さ方向に一定とする。

(b)機器・配管系

各クラスの地震力は，上記(a)の地震層せん断力係数

Ciに施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗じたものを水

平震度とし，当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度をそれぞ

れ20％増しとした震度より求めるものとする。

水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作

用させるものとする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定と

する。

b.動的地震力

動的地震力は,Sクラスの施設に適用することとする。

「添付書類六7．5地震」に示す基準地震動Ssによる地震

力は，基準地震動Ssから定める入力地震動を入力として，動

的解析により水平方向及び鉛直方向について適切に組み合わ

せて算定する。

弾性設計用地震動Sdによる地震力は，弾性設計用地震動Sd

から定める入力地震動を入力として，動的解析により水平方

向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。ここ

で，弾性設計用地震動Sdは，工学的判断から，応答スペクト

ルに基づく手法による基準地震動Ssに係数0．6を乗じて設定

する。
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Bクラスの機器・配管系のうち，支持構造物の振動と共振

のおそれのあるものについては，弾性設計用地震動Sdに2分

の1を乗じたものから定める入力地震動を入力として，動的

解析により算定する。

(a)入力地震動

原子炉建屋及びその周りの地盤は，地盤調査の結果か

ら,2.6km/sのS波速度を持つ堅固な岩盤が十分な広がり

と深さをもって存在していることが確認されている。

したがって，基準地震動SsはEL.+10mを解放基盤表面

として想定するものとし，建物・構築物への入力地震動

は，地形等の影響を適切に考慮して定めるものとする。

(b)動的解析法

i.建物・構築物

動的解析は，原則として，時刻歴応答解析法を用い

て応答を求めるものとする。

建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築

物の剛性はそれらの形状，構造特性等を考慮して評価

し，集中質点系に置換した解析モデルを設定する。

動的解析には，建物・構築物と地盤との相互作用を

考慮するものとし，解析モデルの地盤のばね定数は，

基礎盤の平面形状，地盤の剛性等を考慮して定める。

設計用地盤定数は，原則として，弾性波試験によるも

のを用いる。

地盤一建物・構築物連成系の減衰定数は，振動エネ

ルギの地下逸散及び地震応答における各部のひずみし

8(3)-1-5-121



｛

内

/へ

ベルを考慮して定める。

応答解析において，主要構造要素がある程度以上弾

性範囲を超える場合には，実験等の結果に基づき，該

当する部分の構造特性に応じて，その弾塑性挙動を適

切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。

また，耐震クラスの異なる施設を支持する建物・構

築物の支持機能を検討するための応答解析において，

施設を支持する建物・構築物等の主要構造要素がある

程度以上弾性範囲を超える場合には，その弾塑性挙動

を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行

ｰ

フ。

ii.機器・配管系

機器については，その形状を考慮して，1質点系，

多質点系モデル等に置換し，設計用床応答曲線を用い

たスペクトル・モーダル解析法等により応答を求める。

配管系について，熱的条件及び口径から高温配管，

低温配管に分類し，それぞれ適切なモデルを作成し，

設計用床応答曲線を用いたスペクトル・モーダル解析

法等により応答を求める。

剛性の高い機器は，その機器の設置床面の最大床応

答加速度の1．2倍の加速度を用いて地震力を算定する。

動的解析に用いる減衰定数は，既往の振動実験，地

震観測の調査結果等を考慮して適切な値を定める。

(4)荷重の組合せと許容限界
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設計基準対象施設に適用する荷重の組合せと許容限界を以下

に示す。

a.耐震設計上考慮する状態

地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。

(a)建物・構築物

i.運転時の状態

原子炉施設が運転状態にあり，通常の自然条件下に

おかれている状態。

ただし，運転状態には通常運転時，運転時の異常な

過渡変化時を含むものとする。

ii.設計基準事故時の状態

原子炉施設が設計基準事故時にある状態。

通．設計用自然条件

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件。

(b)機器・配管系

i.通常運転時の状態

プラントの起動，停止，出力運転，高温待機，燃料

取替え等が計画的又は頻繁に行われた場合，運転条件

が所定の制限値以内にある運転状態。

n.運転時の異常な過渡変化時の状態

原子炉の運転状態において，原子炉施設の寿命期間

中に予想される機器の単一故障若しくは誤動作又は運

転員の単一誤操作によって外乱が加えられた状態及び

これらと類似の頻度で発生し，原子炉施設の運転状態

が計画されていない状態。
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通．設計基準事故時の状態

運転時の異常な過渡変化時の状態を超える異常状態

であって，発生する頻度はまれであるが，原子炉施設

の安全性を評価する観点から想定される事象が発生し

た状態。

荷重の種類

(a)建物・構築物

i.原子炉のおかれている状態にかかわらず常時作用し

ている荷重，すなわち固定荷重，積載荷重，士圧，水

圧並びに通常の気象条件による荷重

i運転時の状態で施設に作用する荷重

通．事故時の状態で施設に作用する荷重

iv.地震力，風荷重，積雪荷重

ただし，運転時及び設計基準事故時の荷重には機器・

配管系から作用する荷重が含まれるものとし，地震力に

は，地震時の士圧，機器・配管系からの反力，スロッシ

ング等による荷重が含まれるものとする。

(b)機器・配管系

i.通常運転時の状態で施設に作用する荷重

ii.運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する

荷重

通．設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重

iv.地震力

荷重の組合せ

地震力と他の荷重との組合せは以下による。
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(a)建物・構築物

i.地震力と常時作用している荷重及び運転時（通常運

転時，運転時の異常な過渡変化時）に施設に作用する

荷重とを組み合わせる。

n.常時作用している荷重及び設計基準事故時の状態で

施設に作用する荷重のうち長時間その作用が続く荷重

と弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力を

組み合わせる。

(b)機器・配管系

i.地震力と通常運転時の状態で作用する荷重とを組み

合わせる。

1．．地震力と運転時の異常な過渡変化時の状態及び設計

基準事故時の状態のうち，地震によって引き起こされ

るおそれのある事象によって作用する荷重とを組み合

わせる。

通．運転時の異常な過渡変化時の状態及び設計基準事故

時の状態のうち，地震によって引き起こされるおそれ

のない事象によって作用する荷重で，その作用が長時

間続く1次冷却材喪失事故時の荷重である場合には，

その荷重と弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的

地震力とを組み合わせる。

地震によって引き起こされるおそれがなく，かつ，

その事象によって作用する荷重が短時間で終結する場

合には地震力とは組み合わせない。

(c)浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設
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d.

置された建物・構築物

常時作用している荷重及び運転時の状態で作用する荷重等

と基準地震動Ssによる地震力を組み合わせる。

荷重の組合せに関しては，地震と津波が同時に作用する可

能性について検討し，必要に応じて基準地震動による地震力

と津波による荷重の組合せを考慮する。

(d)荷重の組合せ上の留意事項

i.明らかに他の荷重の組合せ状態での評価が厳しいこ

とが判明している場合には，その荷重の組合せ状態で

の評価は行わない場合がある。

h.複数の荷重が同時に作用する場合，それらの荷重に

よる応力の各ピークの生起時刻に明らかなずれがある

ことが判明しているならば，必ずしもそれぞれの応力

のピーク値を重ねなくてもよいものとする。

血．耐震クラスの異なる施設を支持する建物・構築物の

当該部分の支持機能を検討する場合においては，支持

される施設の耐震クラスに応じた地震力と常時作用し

ている荷重，運転時に施設に作用する荷重及びその他

必要な荷重とを組み合わせる。

第1．5．1表に，対象となる建物・構築物及びその支持

機能が維持されることを検討すべき地震動について記載

する。

許容限界

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対す

る許容限界は以下のとおりとする。
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(a)建物・構築物

i.Sクラスの建物・構築物

(i)弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力

との組合せに対する許容限界

安全上適切と認められる規格及び基準による許容

応力度を許容限界とする。

(1)基準地震動Ssによる地震力との組合せに対する許

容限界

建物・構築物が，構造物全体として十分変形能力

（ねばり）の余裕を有し，終局耐力に対して安全余

裕を持たせることとする。終局耐力は，建物・構築

物に対する荷重又は応力を漸次増大していくとき，

その変形又はひずみが著しく増加するに至る限界の

最大耐力とし，既往の実験式等に基づき適切に定め

るものとする。

、．B及びCクラスの建物・構築物

上記i.(i)による許容応力度を許容限界とする。

通．耐震クラスの異なる施設を支持する建物・構築物

上記i.(1)の項を適用するほか，耐震クラスの異な

る施設が，それを支持する建物・構築物の変形などに

対して，その機能が損なわれないものとする。

iv.建物・構築物の保有水平耐力

建物・構築物については，当該建物・構築物の保有

水平耐力が必要保有水平耐力に対して重要度に応じた

妥当な安全余裕を有していることを確認するものとす
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る。

(b)機器・配管系

i.Sクラスの機器・配管系

(i)弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力

との組合せに対する許容限界

応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように，

降伏応力又はこれと同等の安全性を有する応力を許

容限界とする。

ただし，1次冷却材喪失事故時の長時間作用する

荷重との組合せに対しては,i.(ii)に示す許容限界

を適用する。

(1)基準地震動Ssによる地震力との組合せに対する許

容限界

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小

さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を

有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼすこ

とがない限度を許容限界とする。

ii.B及びCクラスの機器・配管系

応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように，

降伏応力又はこれと同等の安全性を有する応力を許容

限界とする。

Ⅲ、燃料集合体

地震時に作用する荷重に対して，燃料集合体の1次

冷却材流路を維持できること及び過大な変形や破損を

生ずることにより制御棒の挿入が阻害されることがな
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いことを確認する。

iv.動的機器

地震時又は地震後に動作を要求される機器について

は，解析，実験等により動作機能が阻害されないこと

を確認する。

(c)浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設

置された建物・構築物

i.浸水防止設備が設置された建物・構築物

施設が構造全体として変形能力（終局耐力時の変

形）について十分な余裕を有するとともに，その施設

に要求される機能が保持できることを確認する。

i浸水防止設備及び津波監視設備

設備に要求される機能が保持できることを確認する。

(d)基礎地盤の支持性能

i.Sクラスの建物・構築物，機器・配管系を支持する

基礎地盤

(i)弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力

との組合せに対する許容限界

安全上適切と認められる規格及び基準等に基づく許

容支持力度を許容限界とする。

(1)基準地震動Ssによる地震力との組合せに対する許

容限界

基準地震動Ssにより生じる基礎地盤の接地圧が，

安全上適切と認められる規格及び基準等に基づく限

界値に対して余裕を持たせることとする。
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ii..B,Cクラスの建物・構築物，機器．配管系を支持

する基礎地盤

上記i.(i)による許容支持力度を許容限界とする。

(5)設計上の留意事項

耐震重要施設が，耐震重要度分類の下位のクラスに属する

ものの波及的影響によって，その安全機能を損なわないよう

に設計する。

波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設の設計に用

いる地震動又は地震力を適用し，次の事項について，耐震重

要施設の安全機能への影響がないことを確認する。

・設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位

又は不等沈下による影響

・耐震重要施設と下位のクラスの施設との接続部における

相互影響

・建屋内における下位のクラスの損傷，転倒及び落下等に

よる耐震重要施設への影響

・建屋外における下位のクラスの損傷，転倒及び落下等に

よる耐震重要施設への影響

(6)主要施設の耐震構造

「1.3.5主要施設の耐震構造」の記載内容に同じ。

(7)その他

「1.3.6その他」の記載内容に同じ。
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第1．5．1表原子炉施設の機能別分類と耐震重要度分類
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）
１
骨
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』
四
崖

①磯器・酉罷
埜認備塞〃

耐震

クラス
機能別施設

主要設備性1）

適用範囲
耐震

クラス

補助設備性2）

適用範囲
耐震

クラス

…割蝿牲3）

適用範囲
耐震

クラス

間函耕鰐物性4）

適用範囲

函
榊
》
適用範囲

函
榊
》

S

a､原子炉冷却材圧力バウ
ンダリを構成する配

管･機器系

姉霞する

c,原子炉の緊急停止のた
めに急激に負の反応度
を付力けるための施設，

及び原子炉の停止状態
を時寺するための施設

d.原子炉停止後，
崩壊熱を除去

の施設

炉心から

するため

e・原子炉冷却材圧力バウ
ンダリ破損事故後,炉心

から崩壊熱を除去する

ための施設

u】泉f炉容器

②原子炉冷劃胴圧カバ
ウンダリに属する容
器・配管・ポンプ．
弁

ロ
ト
ク
ツ
ツ
ピ
ラ
榊
榊

酔
卿

“1御棒クラスタ及び
制御棒駆動装置（ス

クラム機能に関する

部分）

②化学ｲ轍制御設備の
うちほう酸注入系

①主蒸気･主給水系住
給水逆止弁より蒸気
発生器2

で
旬
主蒸気隙謂勝Fま

》
》
系
タンク

醒熱壌去設備

唾全注入設備
②余熱除去設備（再循
環用）

…|取替用水タンク

Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ

①隔離弁を閉とするに
必要な電気及び計装

設備

－

①原子炉補機冷却水設
備（当該主要設備に
係るもの）

②原子炉補機冷却海水
設備

鯛斗取替用水タンク
支持構造物（炉

に嘩影識一

るも”

⑤非常用電源及び計装
設備

①原子炉補機冷却水設
備（当該主要設備に
係るもの）

②原子炉補機冷却海水
設備

③中央帝陶室の遮蔽と
空調設備

④非常用電源及び計装

設備

S

－

Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

①原子炉容器・蒸気発

生器・1次冷却材ポ

ンプ･加圧器の支持

構造物

②磯器・配管，電気計
装設備等の支持構造
物

■■■■■

S

S

_

S

S

S

卜リ

》

クンコ部恥

①原子炉建屋

トル
霊

一
一

クンコ蝿

①内部コンクリート

②原子炉建屋

”子癖嬢屋
④海水ポンプ基礎等
の海水系を支持す

る構造物

蛎子嬢屋
＠原子炉補助建屋

③海水ポンプ基礎等
の海水系を支持す

る構造物

Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ss

Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ

①格納容器ボーラク
レーン

①使用済燃
クレーン

料ピット

■■■■■

■■■■■

■■■■■

S s

Ss

q■■■■

■■■■■

ー



〕 ア

つづき）（

の
（
函
）
ｌ
』
１
，
１
』
哩
画

耐震

クラス
機能別施設

主要設備姓1）

適用範囲
耐震

クラス

補助設備姓2）

適用範囲
耐震

クラス

…寺I罐物性3）

適用範囲
耐震

クラス

間1翠耕術劃勿駐4）

適用範囲

函
榊
鋤
適用範囲

函
榊
》

S

f原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ破損事故の際に，

圧力障壁となり放射性

物質の放散を直接防ぐ

ための施設

9､放射性物質の放出を伴

うような事故の際に,そ

の外部放散を抑制する

ための設備であり,f.以

外の旛没

h津波防護機能を有する

施設及び浸水防止機能

を有する庵没確7）

i.敷地における津波監視

機能を有する施設姓7）

j.その他

①原子炉格納容器

②原子癖癖器バウ

ンダリに属する配

管・弁

⑪名樒器ｽブﾚｲ設

備

②燃料取替用水タンク

③アニュラス

④ｱニュラス

環設備

Sハーノレ

空気再循

⑤格淵溶骨弱F気筒

嘩全補…気浄化

設備

①浸水防止設備

①棒波監視設備

①使用済燃料ピット水

補綺没備俳常用）

②炉内構造物

Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

S

S

Ｓ
Ｓ

①隔離弁を閉とする

に必要な電気及び

計装設備

①原子炉補機冷却水

設備

②原子炉補機冷却海

水設備

③非常用電源及び計

装設備

一

①非常用

装設備

電源及び計

①非常用

装設備

電源及び計

S

Ｓ
Ｓ
Ｓ

_

S

S

奉
奉
の
の

》

》
鋤

峠
鋤

配

》
物

》

①畿器等の支持構造物

①電気計鍵備等の支

持構造物

①機器･配管,電気計

装設備等の支持構造

物

Ｓ
Ｓ

S

S

S

S

峠

①原子炉建屋

》

④外周コンクリート
壁

⑤海水ポンプ基礎等

の海水系を支持す

る構造物

①原子炉補助建屋

①原子炉建屋

②海水ポンプ基礎等

の海水系を支持す

る構造物

》

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ss

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ
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機能別施設

主要設備性1）

適用範囲
耐震

クラス

補助設備性2）

適用範囲
耐震

クラス

画姿刻割葡豈物(注3）

適用範囲
耐震

クラス

閉翠耕朔豈物性4）

適用範囲

圃
識
鋤

波及的影響を

考懲すべき設備性5）

適用範囲

函
識
趣

B

k.原子炉冷却材圧力バウ
ンダリに直接ﾖ妾続され

ていて,一次冷却材を内
蔵しているか又は内蔵
し得る施設

1.放射性廃棄物を内蔵し

ている施設(ただし,内
蔵麺§少ない又は貯蔵
方式により，その破損に
よる公衆に与える放射

線の影響が周辺監視区
域外における年間の線
量限度に上むく-杉う小さ
いものは除く）

In.放射性廃棄物以外の放

射性物質に関連した施
設で，その破損により，
公衆及び従事者に過大
な放射線被ばくを与え
る可能性のある施設

①化学体祇制御系の
うち抽出系と余剰

抽出系

……受備,た

だし,Cクラスに属
するものは除く

①使用済燃料ピット
水浄ｲ暁

②化学体績制御設備
のうちSクラス及

びCクラスに属す

る以外のもの

③放射線低減効果の
大きし遮蔽

④燃料取替棟クレー
ン

⑤使用済燃料ピット
クレーン

Ms陣替クレーン

螺$|移う鐸置

B

B

Ｂ
Ｂ
Ｂ
Ｂ
Ｂ
Ｂ
Ｂ

■■■■■

－

一

I■■■■

－
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①機器・配管等の支持
構造物

①機器・配管等の支持
構造物

①機器･配管等の支持
構造物

B

B

B

卜リ

》

クンコ部恥

》

卜

》
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確
蛎
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Ｂ
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B

B

B
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Ｓ
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一
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クラス
機能別施設

主要設備駐1)

適用範囲
耐震

クラス

補助設備(注2）

適用範囲
耐震

クラス

画華擶溺劃勿駐3）

適用範囲
耐震

クラス

間罎持櫛豈物性4）

適用範囲

函
榊
》

波及的影響を

考慮すべき設備性5）

適用範囲
圃
識
鋤
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B

U 1

、．使用済燃料を冷却す
るための施設

o・放射性物質の放出を

伴うような場合に,そ
の外部放散を抑制す

るための施設で,Sク
ラスに属さなし輝

1 1

ピット水

－

、 ロ

B

－

里 ！

①原子炉補機冷却水
設備（当該主要設備

に係るもの）
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水設備

③睡竈際譲備
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装設備等
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る構造物

_

Ｂ
Ｂ
Ｂ

Ｓ
Ｓ
Ｓ

ー

ー

_

－

－

C

p・原子炉の反応度を制

御するための施設で

Sクラス及びBクラ

スに属さない施設

q.放射線物質を内蔵し

ている力、又はこれに

関連した施設でSク

ラス及びBクラスに

属さな↓施設

①制御棒クラスタ駁勵
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に関する部分を除

く）

函s牒取設備

②床ドレン設備
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④ドラム
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誠
諏
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⑧原子…<設備
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⑩その他
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Ｃ
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①電気計装設備の支持
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物

C
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《
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(注1）主要設備とは，当該機能に直接的に関連する設備をいう。
(注2）補助設備とは，当該機能に間接的に関連し，主要設備の補助的役割を持つ設備をいう。
(注3）直接支持構造物とは，主要設備，補助設備に直接取り付けられる支持構造物，若しくはこれらの設備の荷重を直接的に受ける支持構造物をいう。
(注4）間接支持構造物とは，直接支持構造物から伝達される荷重を受ける構造物（建物，構築物）をいう。
(注5）波及的影響を考慮すべき設備とは，下位クラスに属する設備の破損によって上位クラスに属する設備に波及的影響を及ぼすおそれのある設備をいう。

(注6)Ss:基準地震動Ssにより定まる地震力。
SB:耐震Bクラス施設に適用される地震力。
Sc:耐震Cクラス施設に適用される静的地震力。

(注7）基準地震動Ssによる地震力に対して，機能を保持できるものとする。
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クラス
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適用範囲
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鋤
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醇
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子炉補機冷却水設
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》
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雛 ･変圧器

…調設備
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⑨格納容器ポーラクレ
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Ｓ
Ｓ
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1.5.7.9耐津波設計

（1）耐津波設計の基本方針

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の耐津波設計は，

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則」に適合するように，次の項目に従って行い，施

設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があり，

施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波（以下「基準津波」

という。）に対して，重要な安全機能を有する施設の安全機能を

損なわない設計とする。

a.重要な安全機能を有する施設は，基準津波による遡上波が

地上部から到達又は流入しない敷地に設置する。また，取水路，

排水路等の経路から流入させない設計とする。

b.取水・放水施設，地下部等において，漏水する可能性を考

慮の上，漏水による浸水範囲を限定して，重要な安全機能への

影響を防止できる設計とする。

c.a.,b.に規定するものの他，重要な安全機能を有する施設に

ついては，浸水防護をすることにより津波による影響等から隔

離可能な設計とする。

d.水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を

防止できる設計とする。

偽

八

(2)基準津波による遡上波の敷地への到達

a.敷地高さ

3号炉の重要な安全機能を有する設備等を内包する建屋を設

置する敷地高さはT.P.+10mであり，重要な安全機能を有する
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屋外設備である海水ポンプは,T.P.+10m高さのコンクリート

躯体に囲われた海水ピットポンプ室に設置されている。

b.基準津波に対する敷地高さの評価

「添付書類六7．6津波」に示す基準津波による3号炉敷地

前面における最高水位は，朔望平均満潮位を考慮して

T・P.+4.09mである。

敷地高さ(T.P.+10m)は，津波による最高水位に対して十分

高いことから，津波による遡上波が地上部から敷地に到達する

ことはない。

(3)敷地の特性に応じた津波防護方針

津波による遡上波が地上部から敷地に到達することはないが，

その他の経路からの流入又は漏水による浸水の可能性を考慮し，

以下の方針に基づき，重要な安全機能を有する施設の安全機能を

損なわないための津波防護を行う。

a.取水路，放水路等の津波流入経路に対する浸水対策

取水路，放水路等の経路について，津波が流入する可能性の

ある経路を特定し，それらに対して浸水対策を施すことにより，

津波の流入を防止する設計とする。

b.取水・放水施設，地下部等における漏水の評価

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して，取水・放水施

設，地下部等における漏水の可能性を検討した上で，漏水が継

続することによる浸水範囲を想定（以下「浸水想定範囲」とい

う。）するとともに，同範囲の境界において浸水の可能性のあ

る経路及び浸水口（扉，開口部及び貫通口等）を特定し，それ
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らに対して浸水対策を施す。

浸水想定範囲の周辺にsクラスに属する設備がある場合は，

防水区画化するとともに，必要に応じて浸水量評価を実施し，

安全機能への影響がないことを確認する。

浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場合は，排

水設備を設置する。

C.重要な安全機能を有する施設に対する浸水防護

Sクラスに属する設備を内包する建屋及び区画については，

浸水防護重点化範囲として明確化するとともに，津波による溢

水を考慮した浸水範囲及び浸水量を保守的に想定した上で，浸

水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路及び浸水口（扉，

開口部及び貫通口等）を特定し，それらに対して浸水対策を施

す。

(4)海水ポンプの取水性評価

a.基準津波に伴う水位変動による海水ピットポンプ室におけ

る最低水位はT.P.-3.02mであり，海水ポンプの取水機能を保

持するために必要な最低水位(T.P.-4.14m)に地震による地盤

の隆起(+0.19m)を考慮したT.P.-3.95mより上方であること

から，海水ポンプの取水機能を保持することができる。

b.基準津波による砂の移動・堆積について,3号炉補機冷却

海水取水口付近における水深変化量は最大0.5mm未満であり，

海水ポンプの取水性に影響を及ぼすことはない。

C.発電所近傍において津波により漂流物となる可能性のあるも

のを網羅的に調査した結果，船舶，流木等の取水性に影響を及

8(3)－1－5－138



ぽす漂流物はない。

、

、

、八
ゅ

、

I

』

負 －

〆ご
淫

8

8(3)-1-5-139



内

角

2．プラント配置

2.2設計方針

（2）敷地の特性及び地震，台風，高潮，津波等の自然条件を考慮し，

安全性の確保，プラント機能が十分発揮できる配置とする。

（3）安全上重要な構築物等は，原則として原子炉施設間で共用しない

設計とする。

（4）タービンミサイルの発生を仮想しても原子炉冷却材圧力バウン

ダリ及び使用済燃料ピットに到達する確率が小さくなるような配

置とする。

（5）ほぼ周辺監視区域境界に沿って障壁を設けており，更に，主要建

屋等を取り囲む障壁を設けることにより障壁を2重化し，不法な接

近，侵入の防止措置を考慮する。

2.3主要設備

（1）原子炉建屋

（2）原子炉補助建屋

（3）タービン建屋

（4）開閉所

（5）固体廃棄物貯蔵庫（1号，2号及び3号炉共用）

（6）給排水処理設備（一部1号，2号及び3号炉共用）

（7）補助ボイラ建屋

（8）取水施設

（9）放水施設

（10）総合事務所（1号，2号及び3号炉共用）

（11）焼却炉建家（1号，2号及び3号炉共用）

8(3)－2－1
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(12）港湾施設（1号，2号及び3号炉共用）

(13）雑固体処理建屋（1号，2号及び3号炉共用）

(14）蒸気発生器保管庫（1号，2号及び3号炉共用）

2.5建屋および構築物

2．5．11総合事務所（1号，2号及び3号炉共用）

総合事務所内に緊急時対策所を設置する。

8(3)－2－2
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4．1次冷却設備

4．2設計方針

(10)隔離弁

1次冷却設備に接続され，その一部が原子炉冷却材圧力バウンダ

リを形成する配管系には適切な隔離弁を設ける設計とする。

4.4主要設備

4.4.6弁類

1次冷却設備の弁類として，加圧器安全弁，加圧器逃がし弁，加

圧器逃がし元弁，加圧器スプレイ弁，ベント弁，ドレン弁，逆止弁

等を設け，このうち主要な弁については，中央制御室に弁の開閉表

示を行う。

1次冷却設備に接続され，その一部が原子炉冷却材圧力バウンダ

リを形成する配管系には，原子炉冷却材圧力バウンダリとならない

部分からの異常な漏えいが生じた場合において，1次冷却材の流出

を制限するため，その配管系を通じての漏えいが，通常運転時の充

てんポンプによる充てん流量等を考慮し許容できる程度に小さい

ものを除いて，次のとおり隔離弁を設ける。

a・通常運転時開，事故時閉の場合は2個の隔離弁

b.通常運転時閉，事故時閉の場合は1個の隔離弁

C.通常運転時閉，事故時開の非常用炉心冷却設備等はa､に準ず

る。

なお,b.に準ずる隔離弁において，通常運転時又は事故時に開と

なるおそれのある場合は，2個の隔離弁を設ける。ここで「隔離弁」

とは，自動隔離弁，逆止弁，通常時ロックされた閉止弁及び遠隔操

8(3)-4-1
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作閉止弁をいう。

弁が1次冷却材に接する主要部分は，全てステンレス鋼を使用す

る。

大口径の弁類は，ステムリークオフを設け，下部グランドパッキ

ンの漏えい水を液体廃棄物処理設備に送る。また，小口径の弁類に

ついても，可能な限りグランド部にベローズや金属ダイヤフラムを

用いて漏えいのない構造とした弁を採用し，1次冷却設備から原子

炉格納容器内への漏えいを実質的に零にする。

加圧器安全弁は，ばね式で加圧器逃がしタンクからの背圧変動が

安全弁の設定圧力に影響を与えない背圧補償型を使用する。加圧器

安全弁の上流側配管には，ループシールを設け，加圧器安全弁の弁

座から，水素ガスや蒸気等が漏えいしない構造とする。

各配管系には，水張り及び水抜きのために，ベント弁及びドレン

弁を設ける。

加圧器安全弁の吹出し圧力は，1次冷却設備の最高使用圧力に設

定し，安全弁の総容量は100%負荷喪失時に主蒸気安全弁のみが作動

した時の加圧器最大サージ流量以上の値としている。加圧器安全弁

により，1次冷却材の圧力を最高使用圧力の1.1倍以下に抑えること

ができる。

加圧器逃がし弁は急激負荷減少時において主蒸気ダンプ系の作動

と相まって1次冷却材圧力を原子炉トリップ設定値以下に制限し得

る容量とする。加圧器逃がし弁は自動制御により作動し，また手動

遠隔操作することもできる。万一,加圧器逃がし弁に漏えいが起こっ

た場合にこの逃がし弁を隔離するため遠隔操作の加圧器逃がし元弁

を設ける。
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また，1次冷却系の加熱時，冷却時における誤操作等による過圧

を防止するため，加圧器逃がし弁の作動により圧力上昇を許容範囲

内に制限する制御系を設置する。

加圧器スプレイ弁は,10%負荷減少時において加圧器逃がし弁を

作動させないで，圧力変動を吸収し得る容量とする。加圧器スプレ

イ弁は，加圧器スプレイ流量を自動調節して，1次冷却材の圧力が

過大となるのを防止する。加圧器スプレイ管及び加圧器サージ管内

の温度維持並びに加圧器内とそれ以外の1次冷却材ほう素濃度に差

が生じないようにするため，加圧器スプレイ弁と並行に手動の加圧

器スプレイバイパス弁を設けて，少量のスプレイ水を連続的に流す。
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5．工学的安全施設

5．4原子炉格納容器スプレイ設備

5．4．2設計方針

5.5

5.5.2

(3)単一故障

原子炉格納容器スプレイ設備は，事故後の短期間では動的機器

の単一故障を仮定しても，また，事故後の長時間では動的機器の

単一故障又は想定される静的機器の単一故障のいずれかを仮定し

ても，所定の安全機能を果たし得るように，多重性を有する設計

とする。

単一故障に関連していう事故後の短期間とは，原則として事故

発生後あるいは原子炉停止後24時間の運転期間を，また，事故

後の長期間とは，その後の運転期間をいうものとするが，1次冷

却材喪失事故を想定する場合，原子炉格納容器スプレイ設備につ

いては，事故後の短期間は1次冷却材喪失事故発生から注入モー

ド終了までの運転期間，また，事故後の長期間は再循環モード以

降の運転期間とする。

なお，スプレイリングについては，単一故障の発生確率が十分

低いこと等から，単一故障の想定はしない。

アニュラス空気再循環設備

設計方針

(1)単一故障

アニュラス空気再循環設備は，1次冷却材喪失事故時に動的機

器の単一故障を仮定した場合でも所定の安全機能を果たし得る

ように，多重性を有する設計とする。

8(3)-5-1
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なお，ダクトについては，単一故障の発生確率が十分低いこと

や，その単一故障が発生しても安全上支障のない時間内に除去若

しくは修復ができること等から，単
一

故障の想定はしない。
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6．原子炉補助施設

6．5原子炉補機冷却海水設備

6．5．2設計方針

（1）多重性を有する安全上重要な補機への冷却海水配管は独立した2

系統の母管から分岐する。

（2）プラントの通常運転時において必要な補機への冷却海水を供給し

得るとともに，外部電源喪失等の運転時の異常な過渡変化時並びに

1次冷却材喪失事故等の事故時においても，安全上必要な補機への

冷却海水を確保し得るよう設計する。

（3）海水ポンプは非常用母線より給電し，かつ，非常用電源の単一故

障時においても安全上必要な補機への冷却海水を確保し得るよう設

計する。

（4）海水ポンプは基準津波による水位の低下に対して機能保持でき，

冷却に必要な海水が確保できる設計とする。

6.5.4主要設備

（1）海水ポンプ

海水ポンプは，海水ピットポンプ室に4台設置し，独立した2系

統の海水供給母管に接続する。海水ポンプは，常時2台使用する。

1次冷却材喪失事故後の再循環冷却，外部電源喪失時の余熱除去等

にも最低限2台の運転により安全上必要な補機への海水供給が可能

である。

6.5.5評価

原子炉補機冷却海水設備は，機器の単一故障を仮定しても，安全上
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重要な機器の熱を除去し，最終的な熱の逃がし場である海に熱を放出

できる。

基準津波に伴う水位変動により海水ピットポンプ室における水位が

低下した場合においても，海水ポンプの取水機能を保持するために必

要な最低水位は確保されることから，海水ポンプの取水機能を保持す

ることができる。

6.7燃料取扱及び貯蔵設備

6.7.2設計方針

燃料取扱及び貯蔵設備は，新燃料の搬入から使用済燃料の搬出ま

での燃料の取扱い及び貯蔵を安全かつ確実に行うことができるよ

う次の方針により設計する。

（1）燃料の取扱及び貯蔵設備のうち安全上重要な機器は，適切な定

期的試験及び検査ができるように設計する。

（2）貯蔵設備は，適切な格納性と空気浄化系を有する区画として設

計する。

(3)ウラン新燃料の貯蔵設備は，1回の燃料取替えに必要とする燃

料集合体数に十分余裕を持たせた貯蔵容量を有し，また，使用済

燃料及びウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料の貯蔵設備は，

全炉心燃料及び1回の燃料取替えに必要とする燃料集合体数並

びにウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料集合体数に十分余裕

を持たせた貯蔵容量を有するように設計する。

(4)燃料取扱設備は，移送操作中の燃料集合体の落下を防止するた

め，二重ワイヤ等の適切な保持装置を有するように設計する。

(5)使用済燃料及びウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料の取扱
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及び貯蔵設備は，放射線業務従事者の線量を合理的に達成できる

限り低くするように設計する。

(6)使用済燃料及びウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料の貯蔵

設備は，使用済燃料ピット水浄化冷却設備を有する設計とする。

使用済燃料ピット水浄化冷却設備は，使用済燃料ピット水を冷却

して，使用済燃料ピットに貯蔵した使用済燃料及びウラン・プル

トニウム混合酸化物新燃料からの崩壊熱を十分除去できるとと

もに，使用済燃料ピット水を適切な水質に維持できる設計とする。

(7)使用済燃料ピットは，冷却用の使用済燃料ピット水の保有量が

著しく減少することを防止する設計とする。耐震性については，

十分な考慮を払った設計とし，使用済燃料ピットに接続する配管

は，使用済燃料ピット水の減少を引き起こさないように設計する。

また，使用済燃料ピット内張りからの漏えい検知のための装置

及び使用済燃料ピット水位監視のための水位警報装置を有する

設計とする。

さらに，万一漏えいが生じた場合には，燃料取替用水タンクか

らほう素濃度4,400ppm以上のほう酸水を補給できる設計とする。

その他，使用済燃料ピットの温度，水位等の状態を示す事項に

ついては，外部電源が使用できない場合においても監視できる設

計とする。

(8)使用済燃料及びウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料の貯

蔵設備は，燃料集合体の取扱い中の想定される落下時及び重量

物の落下時においても，著しい使用済燃料ピット水の減少を引

き起こすような損傷を避けるように設計する。

(9)使用済燃料及びウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料の貯
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蔵設備は，ほう素濃度4,400ppm以上のほう酸水で満たし，定期

的にほう素濃度を分析する。また，設備容量分の燃料収容時に

純水で満たされた場合を想定しても実効増倍率は0.98以下で十

分な未臨界性を確保できる設計とする。

ウラン新燃料の貯蔵設備は，浸水することのないようにする

が，設備容量分の燃料収容時に純水で満たされた場合を想定し

ても実効増倍率は0.95以下で十分な未臨界性を確保できる設計

とする。さらに，いかなる密度の水分雰囲気で満たされたと仮

定しても未臨界とする。

(10）1号炉及び2号炉の使用済燃料を収納する使用済燃料ピット

及びラックは，耐震sクラスとして設計したものと同等の耐震

性を有することを確認しており，地震時においても，1号炉及

び2号炉の使用済燃料の健全性を損なわない設計とする。
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7．計測制御系統施設

7．3プロセス計装設備

7.3.2設計方針

(1)安全保護系のプロセス計装は以下の方針で設計する。

a・安全保護系のプロセス計装は，単一故障あるいは使用状態か

らの単一の取外しを行っても安全保護機能を喪失しないよう

な多重性を有する設計とする。

b.安全保護系のプロセス計装は，チャンネル相互を分離し，

チャンネルの独立性を図る設計とする。

C.安全保護系のプロセス計装は，計測制御系と分離した設計と

し，安全保護系の一部から計測制御系への信号を取り出す場合

には，計測制御系の故障で安全保護系の機能を失わない設計と

する。

d.安全保護系のプロセス計装は，駆動源の喪失又は系の遮断に

対して最終的に安全な状態に落ち着くような設計とする。

e.安全保護系のプロセス計装の電源は，無停電電源より給電す

る設計とする。

f.安全保護系のプロセス計装は，電気通信回線を通じた外部か

らの不正なアクセスを遮断する設計とする。

g.安全保護系のプロセス計装は，原子炉の運転中に定期的に試

験を行い，機能が喪失していないことを確認できるような設計

とする。

（2）安全保護系以外の主要なプロセス計装としては，1次冷却系計

装，補助給水系計装，燃料取替用水系計装等があり，これらは以

下の方針で設計する。
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a.通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において主要な

パラメータは，予想変動範囲での監視，記録ができるよう設計

する。また，設計基準事故時において事故の状態を知り対策を

講じるに必要なパラメータは監視，記録及び当該記録を保存で

きるようにする。

b.プロセス計装の主要なパラメータは，中央制御盤で監視でき

るようにする。

C.主要なプロセス計装の電源は，無停電電源装置より給電でき

るようにする。

7.3.4主要設備

7.3.4.1安全保護系のプロセス計装

原子炉保護設備及び工学的安全施設作動設備に信号を供給す

る安全保護系のプロセス計装は，検出器のほかに双安定回路，演

算器，絶縁増幅器等の各種のアナログ計器を収納する計器ラック

から構成する。安全保護系のプロセス計装を第7.3.1表に示す。

ここにも示されるとおり，これらの計装は単一故障あるいは使用

状態からの単一の取外しを行ってもその機能を喪失することの

ないよう多重化されており，それぞれのチャンネルは，独立した

計器ラックに収納することにより物理的に分離されている。また，

電気通信回線を通じた外部からのアクセスを遮断する設計とし

ている。

これらの計装に必要な電源は，4台の無停電電源装置からそれ

ぞれ独立に給電するとともに，検出器と計器ラック間等の関連す

る配線もチャンネル相互間を電気的に分離する。
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7.7

7．7．1

計器ラック及び配線は，実用上可能な限り不燃性又は難燃性材

料を使用する設計としている。

安全保護系のプロセス計装の信号を制御系に使用する場合に

は，絶縁増幅器により両者の間を絶縁し，制御系に生じた短絡，

地絡又は断線による故障が安全保護系に影響を与えることのな

いようにする。

これらの計装の機能をテストする場合には，検出器の出力信号

回路に模擬入力を印加することにより，規定の設定値において必

要な動作をすることを確認することができる。多重化された検出

器は，チャンネル相互の信号を比較することにより，原子炉運転

中にもその健全性を確認できるとともに，安全保護系のプロセス

計装の計測信号はすべて中央制御盤に指示又は記録し，原子炉施

設の適切かつ安全な運転ができるようにする。

また，加圧器水位，主蒸気ライン圧力，原子炉格納容器圧力及

び蒸気発生器水位については，事故時において監視，記録及び当

該記録を保存できるようにする。

7．7．1．2

制御室

中央制御室

2設計方針

（1）原子炉施設の通常運転時，運転時の異常な過渡変化時，設計

基準事故時及び重大事故等発生時に必要な計測制御装置を，中

央制御盤等で集中監視及び制御が行えるように設計する。また，

中央制御盤は誤操作，誤判断を防止でき，操作が容易に行える

よう配慮する。
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(2)中央制御室は設計基準事故時及び重大事故等発生時にも，運

転員が中央制御室内にとどまって所要の操作及び措置がとれ

るような遮蔽設計，換気設計を行い，主要ケーブル，制御盤等

は実用上可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する設計と

する。

(3)中央制御室は原子炉施設間の共用によって原子炉の安全性

に支障を来たさない設計とする。

(4)中央制御室は発電所内の者に対し必要な指示等の連絡がで

きる多様性を有する警報装置及び通信連絡設備を設ける。

(5)重大事故等が発生した場合に，中央制御室の外側が放射性物

質により汚染したような状況下において，中央制御室への汚染

の持込を防止するため，モニタリング，作業服の着替え等を行

うための区画を設ける。

7.7.1.4主要設備

（1）中央制御盤

中央制御盤は，原子炉制御設備，プロセス計装設備，原子炉

保護設備,工学的安全施設，タービン設備，電気設備等の計測

制御装置を設けた主盤，補助盤等で構成し，プラントの通常運

転時，運転時の異常な過渡変化時，設計基準事故時及び重大事

故等発生時に必要な操作器,指示計,記録計,CRT表示装置，

警報装置等を運転員の操作性及び人間工学的観点からの考慮

をして設置する。

また，原子炉施設に影響を及ぼす自然現象を把握するために，

気象庁の警報情報を受信及び表示する設備を設ける。
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(2)中央制御室

中央制御室は，原子炉補助建屋内に設置し1次冷却系統に係

る原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生した場合に，

運転員が事故後30日間中央制御室にとどまっても，「実用発電

用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量限度

等を定める告示」に示された緊急作業に係る線量限度を十分下

回るように遮蔽を設ける。

また，重大事故等が発生した場合に，中央制御室換気空調設

備等の機能とあいまって，中央制御室にとどまる運転員の実効

線量が7日間で100mSvを超えないように遮蔽を設ける。

換気空調系統は，他と独立して設け，設計基準事故時及び重

大事故等発生時には外気との連絡口を遮断し，よう素用フィル

タを通る閉回路循環方式とし運転員等を放射線被ばくから防

護する。また，外部との遮断が長期にわたり室内の雰囲気が悪

くなった場合には，外気をよう素用フィルタで浄化しながら取

り入れることもできる。換気空調設備及び照明設備の一部は，

非常用電源から給電する。

また，中央制御室において，火災が発生する可能性を極力抑

えるよう，中央制御室内の主要ケーブル，制御盤等は実用上可

能な限り不燃性又は難燃性材料を使用するとともに，中央制御

室には火災感知器及び消火器を設置する。

万一，中央制御室外で有毒ガスが発生したと仮定しても中央

制御室換気空調設備の外気取入れを手動で遮断し，閉回路循環

方式に切り換えることにより，有毒ガスによる障害を受けない

ようにすることができる。
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発電所内の者に対し必要な指示等の連絡ができるよう，多様

性を有する通信連絡設備として,｢8.4.13通信連絡設備」に

記載する設備を設ける。

また，原子炉施設に影響を及ぼす自然現象を把握するために，

発電所の外の状況を確認するための監視用カメラ表示装置等を

設ける。

重大事故等が発生した場合に，中央制御室の外側が放射性物

質により汚染したような状況下において，中央制御室への汚染

の持込を防止するため，モニタリング，作業服の着替え等を行

うための区画を設ける。

評価

中央制御室には，主盤，補助盤等を設け，プラントの通常運

転時，運転時の異常な過渡変化時，設計基準事故時及び重大事

故等発生時に必要な監視，制御及び操作を集中的に行うことが

できるほか，発電所内の者に対し必要な指示等の連絡が可能な

設計としている。また，設計基準事故及び重大事故等発生に際

して運転員が中央制御室に接近し，とどまり，事故対策操作が

可能であるような不燃設計，難燃設計，遮蔽設計及び換気設計

としているほか，重大事故等が発生した場合に，中央制御室の

外側が放射性物質により汚染したような状況下において，中央

制御室への汚染の持込を防止するため，モニタリング，作業服

の着替え等を行うための区画を設けることにより，中央制御室

への汚染の持込を防止できる。

設計基準事故時及び重大事故等発生時における中央制御室
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r=1-

への接近時の実効線量に，中央制御室にとどまって必要な操作

を行う場合の実効線量を加えても，緊急作業に係る線量限度を

下回る。

また，原子炉施設間の共用によって原子炉の安全性に支障を

来たさない設計としている。
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8．電気施設

8．2設計方針

(1)安全上重要な構築物，系統及び機器の安全機能を確保するため外

部電源系及び非常用所内電源系を設ける。

(2)外部電源系は，2回線以上の送電線により電力系統に接続し，少

なくとも1回線は他の回線と物理的に分離された設計とする。

(3)2以上の原子炉施設を電力系統に連係する場合は，いずれの2回

線が喪失した場合においても電力系統からこれらの原子炉施設へ

の電力供給が同時に停止しない設計とする。

(4)安全上重要な系統及び機器へ電力を供給する電気施設は，その電

力の供給が停止することがないよう，機器の損壊，故障その他の異

常を検知するとともに，その拡大を防止する設計とする。

(5)非常用所内電源系は，十分独立な系統とし，外部電源系の機能喪

失時に，1つの系統が作動しないと仮定しても，次の事項を確実に

行うのに十分な容量及び機能を有する設計とする。

a.運転時の異常な過渡変化時において，燃料の許容設計限界及び

原子炉冷却材圧力バウンダリの設計条件を超えることなく原子

炉を停止し冷却する。

b.1次冷却材喪失等の事故時に炉心冷却を行い，かつ，原子炉格

納容器の健全性並びにその他の安全上重要な系統及び機器の機

能を確保する。

(6)安全上重要な電気系統は，系統の重要な部分の適切な定期的試験

及び検査ができる設計とする。

(7)直流電源設備は，全交流動力電源喪失時に重大事故等に対処する

ために必要な電力の供給が開始されるまでの一定期間，原子炉を安
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全に停止し，かつ，停止後の冷却，原子炉格納容器の健全性を確保

できる設計とする。

(8)避難通路を確保するための照明設備は，通常の照明用電源喪失時

においてもその機能を失うことのない設計とする。

(9)通信連絡設備は，事故時に発電所内にいるすべての人に対し，中

央制御室から指示等の連絡ができるとともに，発電所と所外必要箇

所との通信連絡設備は多様性を有する設計とする。

8.4主要設備

8.4.7ディーゼル発電機

ディーゼル発電機は，外部電源が完全に喪失した場合に，原子

炉を安全に停止するために必要な電力を供給し，更に，工学的安

全施設作動のための電力も供給する。

ディーゼル発電機は，多重性を考慮して，必要な容量のものを

2台備え，各々非常用高圧母線に接続する。

各ディーゼル発電機は，原子炉補助建屋内のそれぞれ独立した

室に設置する。

また，ディーゼル発電機が7日間以上連続運転できる燃料貯蔵設

備を発電所内に設ける。

ディーゼル発電機は，非常用高圧母線低電圧信号又は非常用炉

心冷却設備作動信号で起動し，約10秒で電圧を確立した後は，各

非常用高圧母線に接続し負荷に給電する。

外部電源が喪失しただけの場合，各ディーゼル発電機に自動的

に負荷する主要補機は次のとおりである。

中央制御室空調ファン1台
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中央制御室再循環ファン1台

空調用冷水ポンプ1台

原子炉補機冷却水ポンプ2台

電動補助給水ポンプ1台

海水ポンプ2台

原子炉容器冷却ファン1台

制御棒クラスタ駆動装置冷却ファン1台

格納容器再循環ファン2台

空調用冷凍機1台

制御用空気圧縮機1台

上記以外にも，必要に応じて補機を起動できる。

また，1次冷却材喪失事故と外部電源の完全喪失が同時に起

こった場合，各ディーゼル発電機に自動的に負荷する主要補機は

角

次のとおりである。

工学的安全施設の弁類

アニュラス排気ファン

中央制御室非常用給気ファン

中央制御室空調ファン

中央制御室再循環ファン

空調用冷水ポンプ

高圧注入ポンプ

余熱除去ポンプ

原子炉補機冷却水ポンプ

電動補助給水ポンプ

海水ポンプ

《
ロ
《
ロ
《
ロ
《
ロ
《
ｐ
一
口
《
口
《
ｐ
一
口
《
ロ
《
口

十
数
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

内
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格納容器スプレイポンプ1台

空調用冷凍機1台

制御用空気圧縮機1台

安全補機室排気ファン1台

上記以外にも，必要に応じて補機を起動できる。

ディーゼル発電機負荷が最も大きくなる1次冷却材喪失事故と

外部電源の完全喪失が同時に起こった場合の負荷曲線例を第8.4.4

図に示す。

8.4.8直流電源設備

直流電源設備は第8.4.5図に示すように，3系統のそれぞれ独立

した蓄電池，充電器，直流コントロールセンタ等で構成し，直流

母線電圧は125Vである。そのうち2系統の電源の負荷は，工学的

安全施設等の継電器，開閉器，電磁弁，無停電電源装置等であり，

いずれの1系統が故障しても残りの1系統で原子炉の安全は確保

できる。残り1系統の電源の負荷は，上記以外のタービン及び発

電機関係の継電器，タービンの非常用油ポンプ，発電機の非常用

密封油ポンプ，電磁弁等である。

また，全交流動力電源喪失が発生した場合でも，重大事故等に

対処するために必要な電力の供給が開始されるまでの一定期間は，

安全保護系及びタービン動補助給水系の動作に必要な電力は蓄電

池から給電することにより，原子炉の安全を確保することができ

る。

蓄電池は鉛蓄電池で，独立したものを4組設置し，非常用低圧

母線にそれぞれ接続されたシリコン整流器で浮動充電する。
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8．4．11照明用電源設備

照明用電源は，所内低圧系統から変圧器を通しててい降し，必

要箇所に給電する。

中央制御室及びその他必要な場所の非常用照明は，非常用母線

から給電する。更に，居室，避難通路を照明するための非常灯及

び誘導灯は，交流電源喪失時には内蔵の蓄電池から給電する。

また，上記照明とは別に，設計基準事故対策のための現場作業が

生じた場合に作業が可能となるよう，懐中電灯及び専用の発電機か

ら給電する投光機を配備する。

8．4．13通信連絡設備

発電所内の者に対し必要な指示等の連絡ができるよう，警報装置

及び多様性を有する通信連絡設備として，運転指令設備，電力保安

通信用電話設備，衛星電話設備等を設ける。

また，発電所外の必要箇所への連絡ができるよう，以下の多様性

を有した専用の通信連絡設備を設ける。

・当社が構築する電力保安通信用回線（有線系回線及び多重無線

系回線）を経由した電話設備及びテレビ会議システム

・通信事業者が提供する統合原子力防災ネットワーク専用回線

（有線系回線及び衛星系回線）を経由した電話設備及びテレビ

会議システム

・通信事業者が提供する回線とそれに接続する災害優先加入電話，

衛星電話（固定式及び携帯型）及び直通電話設備

その他，緊急時対策支援システム等へ必要なデータを伝送するた

め，以下の多様性を有した専用の通信回線を設ける。
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・国，関係自治体等社外関係箇所へのデータ通信用として，通信

事業者が提供する統合原子力防災ネットワーク専用回線（有線

系回線及び衛星系回線）に接続する専用通信回線

・社内関係箇所へのデータ通信用として，当社が構築する電力保

安通信用回線（有線系回線及び多重無線系回線）からなる専用

通信回線

これらの通信連絡設備及び通信回線は，非常用所内電源系又は無

停電電源に接続されており，外部電源が期待できない場合でも動作

可能である。

8．4．14；構内出入監視設備

原子炉施設に対する第三者の不法な侵入を防止するため，照明

装置，通信連絡装置，監視カメラ，磁気施錠装置等を設ける。こ

れらの装置によって侵入の探知並びに侵入箇所の早期発見が容易

なものとする。

また，原子炉施設に爆発物等の不正な持ち込みを防止するため，

郵便物等の発電所外からの持ち込み物件の持込み検査を行うため

の設備を設ける。

その他，サイバーテロを含む不正アクセス行為を未然に防止する

ため，原子炉施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又

は装置の操作に係る情報システムについては，電気通信回線を通じ

て妨害行為又は破壊行為を受けることがないように，電気通信回線

を通じた当該情報システムに対する外部からのアクセスを遮断で

きるようにする。
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第8.3.6表直流電源設備の設備仕様

(1)蓄 池電
型
組
容

式
数

鉛蓄電池

4（1組当たり60個）

約1,600Ah/組×2組

（安全上重要な設備に供給）

約3,000Ah/組×2組

（安全上重要な設備以外の設備に供給）

量

r垂、

129V(浮動充電時）電 圧

角
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八

11．放射線管理施設

11．1遮蔽設備

ll.1.1概要

遮蔽設備は，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時，設計基準

事故時及び重大事故等発生時において，発電所周辺の一般公衆，従

事者等の線量を低減するもので，次のものから構成される。

（1）原子炉1次遮へい

（2）原子炉2次遮へい

（3）外部遮蔽

（4）補助遮へい

（5）燃料取扱遮へい

（6）中央制御室遮蔽

（7）緊急時対策所遮蔽

（8）一時的遮蔽

11.1.2設計方針

（1）発電所周辺の一般公衆が受ける線量については，「実用発電用

原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量限度等を

定める告示」に定められた周辺監視区域外の線量限度より十分小

さくなるようにするとともに，通常運転時における直接線量及び

スカイシャイン線量については，人の居住の可能性のある敷地境

界外において年間50"Gyを超えないような遮蔽設計とする。

（2）燃料取替え時，補修時等を含む通常運転時において，従事者等が

受ける線量が，「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の

規定に基づく線量限度等を定める告示｣に定められた線量限度を超
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えないようにするのはもちろん，不必要な放射線被ばくを防止す

るような遮蔽設計とする。

遮蔽設計に際しては，関係各場所への立入頻度，滞在時間等を

考慮した上で，従事者等が受ける線量が十分安全に管理できるよ

うに，放射線量率が下記の遮蔽設計基準（1）を満足するように

設計する。

機器の配置に当たっては，高放射性物質を内蔵する機器は原則

として独立した区画内に配置し，操作又は監視頻度の高い制御盤

等は管理区域内の低放射線区域又は管理区域外へ配置する。

なお，雑固体処理建屋については，下記の遮蔽設計基準（2）

を満足するように設計する。

遮蔽設計基準（1）

外部放射線に係る
区分 代表箇所

設計基準線量率

管理区域外 第1区分 ≦0.00625mSv/h

第Ⅱ区分 ≦0.01mSv/h 一般通路等

管理区域内＊’ 第Ⅲ区分 ≦0.15mSv/h 操作用通路等

第Ⅳ区分 >0.15mSv/h 機器室等

＊1 ｢実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づ

く線量限度等を定める告示」に基づき,1.3mSv/3月を超える

か又は超えるおそれのある区域を管理区域に設定する。
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遮蔽設計基準（2）

外部放射線に係る
区分 代表箇所

設計基準線量率

管理区域外 第1区分 ≦1.3mSv/3月

第Ⅱ区分 ≦0.01mSv/h 一般通路等

管理区域内 第Ⅲ区分 ≦0.15mSv/h 操作用通路等

第Ⅳ区分 >0.15mSv/h 機器室等

これら区分概略を，第11.1.1図～第11.1.9図に示す。

(3)発電所周辺の一般公衆が受ける線量が，「発電用軽水型原子炉

施設の安全評価に関する審査指針」を十分満足する遮蔽設計とす

る。

また，事故時に中央制御室内の従事者等に対し，過度の放射線

被ばくがないように考慮し，運転員が中央制御室内にとどまり

事故対策に必要な各種の操作を行うことができるような遮蔽設

計とする。

重大事故等の発生時に緊急時対策所内の対策要員に対し，過度

の放射線被ばくがないように考慮し，対策要員が緊急時対策所内

にとどまり，必要な指示又は連絡を行うことができるような遮蔽

設計とする。

11.1.4主要設備

（3）外部遮蔽

外部遮蔽は，円筒部厚さ約1.4m～約1.1m,ドーム部厚さ約1.0
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～約0.3mの鉄筋コンクリート造で，原子炉1次遮へいと原子炉

2次遮へいとの組合せにより，通常運転時に原子炉格納施設外側

での放射線量率を第1区分に減衰させる。

また,外部遮蔽及び原子炉格納容器鋼板は,その組合せにより，

発電所周辺の一般公衆が受ける線量が，「発電用軽水型原子炉施

設の安全評価に関する審査指針」を十分満足する厚さである。

(6)中央制御室遮蔽

中央制御室遮蔽は，原子炉補助建屋内にあり，1次冷却系等に

係る原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生した場合に，

運転員が事故後30日間中央制御室にとどまっても，「実用発電用

原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量限度等を

定める告示」に示された緊急作業に係る線量限度を十分下回る遮

蔽とする。また，重大事故等が発生した場合に，中央制御室換気

空調設備等の機能とあいまって，中央制御室にとどまる運転員の

実効線量が7日間で100mSvを超えない遮蔽とする。

(7)緊急時対策所遮蔽

緊急時対策所遮蔽は，総合事務所内にあり，重大事故等が発生

した場合に，緊急時対策所換気空調設備等の機能とあいまって，

緊急時対策所にとどまる対策要員の実効線量が7日間で100mSv

を超えない遮蔽とする。

(8)一時的遮蔽

一時的遮蔽は,放射性物質を内蔵する機器及び設備の補修時

あるいは事故時の保守等のために一時的に使用するもので，コ

ンクリートブロック，鉛，鉄板等でできた可搬式遮蔽構造物で

あり，必要に応じて設置する。
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11.1.5評価

発電所内の遮蔽として，原子炉1次遮へい，原子炉2次遮へい，

外部遮蔽，補助遮へい，燃料取扱遮へい及び一時的遮蔽を設置する

ことにより，従事者等が立入場所において不必要な放射線被ばくを

受けないよう，立入頻度，立入時間等を考慮し従事者等の放射線被

ばくが十分安全に管理できる設計となっている。更に，直接線量及

びスカイシャイン線量については，人の居住の可能性のある敷地境

界外では年間50"Gy以下となるよう原子炉施設を設計する方針と

しており，気体及び液体廃棄物の放出による一般公衆の線量と合算

しても周辺監視区域境界外における線量が法令に定める線量限度

（年間1mSv)を十分下回るよう設計管理する。また，発電所周辺

の一般公衆の線量が，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関す

る審査指針」を十分満足する遮蔽設計となっている。

中央制御室遮蔽は，重大事故等発生後，運転員が中央制御室に7

日間とどまっても，実効線量が100mSvを超えない設計となってい

る。また，緊急時対策所遮蔽は，重大事故等発生後，重大事故等

に対処するために必要な要員が緊急時対策所に7日間とどまつ

角

一
角

ても，実効線量が100mSvを超えない設計となっている。

放射線管理設備

設計方針

通常運転時，運転時の異常な過渡変化時，設計基準事故時及び重大

事故等発生時において，敷地周辺の一般公衆，従事者等の放射線被ば

くを実用可能な限り低くすることとし，次の設計方針に基づき，放射

11.2

11．2.2

線管理設備を設ける。
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(1)従事者等の出入管理，個人被ばく管理及び汚染管理ができるよう

な設計とする。

また，物品の搬出に対しても線量率管理及び汚染管理ができるよ

うな設計とする。

(2)通常運転時，運転時の異常な過渡変化時，設計基準事故時及び重

大事故等発生時において，放射性物質の放出，発電所内外の外部放

射線量率，放射性物質の濃度等を測定及び監視できるような設計と

する。

(3)万一の事故に備えて，必要な放射線計測器及び防護作業器材を備

える。

(4)中央制御室又は適切な管理場所に必要な情報の通報が可能である

設計とする。

(5)通常運転時に環境に放出される放射性物質を監視する放射線監視

設備は,｢発電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定に

関する指針」に適合する設計とする。

(6)事故時に監視が必要な放射線監視設備は,｢発電用軽水型原子炉施

設における事故時の放射線計測に関する審査指針」に適合する設計

とする。

(7)モニタリングステーション及びモニタリングポストは，通常供給

している電源が喪失した場合に備えて，無停電電源装置を有する設

計とする。また，伝送系は，多様性を有する設計とする。

11.2.4主要設備

（2）放射線監視設備

b.エリアモニタリング設備
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中央制御室及び管理区域内の主要箇所の外部放射線に係る線量当

量率を連続的に測定するために，エリアモニタを設ける。

この設備は，中央制御室で指示又は記録を行い，放射線レベルが

設定値以上になると，現場及び中央制御室に警報を発する。焼却炉

建家内のエリアモニタは，焼却炉建家内制御室で指示又は記録を行

い，放射線レベルが設定値以上になると，現場及び中央制御室に警

報を発する。

エリアモニタを設ける区域は，次のとおりである。

(a)中央制御室

(b)放射化学室

(c)充てんポンプ室

(d)燃料取扱棟内（使用済燃料ピット付近）

(e)原子炉系試料採取室

(f)原子炉格納容器内（エアロック付近）

(g)原子炉格納容器内（炉内核計装付近）

(h)廃棄物処理室

(i)焼却炉建家内(1号,2号及び3号炉共用）

また，燃料取扱い中の原子炉格納容器内（運転操作床面付近）及

び保修中の機械室の付近には，可搬式エリアモニタ装置を必要に応

じて設ける。

更に，設計基準事故時及び重大事故等発生時において十分な測

定範囲を有する格納容器エリアモニタ及び補助建屋エリアモニタ

を設け，緊急時対策所内には可搬型の使用済燃料ピットエリアモニ

タ及び緊急時対策所エリアモニタを配備する。

C.周辺モニタリング設備
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評

(a)固定モニタリング設備(1号,2号及び3号炉共用）

通常運転時，運転時の異常な過渡変化時，設計基準事故時及

び重大事故等発生時に発電所周辺監視区域境界付近の外部放射

線量率を連続的に監視するために，モニタリングポスト及びモ

ニタリングステーションを，また，外部放射線量を測定するた

めに，モニタリングポイントを設けている。

モニタリングポスト及びモニタリングステーションは，専用

の無停電電源装置から給電できる設計としているほか，有線に

よるデータ伝送機能と無線によるデータ伝送機能を有しており，

伝送系についても多様化している。

外部放射線量率については，設計基準事故時及び重大事故等

発生時において十分な測定範囲を有しており，中央制御室でも

監視できるように設計する。

価

(1)運転に伴う従事者等の線量を管理するために，出入管理設備，

個人被ばく管理関係設備及び汚染管理設備を設けるほか，発電所内

の放射線の監視のために，エリアモニタリング設備及び放射線サーベ

イ設備を設け，十分な管理及び監視が可能な設計となっている。

(2)通常運転時，運転時の異常な過渡変化時，設計基準事故時及び重

大事故等発生時において一般公衆の放射線被ばくの監視のために，

プロセスモニタリング設備及び周辺モニタリング設備を設置し，必

要箇所をモニタリングすることにより，発電所周辺の放射線を監視

できる設計となっている。

(3)通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時には，原子炉格納容器

8(3)－11－8



P,

偽

内の空気中の放射性物質の濃度を格納容器じんあいモニタ及び格納容

器ガスモニタによって連続的に，設計基準事故時及び重大事故等発

生時には，原子炉格納容器内放射線量率を格納容器エリアモニタに

よって連続的に，また，放射性物質の濃度を原子炉格納容器内の空

気及び1次冷却材のサンプリングによって知ることができる設計と

なっている。

また，通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時の放射性物質の

放出経路となる補助建屋排気筒，格納容器排気筒及び廃棄物処理設

備排水ラインの放出ライン並びに設計基準事故時及び重大事故等発

生時の放出経路となる補助建屋排気筒,格納容器排気筒及び主蒸気管

には，モニタを設置するとともに，必要箇所はサンプリングできる

設計となっている。

(4)エリアモニタリング設備のうち，エリアモニタは中央制御室及び

管理区域内の主要箇所の外部放射線量率を，また，プロセスモニタ

リング設備のうち，プロセスモニタは主要系統の放射能レベルを連

続測定し，異常時には中央制御室及びその他必要な箇所に警報を発

する設計となっている。

(5)モニタリングステーション及びモニタリングポストは，通常供給

している電源が喪失した場合に備えて，無停電電源装置により給電

できるほか，伝送系は，多様性を有する設計となっている。
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12．発電所補助施設

12．2換気空調設備

12．2．2設計方針

(1)換気空調設備は，管理区域内と管理区域外の別により，また，

それぞれの区域内でも機能の別により系統を分ける。

(2)換気は清浄区域に新鮮な空気を供給して，放射能レベルの高い

区域に向かって流れるようにし，廃棄は適切なフィルタを通して

行う。

(3)各換気系統は，その容量が区域及び室の換気並びに除熱を十分

に行えるようにする。換気回数は，原子炉格納容器は1.5回/h,

原子炉補助建屋等は2回/h以上とする。

(4)各換気空調設備のフィルタは，点検及び交換ができるように設

計する。

また，よう素用フィルタには，温度感知設備を設ける。

(5)中央制御室換気空調設備は，事故時には外気との連絡口を遮断

し，よう素用フィルタを通る閉回路循環方式とし，運転員等を放

射線被ばくから防護するように設計する。

(6)安全上重要な設備に属する換気空調設備においては，動的機器

の単一故障を仮定しても，その安全機能を失うことのないよう動

的機器に多重性を持たせた設計とする。

ダクト，フィルタ等の静的機器は，運転温度及び圧力が低いた

め故障の可能性が小さく，また，発生しても安全上支障がない期

間内に修復可能であり，多重性は特に考慮しないものとする。

(7)火災の延焼防止が必要な換気ダクトには防火ダンパを設置す

る。
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(8)緊急時対策所換気空調設備は，重大事故等が発生した場合にお

いて，排気量を給気量未満にすることで緊急時対策所内を加圧し，

取り入れる外気の全量を微粒子フィルタ及びよう素フィルタを

通して取り入れることにより，粒子状放射性物質が緊急時対策所

に直接侵入することを防ぎ，対策要員等を放射線被ばくから防護

することができる設計とする。

また，必要に応じて外気との連絡口を遮断し，閉回路循環運転

とすることにより，重大事故等によって放出され得る気体状放射

性物質及び有毒ガスが緊急時対策所に侵入することを防ぎ，放射

線被ばく及び有毒ガスによる障害から防護できる設計とする。

12.2.3主要設備の仕様

換気空調設備の主要設備の仕様を第12.2.1表～第12.2.7表に示

す。

12.2.4主要設備

（7）緊急時対策所換気空調設備（1号，2号及び3号炉共用）

緊急時対策所換気空調設備は，給排気系統及び非常用再循環系

統で構成する。

緊急時対策所換気空調設備の系統構成を第12.2.7図に，主要設

備の仕様を第12.2.7表に示す。

a、給排気系統

緊急時対策所の換気及び冷暖房のために，給気ファン，排

気ファン等を設ける。

なお，給気ファン及び排気ファンは，重大事故等発生時に
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外気を遮断して閉回路循環を行う際には停止する。

b.緊急時対策所非常用再循環系統

重大事故等が発生した場合において，緊急時対策所内の要

員の放射線被ばくを低減するため，微粒子フィルタ及びよう

素フィルタを内蔵したフィルタユニットと非常用再循環

ファンを設け，取り込んだ外気及び緊急時対策所内空気を浄

化する。

12.2.5評価

（1）管理区域の換気空調設備は,給気系統によって新鮮な空気を供

給し，排気系統によって適切なフィルタを通した後，排気筒から

排出する設計となっている。

（2）各換気系統は，その区域及び室の換気並びに除熱を十分に行え

る。

（3）中央制御室換気空調設備は，事故時には外気との連絡口を遮断

し，よう素用フィルタを通る閉回路循環方式とすることによって

運転員を放射線被ばくから防護できる。

外気との遮断が長期にわたり室内の空気が悪くなった場合は，

外気を微粒子フィルタ及びよう素用フィルタで浄化しながら取

り入れることができる。

（4）緊急時対策所換気空調設備は，重大事故等発生時には，外気を

微粒子フィルタ及びよう素フィルタを通して取り入れることに

より，粒子状放射性物質が緊急時対策所内に直接侵入することを

防ぎ，対策要員等を放射線被ばくから防護することができる。

また，必要に応じて外気との連絡口を遮断し，閉回路循環運転
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とすることにより，事故等によって放出され得る気体状放射性物

質及び有毒ガスが緊急時対策所に直接侵入することを防ぎ，放射質及び有毒ガスが緊急時対策所に直接侵入することを防ぎ，力

線被ばく及び有毒ガスによる障害から防護することができる。
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12.5火災防護対応設備

12.5.1概要

原子炉施設及びその附属施設は，火災によりその安全性が脅かさ

れることがないように適切な火災防護対策を講じておく必要があ

る。このため，対策にあたっては防護する設備に応じて，必要な区

画等を定めて火災防護対策を講じる。以下に，火災防護対策につい

て示す。

12.5.2設計方針

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置している原子炉補

助建屋，原子炉建屋等に，原子炉の高温停止及び低温停止等に係る

設備を火災から防護する区画等を設定し，それらの区画等に対して，

火災の発生防止，火災の感知及び消火，火災の影響軽減を考慮し，

必要な対策を講じる。

また，上述の考え方に準じて，原子炉補助建屋等に隣接するター

ビン建屋や敷地内の防護する設備に応じて，火災の発生防止，火災

の感知及び消火を考慮し，必要な対策を講じる。

12.5.3主要設備の仕様

火災防護対応設備の主要設備の仕様を第12.5.1表に示す。

12.5.4主要設備

（1）火災の発生防止

a.安全機能を有する構築物，系統及び機器について，不燃性材

料又は難燃性材料を使用することとし，同等以上の性能を有す
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る材料の使用が困難な場合には，延焼を防止するための他の対

策を講じる。

b.電気系統は，地絡，短絡等に起因する過電流による過熱防止

のため，早期遮断できる対策を講じる。

(2)火災の感知及び消火

a.火災感知設備

原子炉補助建屋，原子炉建屋内等は，設備の配置状況を考慮

して早期に感知するため，異なる種類の火災感知設備として火

災感知器，光ファイバ温度監視装置を組み合わせて設置する。

その他のタービン建屋等は，環境条件を考慮して感知器を設置

する。これらの警報は中央制御室に発信する。

(a)火災感知器

火災感知器は，熱感知器，煙感知器及び炎感知器があり，

屋内外の環境条件に応じて選択する。

(b)光ファイバ温度監視装置

火災による温度変化を感知できる光ファイバを用いた温

度監視装置を原子炉補助建屋，原子炉建屋等に設置する。

b.消火設備

(a)消火栓設備

消火栓設備は，原子炉補助建屋，原子炉建屋，タービン建

屋等及び屋内外に設置し，ろ過水貯蔵タンク又は脱塩水タン

クを水源として電動消火ポンプ及びディーゼル駆動消火ポ

ンプにより消火栓設備に供給する。

また，開閉所及び固体廃棄物貯蔵庫のある高台(EL.+84m)

には，平ばえ消火タンクの静水頭を利用した系統を設ける。
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消火栓設備の系統構成を第12.5.1図に示す。

(b)二酸化炭素消火設備

二酸化炭素消火設備は，ディーゼル発電機室，ディーゼル

発電機燃料油貯油槽，タービン油タンクのそれぞれに設け，

火災が発生した際は，中央制御室に警報が発信し，自動又は

手動操作で消火する。

補助ボイラ室で火災が発生した際は，中央制御室に警報が

発信し，手動操作で消火する。

(c)泡消火設備

泡消火設備は，補助ボイラ燃料タンク及び重油タンクのそ

れぞれに設け，火災が発生した際は，中央制御室に警報が発

信し，手動操作で消火する。

(d)ハロン消火設備

ハロン消火設備は，中央制御室フロアケーブルダクト及び

タービン発電機の軸受部のそれぞれに設け，火災が発生した

際は，中央制御室に警報が発信し，自動又は手動操作で消火

する。

(e)水噴霧消火設備

水噴霧消火設備は，主変圧器，所内変圧器及び予備変圧器

のそれぞれに設け，火災が発生した際は，中央制御室に警報

が発信し，自動又は手動操作で消火する。

(f)消防自動車

消防自動車は，屋外の消火活動及び屋内への消火用水の供

給を可能とし，変圧器，燃料タンク等の火災時に対応するた

め，泡放射が可能である化学消防自動車等を配備する。
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(9)消火器

消火器は，原子炉補助建屋，原子炉建屋，タービン建屋等

に適切に設置する。

(3)火災の影響軽減

安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災から防護するこ

とを目的に原子炉の高温停止及び低温停止等に係る設備につい

て以下のとおり区画等を設定し，火災防護対策を講じる。

a.原子炉の高温停止及び低温停止等に係る設備を設置してい

る原子炉補助建屋，原子炉建屋等は，火災を考慮したうえで3

時間の耐火能力を有する壁で囲うこととし，この壁を火災区域

とする。

b.原子炉の高温停止及び低温停止に係る設備を設置している

火災区域内において，互いに相違する系列の火災防護対象機器

及び火災防護対象ケーブル間は，延焼を防止するための火災区

画等を設けて分離する。

12.5.5評価

原子炉施設及びその附属施設は，火災の発生防止，火災の感知及

び消火，火災の影響軽減を考慮した対策を講じており，原子炉の安

全性は確保される。

12.6緊急時対策所

12.6.1概要

緊急時対策所（1号，2号及び3号炉共用）は，重大事故等の発

生時において当該重大事故等に対処するための適切な措置を講じ
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るために設けるものであり，原子炉建屋等から独立した総合事務所

に設置する。

設計方針

緊急時対策所は，1次冷却系統に係る原子炉施設の損壊その他の

異常が発生した場合に適切な措置をとるため，中央制御室以外の場

所に施設し，重大事故等が発生した場合においても当該重大事故等

に対処するための適切な措置が講じることができるよう以下の設

計方針とする。

(1)基準地震動Ssによる地震力に対し，免震機能により，緊急時対

策所の機能を喪失しないようにするとともに，基準津波の影響を

受けない場所に設置する。

(2)緊急時対策所と中央制御室は共通要因により同時に機能喪失

しない設計とする。

(3)緊急時対策所は，代替交流電源からの給電を可能とし，また，

当該代替電源を含めて緊急時対策所の電源は，多重性又は多様性

を有する設計とする。

(4)緊急時対策所の居住性を確保するため，対策要員の実効線量が

7日間で100mSvを超えないよう適切な遮蔽設計及び換気設計を

行う。

(5)緊急時対策所の外側が放射性物質により汚染したような状況

下において，緊急時対策所への汚染の持ち込みを防止するため，

モニタリング及び作業服の着替え等を行うための区画を設ける。

(6)緊急時対策所は以下の機能を有する設計とする。

a.中央制御室内の運転員を介さずに事故状態及び重大事故
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等に対処するために必要な情報を正確にかつ速やかに把握

できる機能

b.発電所内の関係要員に指示でき，発電所外関連箇所と専用

であって多様性を備えた通信回線にて連絡できる通信連絡

機能及びデータを伝送できる機能

C.重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員がと

どまることができる機能

d.重大事故等に対処するために必要な数の要員の収容機能

主要設備の仕様

緊急時対策所の主要設備の仕様を第12.6.1表に示す。

主要設備

緊急時対策所は，基準地震動Ssにおいても機能を喪失せず，基準

津波の影響を受けない免震構造とした総合事務所2階に設置する。

また，伊方発電所1，2，3号炉原子炉建屋等からは独立した建

物とし，通常使用する電源とは別に，代替交流電源設備として1号

炉非常用低圧母線，総合事務所屋上に設置している非常用発電機，

電源車接続用変圧器及び発電所外からの配電線から給電でき，放射

線遮蔽として，壁，天井及び床を設けるなど適切な遮蔽設計，換気

設計を行うことにより，中央制御室との共通要因により同時に機能

喪失することなく，重大事故等発生時にも居住性が確保される設計

とする。

対策指令に必要な原子炉施設の情報の把握ができるよう発電所

の状況に係る情報を表示する表示端末及び発電所内外（現場，中央
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制御室，本店,原子力本部，国及び緊急事態応急対策等拠点施設等）

の必要箇所と連絡をとるための多様性を有した専用通信回線とし

て，「8．4．13通信連絡設備」に記載する設備を設置する。

緊急時対策所の外側が放射性物質により汚染したような状況下

では，緊急時対策所への汚染の持ち込みを防止するため，モニタリ

ング，作業服の着替えを行うための区画として，臨時にチェンジン

グエリアを設ける。

重大事故等に対処するために必要な数の要員に必要な一定期間

の食料及び飲料水等を配備する。

12.6.5評価

緊急時対策所は，免震構造とした総合事務所に設置するので，基

準地震動Ssにおいても機能を喪失せず,基準津波の影響を排除でき

る。

また，伊方発電所1，2，3号炉原子炉建屋等からは独立した建

物とし，通常使用する電源とは別に給電できる手段を持ち，放射線

遮蔽として，壁，天井及び床を設けるなど適切な遮蔽設計，換気設

計を行うことにより，中央制御室との共通要因により同時に機能喪

失することなく，重大事故等発生時にも居住性が確保される。

重大事故等発生時においても，発電所の状況に係る情報を表示す

る表示端末により，対策指令に必要な原子炉施設の情報の把握がで

き，通信連絡設備により，発電所内外（現場，中央制御室，本店，

原子力本部，国及び緊急事態応急対策等拠点施設等）の必要箇所と

連絡をとることが可能である。

緊急時対策所の外側が放射性物質により汚染したような状況下
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では，モニタリング，作業服の着替えを行うための区画として，臨

時にチェンジングエリアを設けることにより，緊急時対策所への汚

染の持ち込みを防止できる。

また，緊急時対策所は重大事故等に対処するために必要な数の要

員を収容することが可能な施設としているほか,一定期間の食料及

び飲料水その他保護具等の必要な資機材を配備する。

以上より，重大事故等が発生した場合においても当該重大事故等

に対処するための適切な措置を講じることができる。
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第12.2.7表緊急時対策所換気空調設備の設備仕様

(1)緊急時対策所給排気系統

a.緊急時対策所給気ファン（通常用）

台 数1

容量約50m3/min

b・緊急時対策所排気ファン（通常用）

台 数1

容量約50m3/min

C.緊急時対策所給気ファン（非常用）

台 数2

容量約25m3/min(1台当たり）

d.緊急時対策所排気ファン（非常用）

台 数2

容量約25m3/min(1台当たり）

(2)緊急時対策所非常用再循環系統

a.緊急時対策所フィルタユニット

b、

型式微粒子フィルタ及びよう素フィルタ内蔵型

基数2

容量約50m3/min(1基当たり）

よう素除去効率95％以上

粒子除去効率99％以上(0.7"m粒子）

緊急時対策所非常用再循環ファン

台 数2

容量約50m3/min(1台当たり）
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第12.5.1表火災防護対応設備の設備仕様

(1)電動消火ポンプ

台数

容量

1

約660m3/h

(2)ディーゼル駆動消火ポンプ

数
《
ロ 1

約660m3/h
r一｝

容 量

内
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第12.6.1表緊急時対策所の設備仕様

(1）データ収集装置
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13．運転保守

13．1運転保守の基本方針

原子炉施設の運転保守の方針は，「核原料物質、核燃料物質及び原

子炉の規制に関する法律」第43条の3の24第1項の規定に基づいて定

める伊方発電所原子炉施設保安規定（以下，「保安規定」という。）に

よるものとする。

13.2保安管理体制

発電所の保安管理体制は，所長，原子炉主任技術者，電気主任技術

者，ボイラー・タービン主任技術者，品質保証部，総務広報部，安全

管理部，発電部，保修部及び土木建築部をもって構成する。

さらに，発電所における原子炉施設の保安運営に関する具体的重要

事項を審議するため，伊方発電所安全運営委員会を設ける。

13.3運転管理

原子炉施設の運転管理は，保安規定に定める運転上の留意事項，運

転上の制限及び異常時の措置を遵守し，原子炉施設の運転に習熟した

者を確保し，機器の性能及び状態を的確に把握した上で行う。

また，運転操作は，通常時及び異常時に対応するよう作成された運

転手順に従って行い，シミュレータを活用した教育訓練により徹底を

図る。異常時の運転手順については，安全上重要な機器が故障した場

合に適切に対応できるよう具体的なものとする。さらに，関連する運

転手順書間のつながりを明確化し，機器の操作時期，順序，条件等の

表現を平易なものとする。

運転手順については，国内外の事故，故障等を反映して，充実を図
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る。

さらに，火災及び内部溢水が発生した場合における原子炉施設の保

全のための活動を行う体制を整備し，活動を実施する。

13.8非常時の措置

非常時の措置として，保安規定に定める事前対策，初期活動及び非

常時の活動に関する規定を遵守し，事故の原因除去，拡大防止等のた

めの活動を迅速かつ適切に行う。

また，非常事態に対処するための総合的な訓練を定期的及び必要に

応じて計画し実施する。

さらに，重大事故等及び大規模損壊が発生した場合における原子炉

施設の保全のための活動を行う体制を整備し，活動を実施する。
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15．重大事故等対処施設

15．1概要

重大事故等が発生した場合において，炉心損傷防止，原子炉格納容

器破損防止，放射性物質の拡散抑制等を図るため，重大事故等対処施

設を設ける。

15.2設計方針

原子炉停止機能，炉心冷却機能，原子炉格納容器の健全性維持，放

射性物質の拡散抑制機能，それらの機能発揮に必要な関連機能等を有

する設備を設置する。また，可搬型設備の配備も考慮する。

（1）想定される重大事故等が発生した場合に使用する際の温度，放射

線，荷重その他の使用条件において，重大事故等に対処するために

必要な機能を有効に発揮できるものとする。

(2)想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作でき

るよう考慮する。

(3)健全性及び能力を確認するため，原子炉施設の運転中又は停止中

に試験又は検査ができるよう考慮する。

(4)設計基準事故対応用の設備等を，本来の用途以外の用途として重

大事故等に対処するために使用する場合には，速やかに切り替えら

れるよう考慮する。

(5)発電所内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないよう考慮する。

(6)想定される重大事故等が発生した場合において,運転操作及び復

旧操作ができるよう，設備の設置場所は，作業環境を考慮する。

(7)可搬型設備については，配備数，接続口，保管場所等について，

自然現象及び外部人為事象に起因する重大事故等への対処も考慮
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15.3原子炉停止機能に係る設備

15.3.1原子炉緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設

備

15.3.1.1概要

運転時の異常な過渡変化時において,原子炉の運転を緊急に停

止することができない事象が発生するおそれがある場合又は当

該事象が発生した場合においても炉心の著しい損傷を防止する

ため，原子炉出力を抑制し，原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原

子炉格納容器の健全性を維持する。

また，原子炉を未臨界に移行するため，化学体積制御設備又は

非常用炉心冷却設備による十分な量のほう酸注入を行う。

15.3.1.2設計方針

原子炉緊急停止失敗時に，自動で主蒸気隔離弁の閉止，及び

タービントリップを行うとともに,補助給水ポンプを自動起動す

る多様化自動作動盤を設置することにより，原子炉固有の負の反

応度フィードバック特性を利用して，原子炉出力を抑制し，炉心

の熱除去を行う設計とする。

15.3.1.3主要設備の仕様

原子炉緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための設備作

15．3．1．4

動信号を第15.3.1表及び第15.3.1図に示す。

主要設備

多様化自動作動盤

多様化自動作動盤は,原子炉保護回路による原子炉緊急停止失
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敗時に，その状態を検知して，自動的に出力を抑制する等影響の

緩和を図ることで，炉心の著しい損傷を防止する。

原子炉保護回路とは別の回路により，蒸気発生器の水位低下等

を検知して，自動で主蒸気ライン隔離及びタービントリップを行

うとともに，補助給水ポンプを自動起動させる。

15.3.1.5評価

運転時の異常な過渡変化時において,原子炉を緊急に停止する

ことができない事象が発生するおそれがある場合又は当該事象

が発生した場合においても炉心の著しい損傷を防止し,原子炉冷

却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持すると

ともに，原子炉を未臨界にすることができる。

15.3.1.6試験検査

多様化自動作動盤は，その機能の健全性を確認するため，定期

的に試験又は検査を行う。

15.4炉心冷却機能に係る設備

15.4.1原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する

ための設備

15.4.1.1概要

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって設計基準

事故対処設備の有する原子炉の冷却機能が喪失した場合におい

ても炉心の著しい損傷を防止するため，タービン動補助給水ポン

プの起動,十分な期間の運転継続を行うために必要な設備等を整

備する。

なお，全給水機能喪失発生時に，原子炉冷却材圧力が高圧で推
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移している場合は，炉心の著しい損傷に至るおそれがあるが，高

圧注入ポンプによる注入及び加圧器逃がし弁手動開による原子

炉冷却材の放出を組み合わせた冷却手段（フィードアンドブリー

ド）により対応する。

15.4.l.2設計方針

全交流動力電源喪失･常設直流電源系統喪失が発生した場合で

あって，原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時には，タービン動補

助給水ポンプ,主蒸気逃がし弁等を用いた2次系強制冷却を行う

が，タービン動補助給水ポンプを起動させるための措置を現地で

確実に行うため，タービン動補助給水ポンプ補助油ポンプ用可搬

型蓄電池を配備する。2次系から原子炉を冷却し，「15.4.2原

子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備」を使用する準備が整えば，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ低圧時の原子炉冷却に移行することも可能である。

15.4.1.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.4.1表に示す。

また,原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却する

手段について，第15.4.1図に示す。

15.4.1.4主要設備

（1）タービン動補助給水ポンプ補助油ポンプ用可搬型蓄電池(可搬

型）

直流電源喪失時に，タービン動補助給水ポンプを確実に起動さ

せるために，補助油ポンプに直流電源を供給する。

15.4.1.5評価

重大事故等発生時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状
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態であって,設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が

喪失した場合において,炉心の著しい損傷を防止することができ

る。

15.4.1.6試験検査

可搬型蓄電池はその機能の健全性を確認するため,定期的に試

験又は検査を行う。

15.4.2原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する

ための設備

15.4.2.1概要

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって,設計基準

事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失した場合におい

ても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

め，設計基準事故対処設備に対して，多様性及び独立性を有し，

位置的分散を図った，充てんポンプ（自己冷却式)，格納容器ス

プレイポンプ又は中型ポンプ車等により，原子炉内に注水し，原

子炉を冷却する。

15.4.2.2設計方針

1次冷却材喪失時に非常用炉心冷却設備の機能が喪失した場

合等で原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であれば,補助

給水ポンプ,主蒸気逃がし弁等を用いた2次系強制冷却により原

子炉冷却材圧力バウンダリを低圧の状態とし，充てんポンプ（自

己冷却式）等にて注水し，原子炉を冷却する。

なお,運転停止中の原子炉において全交流動力電源喪失が発生

し，原子炉補機冷却機能が喪失した場合においても，充てんボン
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プ（自己冷却式）にて注水し，原子炉を冷却する。

また，1次冷却材喪失時等で高圧及び低圧再循環機能が喪失し

た場合に，格納容器スプレイポンプにより，原子炉格納容器スプ

レイ設備と余熱除去設備を連絡する配管等を経由して,原子炉内

に注水する。

中型ポンプ車，加圧ポンプ車等の可搬型設備により，上記と同

様の連絡配管等を経由して，原子炉内に注水する。

15.4.2.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.4.2表に示す。

また,原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却する

手段について，第15.4.2図に示す。

15.4.2.4主要設備

(1)充てんポンプ（自己冷却式)(常設）

原子炉補機冷却機能が喪失している場合にも，吐出水の一部を

当該ポンプの冷却水として用いる（自己冷却）ことにより運転継

続を可能とし，原子炉への注水を行う。

(2)格納容器スプレイポンプ（常設）

余熱除去ポンプによる低圧注入機能や低圧再循環機能が喪失

した場合に,原子炉格納容器スプレイ設備と余熱除去設備を連絡

する配管を経由して，原子炉への注水を行う。

(3)中型ポンプ車（可搬型）及び加圧ポンプ車（可搬型）

余熱除去ポンプによる低圧注入機能が喪失した場合に,格納容

器スプレイ設備と余熱除去設備を連絡する配管等を経由し，中型

ポンプ車と加圧ポンプ車を連結して原子炉への注水（海水）を行

壷

フ。
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15.4.2.5評価

重大事故等発生時に原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の場

合であって設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が

喪失した場合において,炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器破

損を防止することができる。

15.4.2.6試験検査

充てんポンプ（自己冷却式)，格納容器スプレイポンプ，中型

ポンプ車及び加圧ポンプ車は,その機能の健全性を確認するため，

定期的に試験又は検査を行う。

15.5原子炉格納容器の健全性維持に係る設備

15.5.1最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備

15.5.1.1概要

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送

する機能が喪失した場合において,炉心の著しい損傷及び炉心の

著しい損傷前に生ずる原子炉格納容器の破損を防止するため,設

計基準事故対処設備に対して，多様性及び独立性を有し，位置的

分散を図った設備により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する。

15.5.1.2設計方針

全交流動力電源喪失等による原子炉補機冷却機能喪失時にお

いて,炉心の著しい損傷防止及び原子炉格納容器の破損防止のた

め，最終ヒートシンクへ熱を輸送する設備を設ける。

炉心の著しい損傷防止にあっては,｢15.4.1原子炉冷却材圧

力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備｣で述

べたとおり，タービン動補助給水ポンプ，主蒸気逃がし弁等を用
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いた冷却により，大気へ残留熱を輸送する。

さらに,破断口の大きい1次冷却材喪失事故が重畳する等した

場合に，原子炉格納容器の破損防止のため，格納容器再循環ユ

ニット等必要な補機類の冷却用に海水供給が可能な中型ポンプ

車等を配備する。

15.5.1.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.5.1表に示す。

また，最終ヒートシンクへ熱を輸送する手段について，第

15．5．1図に示す。

15.5.1.4主要設備

（1）中型ポンプ車（可搬型）

原子炉格納容器の破損防止のため,格納容器再循環ユニット及

びその他の必要な補機類の冷却のため,原子炉補機冷却水設備と

原子炉補機冷却海水設備を連絡する配管等を経由して,海水を供

給する。

（2）大型ポンプ車（可搬型）

中型ポンプ車の予備として配備する。

15.5.1.5評価

重大事故等発生時に設計基準事故対処設備が有する最終ヒー

トシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において,炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止することができる。

15.5.1.6試験検査

中型ポンプ車及び大型ポンプ車は,その機能の健全性を確認す

るため，定期的に試験又は検査を行う。
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15.5.2原子炉格納容器内の冷却等のための設備

15.5.2.1概要

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能

が喪失した場合において,炉心の著しい損傷及び炉心の著しい損

傷が発生した場合における原子炉格納容器の破損を防止するた

め，設計基準事故対処設備に対して，多様性及び独立性を有し，

位置的分散を図った設備により原子炉格納容器内の圧力,温度等

の低下を図る。

15.5.2.2設計方針

重大事故等発生時において,原子炉格納容器スプレイ設備の機

能喪失時に,高圧注入ポンプによる高圧再循環運転をしている場

合に,原子炉格納容器先行破損に伴う炉心の著しい損傷を防止す

るため，「15.5.3原子炉格納容器の過圧破損を防止するための

設備｣で述べる格納容器再循環ユニットによる格納容器内自然対

流冷却により，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させる。

また,代替格納容器スプレイポンプによる格納容器内注水により

原子炉格納容器内の圧力及び温度の低下を図るとともに，液相部

への崩壊熱の蓄熱を図る。

炉心の著しい損傷が発生した場合においては,原子炉格納容器

の破損を防止するため,代替格納容器スプレイポンプにて代替ス

プレイを行い,原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物

質の濃度を低下させるとともに,液相部への崩壊熱の蓄熱を図る。

また,原子炉格納容器内スプレイ継続のための水源を確保する

ため,補助給水タンク出口配管と燃料取替用水タンク出口配管を

連絡する配管を設ける。
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15.5.2.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.5.2表に示す。

また，原子炉格納容器内の冷却等を行う手段について，第

15.5.2図に示す。

15.5.2.4主要設備

（1）格納容器再循環ユニット（常設）

「15.5.3原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備」

の格納容器再循環ユニットに同じ。

（2）原子炉補機冷却水サージタンク用窒素加圧装置（可搬型）

「15.5.3原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備」

の原子炉補機冷却水サージタンク用窒素加圧装置に同じ。

（3）代替格納容器スプレイポンプ（常設）

格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ機能が喪失

した場合に，燃料取替用水タンク等を水源として，原子炉格納容

器スプレイ系統等を経由して代替格納容器スプレイを行う。

15.5.2.5評価

重大事故等発生時に設計基準事故対処設備が有する原子炉格

納容器内の冷却機能が喪失した場合において,炉心の著しい損傷

を防止することができる。また，炉心の著しい損傷が発生した場

合においても原子炉格納容器の破損を防止することができる。

15.5.2.6試験検査

格納容器再循環ユニット及び代替格納容器スプレイポンプは，

その機能の健全性を確認するため,定期的に試験又は検査を行う。

15.5.3原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備
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15.5.3.1概要

炉心の著しい損傷が発生したことに伴い,原子炉格納容器の圧

力が異常に上昇した場合において,原子炉格納容器の破損を防止

するため，格納容器再循環ユニットへ通水し，原子炉格納容器内

の圧力及び温度の低下を図る。

15.5.3.2設計方針

原子炉格納容器スプレイ設備の機能喪失等により，原子炉格納

容器内の長期的な熱除去が不可能となった場合,格納容器再循環

ユニットへの通水を行い，格納容器内自然対流冷却により，原子

炉格納容器内の圧力及び温度の低下を図る。

なお，格納容器再循環ユニットには，格納容器内自然対流冷却

を促すため，ダクト開放機構を設ける。また，格納容器再循環ユ

ニットへの通水に際しては,原子炉補機冷却設備が機能している

場合には，原子炉補機冷却設備を使用して，格納容器再循環ユ

ニットにより原子炉格納容器内を冷却するため,沸騰防止の観点

から，原子炉補機冷却水系統を窒素加圧する。全交流動力電源喪

失等により原子炉補機冷却設備が機能喪失している場合には，

「15.5.1最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備｣の中型

ポンプ車等による海水通水も可能とする。

15.5.3.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.5.3表に示す。

また,原子炉格納容器の過圧破損を防止する手段を第15.5.3.1

図及び第15.5.3.2図に示す。

15.5.3.4主要設備

（1）格納容器再循環ユニット（常設）
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通常運転時に原子炉格納容器内の温度調整を行うための格納

容器再循環装置の一部であり，重大事故等発生時には，格納容器

再循環ユニット内の冷却コイルに原子炉補機冷却水又は中型ポ

ンプ車等によって海水を通水することにより，格納容器再循環

ファンが停止している場合においても，ダクト開放機構とあい

まって，格納容器内自然対流冷却を行う。

(2)原子炉補機冷却水サージタンク用窒素加圧装置（可搬型）

格納容器再循環ユニットを用いた格納容器内自然対流冷却を

行う際に，原子炉補機冷却設備が機能している場合には，原子炉

補機冷却設備を使用することとし,系統水の沸騰防止のために原

子炉補機冷却水サージタンクを窒素加圧する。

15.5.3.5評価

炉心の著しい損傷が発生したことに伴い原子炉格納容器内の

圧力が異常に上昇した場合において,原子炉格納容器の破損を防

止することができる。

15.5.3.6試験検査

格納容器再循環ユニットはその機能の健全性を確認するため，

定期的に試験又は検査を行う。

15.5.4原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備

15.5.4.1概要

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の

破損を防止するため,原子炉格納容器の下部に落下した溶融炉心

を冷却するために，設計基準事故対処設備に対して，多様性及び

独立性を有し,位置的分散を図った設備により原子炉格納容器の
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下部への注水を行う。

15.5.4.2設計方針

炉心の著しい損傷が発生した場合に,原子炉格納容器下部に落

下した溶融炉心とコンクリートとの相互作用を抑制するために，

代替格納容器スプレイポンプにより原子炉格納容器内へスプレ

イすることで，原子炉格納容器下部への注水を行う。

また，原子炉格納容器下部への注水性を高めるために，原子炉

格納容器内に浸水経路を設ける。

15.5.4.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.5.4表に示す。

また,原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却する手段について，

第15.5.4図に示す。

15.5.4.4主要設備

代替格納容器スプレイポンプ（常設）

炉心の著しい損傷が発生した場合に,原子炉格納容器下部に落

下した溶融炉心を冷却するため,燃料取替用水タンク等を水源と

して，原子炉格納容器スプレイ設備等を経由して，原子炉格納容

器内にスプレイし，原子炉格納容器内の浸水経路の効果とあい

まって，原子炉格納容器下部への注水を図る。

なお,｢15.5.2原子炉格納容器内の冷却等のための設備」の

代替格納容器スプレイポンプと同じである。

15.5.4.5評価

炉心の著しい損傷が発生した場合において,原子炉格納容器下

部に落下した溶融炉心による原子炉格納容器の破損を防止する

ことができる。
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15.5.4.6試験検査

代替格納容器スプレイポンプはその機能の健全性を確認する

ため，定期的に試験又は検査を行う。

15.5.5水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備

15.5.5.1概要

炉心の著しい損傷が発生した場合において,炉心を構成する材

料であるジルコニウムと水の反応により発生する水素に加え,水

の放射線分解等により長期的に発生する水素を低減し,水素の爆

轟による原子炉格納容器の破損を防止する。

15.5.5.2設計方針

水素爆轟による原子炉格納容器の破損を防止するため,動力源

を要しない静的触媒式水素再結合装置を設置し,原子炉格納容器

内の水素を低減し，原子炉格納容器の自由体積の大きさとあい

まって原子炉格納容器内の水素濃度を爆轟限界以下にする。

15.5.5.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.5.5表に示す。

15.5.5.4主要設備

静的触媒式水素再結合装置（常設）

炉心の著しい損傷が発生した場合に,炉心を構成する材料であ

るジルコニウムと水の反応により発生する水素に加え,水の放射

線分解等により長期的に発生する水素を低減し,水素の爆轟によ

る原子炉格納容器の破損を防止する。

15.5.5.5評価

重大事故等発生時に炉心の著しい損傷が発生した場合におい
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ても,水素の爆轟による原子炉格納容器の破損を防止することが

できる。

15.5.5.6試験検査

静的触媒式水素再結合装置はその機能の健全性を確認するた

め，定期的に試験又は検査を行う。

15.6放射性物質の拡散を抑制するための設備

15.6.1概要

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は使用済燃料

ピット内の燃料の著しい損傷に至った場合において,大型ポンプ車

（大型放水砲を含む）等により，発電所外への放射性物質の拡散抑

制を図る。

なお,航空機燃料火災を含む建屋外の大規模火災発生時の消火活

動及び放射性物質を含む液体が建屋外に漏えいした場合の海洋へ

の放射性物質の拡散抑制措置についても考慮する。

15．6.2設計方針

放射性物質の拡散を抑制するための設備は,原子炉建屋へ放水で

き，航空機燃料火災に対応できる可搬型のものとする。なお，大規

模火災発生時の消火活動や海洋への拡散抑制についても考慮する。

15.6.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.6.1表に示す。

15.6.4主要設備

大型ポンプ車（大型放水砲を含む）（可搬型）

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は使用済燃料

ピット内燃料の著しい損傷に至った場合に,複数の方向から原子炉
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建屋等へ放水することができるようにする。

15.6.5評価

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器破損又は使用済燃料ピッ

ﾄ内の燃料の著しい損傷に至った場合において,発電所外への放射

性物質の拡散を抑制する。

15.6.6試験検査

大型ポンプ車等の資機材は定期的に試験又は検査を行う。

15.7その他の関連機能等に係る設備

15.7.1原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備

15.7.1.1概要

重大事故等発生時において,原子炉冷却材圧力バウンダリが高

圧の状態で,原子炉の減圧機能が喪失することによる炉心の著し

い損傷及び原子炉格納容器の破損の防止を図るため,原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧する。

15.7.1.2設計方針

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって,設計基準

事故対処設備が有する原子炉の減圧機能が喪失した場合におい

ても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

め，可搬型蓄電池及び窒素供給装置を配備し，加圧器逃がし弁の

機能を復|日して動作可能とし,原子炉冷却材圧力バウンダリを減

圧する。

なお,主蒸気逃がし弁については,手動開閉機能を有しており，

設置場所での操作が可能であることから，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの減圧機能が失われることはない。
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15.7.1.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.7.1表に示す。

15.7.1.4主要設備

（1）加圧器逃がし弁用可搬型蓄電池（可搬型）

常設直流電源系統喪失時に,加圧器逃がし弁による減圧操作が

可能なように，代替直流電源として配備する。

（2）加圧器逃がし弁用窒素供給装置（可搬型）

加圧器逃がし弁は，空気作動弁であるため，重大事故等が発生

している環境条件でも，動作が可能なように，窒素供給装置を配

備する。

15.7.1.5評価

重大事故等発生時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状

態であって設計基準事故対処設備が有する原子炉の減圧機能が

喪失した場合において,炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の

破損を防止することができる。

15.7.1.6試験検査

可搬型蓄電池及び窒素供給装置はその機能の健全性を確認す

るため，定期的に試験又は検査を行う。

15.7.2水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備

15.7.2.1概要

炉心の著しい損傷が発生した場合において，アニュラス部及び

原子炉建屋の水素爆発による損傷を防止するための措置を講じ

る。

15.7.2.2設計方針
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原子炉格納容器内には，「15.5.5水素爆発による原子炉格納

容器の破損を防止するための設備」で述べたように，静的触媒式

水素再結合装置を設置することから，炉心の著しい損傷が発生し

た場合にも，原子炉格納容器外周部のアニュラス部や原子炉建屋

へ原子炉格納容器から漏えいする水素が水素爆発を起こす濃度

に至ることはないが，アニュラス部へ漏えいした水素を，アニュ

ラス排気ファンにより排出することで,原子炉建屋へ漏えいする

水素量を抑制する。

この際，アニュラス排気を確実に行うため，全交流動力電源喪

失時にも使用可能なアニュラス排気弁遠隔操作装置を設置し，ア

ニュラス空気再循環設備も代替電源設備から給電可能とする。

また,想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範

囲で測定できる，代替電源設備から給電可能なアニュラス水素濃

度計を設置する。

15.7.2.3主要設備の仕様

設備仕様は，第15.7.2表に示す。

15.7.2.4主要設備

（1）アニュラス排気ファン（常設）

・炉心の著しい損傷が発生した場合に,アニュラス排気を行うこ

とにより，アニュラス内の水素濃度を低減し原子炉建屋への漏え

いを抑制する。

（2）アニュラス排気弁遠隔操作装置（常設）

全交流動力電源喪失を起因とする炉心損傷発生時においても，

早期かつ確実にアニュラス排気を行うため，アニュラス排気弁を

遠隔操作する窒素供給設備を含む装置を設ける。

15．7．2．3
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（3）アニュラス水素濃度計（常設）

アニュラス内部の水素濃度を監視するために設ける。

15.7.2.5評価

炉心の著しい損傷が発生した場合において,水素爆発によるア

ニュラス部及び原子炉建屋の損傷を防止することができる。

15.7.2.6試験検査

アニュラス排気ファン等は,その機能の健全性を確認するため，

定期的に試験又は検査を行う。

15.7.3使用済燃料ピットの冷却等のための設備

15.7.3.1概要

使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能が喪失し,又は小規

模な漏えいが発生した場合において，中型ポンプ車により使用済

燃料ピットへの注水を行う。

また,使用済燃料ピットの水位が維持できないほどの大規模な

漏えいが発生した場合，中型ポンプ車と小型放水砲を用いて使用

済燃料ピットにスプレイを行う。

15.7.3.2設計方針

使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能が喪失し,又は小規

模な漏えいが発生した場合において，燃料の冷却，放射線の遮蔽

及び臨界を防止するために，中型ポンプ車から注水し，水位を維

持する。

また,使用済燃料ピットの水位が維持できないほどの大規模な

漏えいが発生した場合でも，燃料の著しい損傷の進行を緩和する

ために，中型ポンプ車及び小型放水砲を用いて使用済燃料ピット
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にスプレイする。このようなスプレイを行うことで，できる限り

環境への放射性物質の放出低減に努めることができる。

使用済燃料ピットの監視設備は，水位，温度及び燃料取扱棟内

の空間線量率について,重大事故等発生時に変動する可能性のあ

る範囲にわたり測定可能とし,使用済燃料ピットの状態を監視で

きる監視カメラを設置する。これらの監視設備は，全交流動力電

源喪失時には常設又は可搬型の代替電源設備から給電可能とす

る。

15.7.3.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.7.3表に示す。

15．7．3.4主要設備

（1）冷却設備

a.中型ポンプ車（可搬型）

使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能が喪失し,又は小

規模な漏えいが発生した場合において，燃料の冷却，放射線の

遮蔽及び臨界を防止するために,使用済燃料ピットに注水する。

b、小型放水砲（可搬型）

使用済燃料ピットの水位が維持できないほど大規模な漏え

いが生じた場合において,燃料の著しい損傷の進行を緩和する

ために，中型ポンプ車と連結して，使用済燃料ピットにスプレ

イする。

（2）監視設備

a.使用済燃料ピット水位計（常設）

b・使用済燃料ピット温度計（常設）

C.使用済燃料ピット可搬型モニタ（可搬型）
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重大事故等発生時に変動する可能性のある範囲にわたり測

定可能な水位計，温度計及び可搬型モニタを設置する。

d.使用済燃料ピット監視カメラ（常設）

カメラにより使用済燃料ピットの状態を監視する。

15.7.3.5評価

重大事故等発生時に使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機

能が喪失し，又は小規模な漏えいが発生した場合において，使用

済燃料ピット内の燃料を冷却し,及び臨界を防止するよう水位を

維持することができる。

また,使用済燃料ピットの大規模な漏えいが発生した場合にお

いても，燃料の著しい損傷の進行を緩和するよう，スプレイする

ことができる。

15.7.3.6試験検査

中型ポンプ車はその機能の健全性を確認するため,定期的に試

験又は検査を行う。

使用済燃料ピット監視設備は,通常時においても監視可能であ

るため，機能が喪失していないことを確認できる。

15.7.4重大事故等の収束に必要となる水の供給設備

15.7.4.1概要

設計基準事故の収束に必要な水源とは別に,重大事故等の収束

に必要となる十分な量の水を有する水源を確保する。また，設計

基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等

の収束に必要となる十分な量の水を供給する。

15.7.4.2設計方針
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重大事故等に対処するため,複数の淡水源を確保するとともに，

水源として海水の利用も考慮する。

また，各水源の移送ルートを確保し，海水を補助給水タンクに

移送するための中型ポンプ車及びホース等資機材を配備する。

15.7.4.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.7.4表に示す。

15.7.4.4主要設備

(1)2次系純水タンク（常設）

（2）ろ過水貯蔵タンク（常設）

（3）脱塩水タンク（常設）

（4）中型ポンプ車（可搬型）

海水を補助給水タンクに移送する。

15.7.4.5評価

設計基準事故の収束に必要な水源とは別に,重大事故等の収束

に必要となる十分な量の水を有する水源を確保し,設計基準事故

対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に

必要となる十分な量の水を供給することができる。

15.7.4.6試験検査

水源となるタンクは，その機能の健全性を確認するため，定期

的に点検を行う。

中型ポンプ車は，その機能の健全性を確認するため，定期的に

試験又は検査を行う。

15.7.5電源設備

15.7.5.1概要
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設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故

等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器

の破損,使用済燃料ピット内燃料の著しい損傷及び運転停止中原

子炉内燃料の著しい損傷を防止するため,代替電源設備を設置す

る。

15.7.5.2設計方針

設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故

等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器

の破損,使用済燃料ピット内燃料の著しい損傷及び運転停止中原

子炉内燃料の著しい損傷を防止するために必要となる電力を確

保するため代替電源設備を設置する。

また，発電所内他号炉の非常用高圧母線からの受電（号炉間融

通）も可能なように予め電気ケーブルを敷設する等の整備を行う。

15.7.5.3主要設備の仕様

設備仕様を第15.7.5表及び第15.7.1図，第15.7.2図に示す。

15.7.5.4主要設備

（1）交流電源設備

a.空冷式非常用発電装置（常設）

外部電源及びディーゼル発電機の機能が完全に喪失した場

合において,重大事故等に対処するために必要な電源を供給す

る。

b.300kVA電源車（可搬型）

全交流動力電源喪失時に,上記の空冷式非常用発電装置が機

能しない場合にも原子炉の安全停止に必要な電源を供給する。

（2）直流電源設備
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a.蓄電池（常設）

全交流動力電源喪失時において,設計基準対象施設の安全系

蓄電池と合わせて，不要な負荷の切り離しを行わずに8時間

（中央制御室又は隣接する電気室等での簡易な操作で切り離

し可能な負荷を除く）,不要な負荷の切り離し後さらに16時間，

合計24時間にわたり直流電源を供給する。

b.直流電源装置（可搬型）

電源車及び整流器の組み合わせにより，全交流動力電源喪失

後24時間にわたり事故の対応に必要な直流電源を供給できる

可搬型直流電源設備を配備する。

15.7.5.5評価

設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故

等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器

の破損,使用済燃料ピット内燃料の著しい損傷及び運転停止中原

子炉内燃料の著しい損傷を防止することができる。

15.7.5.6試験検査

空冷式非常用発電装置,300kVA電源車，蓄電池及び直流電源装

置はその機能の健全性を確認するため,定期的に試験又は検査を

行う。

15.7.6計装設備

15.7.6.1概要

設計基準対象施設の計測制御系統施設として,事故時監視が必

要なプロセス計装を設置しており，事故対応上必要なパラメータ

を計測又は監視及び記録できる。これらは重大事故等発生時にお
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いても基本的に使用が可能であるが，当該施設が故障した場合に

も，事故対応上必要なパラメータを推定可能なものとする。

15.7.6.2設計方針

重大事故等が発生し,一部の常用及び非常用の計測機器が故障

した場合にも，計測制御系統施設とあいまって，事故対応上必要

なパラメータを推定できる設計とする。

15.7.6.3主要設備の仕様

設備仕様は，第15.7.6表に示す。

15.7.6.4主要設備

（1）原子炉格納容器広域圧力計（常設）

原子炉格納容器内圧力が最高使用圧力を上回った場合にも，限

界圧力まで測定可能なものとする。

（2）原子炉格納容器水素濃度測定装置（常設）

重大事故等発生時の原子炉格納容器内の水素濃度を測定する。

（3）代替格納容器スプレイ積算流量計（常設）

代替格納容器スプレイポンプ等により原子炉格納容器内への

注水を行った場合にも，原子炉格納容器内の水量の推定が可能な

ものとする。

15.7.6.5評価

重大事故等発生時に設計基準対象施設の計測制御系統施設の

故障により事故に対処するために必要な情報を計測することが

困難になった場合にも，原子炉格納容器等の状態を把握すること

ができる。

15.7.6.6試験検査

原子炉格納容器広域圧力計,原子炉格納容器水素濃度測定装置
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及び代替格納容器スプレイ積算流量計は定期的に試験又は検査

を行う。

15.7.7監視測定設備

15.7.7.1概要

重大事故等が発生した場合において,発電所及びその周辺にお

いて,発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放

射線量を監視し,及び測定し,並びにその結果を記録する｡また，

気象条件についても測定し，及びその結果を記録する。

15.7.7.2設計方針

重大事故等が発生した場合に放出される放射性物質の濃度及

び放射線量を測定できるよう，周辺監視区域境界付近に固定モニ

タリング設備のモニタリングステーション及びモニタリングポ

ストを設置する。固定モニタリング設備は，専用の無停電電源装

置からの給電に加え，代替電源設備からの給電も可能とする。ま

た，可搬型モニタリング設備も配備する。

重大事故等が発生した場合においても測定及び記録可能な気

象観測設備を発電所に設置する。また，可搬型気象観測設備も配

備する。

15.7.7.3主要設備の仕様

設備仕様は，第15.7.7表に示す。

15.7.7.4主要設備

（1）可搬型代替モニタ（可搬型）

電離箱式サーベイメータにより，モニタリングポスト及びモニ

タリングステーションが機能喪失した場合においても，モニタリ
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ングを継続できる。

（2）可搬型気象観測設備（可搬型）

常設の気象観測設備が機能喪失した場合においても，風向，風

速その他の気象条件を測定し，その結果を記録する。

15.7.7.5評価

固定モニタリング設備は,重大事故等が発生した場合において

も測定可能であり，また,代替電源設備からの給電も可能である。

固定モニタリング設備が機能喪失した場合にも，可搬型モニタリ

ング設備によりモニタリングを継続できる。

発電所内の気象観測設備に加え,重大事故等が発生した場合に

おいても，可搬型気象観測設備により観測できる。

15.7.7.6試験検査

可搬型モニタリング設備及び可搬型気象観測設備は,定期的に

点検する。
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第15.3.1表原子炉緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための

設備作動信号一覧表

、
（
函
）
ｌ
』
函
’
四
ｍ

(注）蒸気発生器水位低の作動設定値は，第7.5.1表に示される蒸気発生器水位低原子炉トリップ信号の作動設定値以

下とし，設計基準事故対処設備及び原子炉緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための設備の計装誤差等を

考慮して詳細設計で決定する。

原子炉緊急停止失敗時に

原子炉を未臨界にする

ための設備作動信号

検出器 作動ロジック インターロック 計画設定値（注）

補助給水起動信号

蒸気発生器A

水位検出器

蒸気発生器B

水位検出器

蒸気発生器c

水位検出器

蒸気発生器水位低

(各蒸気発生器は

代表1チャンネル）

の2／3

正常に補助給水

ポンプが起動し

た場合，自動ブ

ロック

挟域計器スパン

の9％水位

タービントリップ信号

主蒸気ライン隔離信号

蒸気発生器A

水位検出器

蒸気発生器B

水位検出器

蒸気発生器C

水位検出器

蒸気発生器水位低

(各蒸気発生器は

代表1チャンネル）

の2／3

正常に原子炉卜

リップした場合，

自動ブロック

挟域計器スパン

の9％水位



第15.4.1表原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に

原子炉を冷却するための設備仕様

(1)タービン動補助給水ポンプ補助油ポンプ用可搬型蓄電池

鉛蓄電池型
個
容

式
数
量
圧

1

約50Ah

120V電

r"､

｛“、
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第15.4.2表原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に

原子炉を冷却するための設備仕様

(1)充てんポンプ（自己冷却式）

型式うず巻式

台数1

容量約45m3/h

場程約1,720m

(2)格納容器スプレイポンプ

型式

台数

容量

揚程

(3)中型ポンプ車

型式

台数

容量

場程

(4)加圧ポンプ車

型式

台数

容量

うず巻式

1

約940m3/h

約170m

うず巻式

3（予備を含む）

(第15.7.3表(1)の使用済燃料ピットへの

注水機能のための中型ポンプ車及び第

15.7.4表(4)の中型ポンプ車に同じ）

約210m3/h(1台当たり）

約100m

うず巻式

3（予備を含む）

約150m3/h(1台当たり）
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第15.5.1表最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備仕様

(1)中型ポンプ車

型式

台数

容量

場程

(2)大型ポンプ車

うず巻式

2（第15.7.3表(1)使用済燃料ピットへのス

プレイ機能のための中型ポンプ車と兼用）

約210m3/h(1台当たり）

約100m

中型ポンプ車の予備として配備する。

第15.6.1表に記載の設備と同じ。

8(3)-15-32



第15.5.2表原子炉格納容器内の冷却等のための設備仕様

(1)格納容器再循環ユニット

第15.5.3表に記載の設備と同じ。

(2)原子炉補機冷却水サージタンク用窒素加圧装置

第15.5.3表に記載の設備と同じ。

(3)代替格納容器スプレイポンプ

うず巻式

1

約150m3/h

約150m

式
数
量
程

型

角 《
ロ

容
揚

/一、

8(3)-15-33
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r耐

第15.5.3表原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備仕様

(1)格納容器再循環ユニット

型式粗フィルタ及び原子炉補機冷却水冷却コイル

基数

(2)原子炉補機冷却水サ

個 数

ー

内蔵型

2

ジタンク用窒素加圧装置

1

8(3)-15-34



第15.5.4表原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備仕様

(1)代替格納容器スプレイポンプ

第15.5.2表に記載の設備と同じ。

r~i

『へ、

8(3)－15－35



r"'、

『銅、

第15.5.5表水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するための設備仕様

(1)静的触媒式水素再結合装置

型式

基数

再結合効率

触媒式

5

約1.2kg/h(1基当たり）

（水素濃度4vol%,圧力0.15MPaにおいて）

8(3)-15-36



第15.6.1表放射性物質の拡散を抑制するための設備仕様

(1)大型ポンプ車（1．

型式

台数

容量

揚程

(2)大型放水砲（1号，

(1号， 2号及び3号炉共用）

うず巻式

1

約1,440m3/h

約120m

2号及び3号炉共用）

ｲヘ 放水砲
1

2（予備を含む）

類
数

種

《
ロ

『…、

8(3)-15-37
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｛…、

第15.7.1表原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備仕様

リチウムイオン電池

2（予備を含む）

(1)加圧器逃がし弁用可搬型蓄電池

型式リチウム／

個数2（予備署

容量約1,200Wh

電圧125V

(2)加圧器逃がし弁用窒素供給装置

個 数 2

8(3)-15-38



「銅1

r"、

第15.7.2表水素爆発による原子炉建屋等の損傷を

防止するための設備仕様

(1)アニュラス排気ファン

台 数2

容量約250m3/min

(2)アニュラス排気弁遠隔操作装置

種類窒素供給方式

個数2

(3)アニュラス水素濃度計

個 数 1

(1台当たり）

8(3)-15-39



内

/‐､

第15.7.3表

（冷却）

(1)中型ポンプ車

台数

容量

場程

(2)小型放水砲

種類

台数

(監視）

使用済燃料ピットの冷却等のための設備仕様

3（予備を含む）

（使用済燃料ピットへの注水機能であり，第

15.4.2表(3)に記載の中型ポンプ車及び第

15.7.4表(4)に記載の中型ポンプ車に同じ）

2（使用済燃料ピットへのスプレイ機能であり，

第15.5.1表(1)に記載の中型ポンプ車と兼

用）

約210m3/h(1台当たり）

約100m

放水砲

2

(1)使用済燃料ピット水位計

個 数2

(2)使用済燃料ピット温度計

個 数2

(3)使用済燃料ピット可搬型モニタ

個 数1

(4)使用済燃料ピット監視カメラ

個 数1

8(3)-15-40



第15.7.4表重大事故等の収束に必要となる水の供給設備仕様

(1)2次系純水タンク

基数

容量

1

約3,000m3

(2)ろ過水貯蔵タンク

基数

容量

(3)脱塩水タンク

基数

容量

(4)中型ポンプ車

1

約3,000m3

角

1

約3,000m3

3（予備を含む）数
《
ロ

（第15.4.2表(3)に記載の中型ポンプ車及び

第15.7.3表(1)に記載の使用済燃料ピット

への注水機能のための中型ポンプ車に同

じ）

約210m3/h(1台当たり）

約100m

/ー､

容
揚

量

程

8(3)-15-41



角

/へ

第15.7.5表電源設備仕様

(1)空冷式非常用発電装置

種類

台数

出力

電圧

(2)300kVA電源車

種類

台数

出力

電圧

(3)蓄電池

型式

組数

容量

電圧

(4)可搬型直流電源装置

方式

組数

出力

電圧

ディーゼル発電機

2

約1,460kW(1台当たり）

6.6kV

ディーゼル発電機

3（予備を含む）

約240kW(1台当たり）

6.6kV

鉛蓄電池

2

約2,400Ah(1組当たり）

129V

ディーゼル発電機及び整流器の組み合わせ

3（予備を含む）

約100A(1組当たり）

125V

8(3)-15-42



第15.7.6表重大事故等対処設備としての主要な計装設備

項目 名称

原子炉格納容器広域圧力

格納容器計装 原子炉格納容器水素濃度

代替格納容器スプレイ積算流量

八

/へ､

8(3)-15-43



第15.7.7表監視測定設備仕様

(1)可搬型代替モニタ

電離箱式サーベイメ

5

種類

個数

(2)可搬型気象観測設備

－タ

風向風速計

個数

種類

日射計

個数

種類

放射収支計

a

1

風車型風向風速計
瓜

b

1

電気式日射計

C

数
類
個
種

1

風防型放射収支計

/~､

8(3)-15-44
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蒸気発生器C水位低

補助給水ポンプ正常起動

第15.3.1図原子炉緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための設備作動信号図
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①充てんポンプ（自己冷却式）を用いた炉心注水

②格納容器スプレイポンプ等を用いた炉心注水
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／、消火水系統より
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第15．52図原子炉格納容器内の冷却等を行う手段
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